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故 加美山茂利 先生 略歴
昭和３年１月４日生

昭和２７年３月 東北大学医学部卒業

２８年４月 東北大学医学部医化学講座副手

２９年８月 東北大学医学部医化学講座助手

３４年９月 文部省在外研究員（ハーバード大学医学部，マサチューセッツ総合病院）

３６年１１月 東北大学医学部衛生学講座助教授

４６年４月 秋田大学医学部衛生学講座教授

５１年２月 秋田大学医学部図書館分館長（昭和５５年２月まで）

５５年３月 秋田大学学生部長（昭和５７年２月まで）

５８年８月 文部省短期在外研究員としてIARCで研究

６１年２月 秋田大学医学部長（平成２年２月まで）

平成５年３月 秋田大学定年退官，秋田大学名誉教授

５年４月 �宮城県労働衛生医学協会（現在は「杜の都産業保健会」）常任理事

９年６月 宮城県労働衛生医学協会副理事長

１２年６月 宮城県労働衛生医学協会健診センター長兼務

１９年６月 杜の都産業保健会理事長

［受賞歴等］

昭和３４年４月 医学博士（東北大学）

５５年７月 朝日学術奨励賞

５８年１０月 中央労働災害防止協会緑十字賞

６２年１０月 労働大臣功績賞

平成３年１月 河北文化賞

１９年４月 瑞宝中綬章

２４年７月 正４位
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故 加美山茂利先生を悼んで

加美山茂利先生は，宮城県で出生し仙台二中・二高（いずれも旧制）に通われた後東北大学医学部に入学，東北大
学病院でのインターン後に，医化学教室で研究をはじめました．当時は糖タンパクの研究に興味を持たれ，博士号を
授与された後には，文部省在外研究員として米国に留学され，最先端の生化学的手法を学ばれました．
帰国後は東北大学医学部衛生学講座助教授になられました．衛生学講座では高橋英次教授（当時）のもと，高血圧

や脳卒中の疫学研究が内陸農村と沿岸漁村を比較するかたちで進められていました．農村では米に偏った食品数の少
ない食生活であり，漁村では米の摂取量は少なく魚類をはじめとして芋類や野菜類が多い食生活であることが示され，
さらに東北地方の数地区で，心電図・眼底検査や血清脂質・ミネラル等の測定も含めて，調査が拡大・継続されてい
ました．そのような時に帰国された加美山先生は，生化学的栄養学により高血圧の病態に迫ることを期待されたこと
と思われます．
また，衛生学講座では初代近藤正二教授の時代（昭和９年）から，仙台市児童生徒の発育を調査していました．高

橋英次教授もそれを引き継いでいました．ちなみにこの調査は現在も継続されており，日本学校保健学会で毎年発表
されています．高橋教授は，東北大学教授就任前に宮城県学校衛生技師として学校保健を指導されていました．その
こともあり学校保健分野の教科書を刊行し，標準的テキストとして使用されました．このような状況でしたので，加
美山先生も当然学校保健分野での仕事もなされました．
昭和４６年４月には，新設の秋田大学医学部衛生学講座教授に昇任され，着任後は胃がんの疫学に大きくテーマを切

り替えられました．東北大学での疫学調査から環境や食生活が似通っていても胃癌死亡率が異なる地域があることに
気づかれ，研究の必要性を感じていたものと思われます．秋田での先生の主たる研究成果は，胃癌死亡率の地域差と
食事試料中突然変異原性に関する研究だと思われます．変異原性試験（エームス法）を導入して，変異原性の高い食
事を摂っている地域に胃がん死亡率が高いことを明らかにしました．また，調理法や食品毎の変異原性も検討し，野
菜が抑制効果を持つことも明らかにしました．これらの研究成果によって，朝日学術奨励賞・河北文化賞を授与され
ました．また，労働衛生指導医（秋田労働基準局）としては，地場産業の労働衛生・産業保健の向上に努められ，秋
田県特産の樺細工事業場の作業環境改善を具体化されました．
昭和５９（１９８４）年に第３１回日本学校保健学会を主催されましたが，その時の学会長要望課題を「最近の児童生徒の

食生活と栄養」とされました．このテーマを選ばれたのは，胃がんの地域差が食事内容や食生活にあることから，健
康であるためには子どもの頃からの食生活が重要であることを指摘されたかったのでしょう．学会長であった加美山
先生の書かれた学会の記録（学校保健研究２７�，１１７―１２０，１９８５）をみるとシンポジウム形式で行われ，以下の内容
の発表があり討論も行われたとされています．１．園児の食品摂取の偏りがアトピー皮膚炎等の多発と関連し，将来
の高脂血症につながる可能性があり，知育・徳育・体育に加えて，食育が必要である．２．小・中学生の肥満度と食
品群別の摂取頻度で評点化した食品バランス得点が関連する．３．骨折歴のある児童生徒は，栄養量は多いが嗜好に
偏りがあり，Ca／P比を小さくする等微妙な栄養のアンバランスが骨折と関与している．４．全国の小学校へのアン
ケート調査から，学校給食指導にもっと栄養士や養護教諭が関与し，専門性の高い役割を担うべきである．５．食品
の持つ特性として集団内でどのように好まれるかあるいは嫌われるかを数値化（嗜好勾配）し，給食の素材や食文化
の伝統を守る際に適用されるべきである．その後の討論では，食文化の創造や児童生徒の健康を守り将来の「成人病」
予防するためには，学校給食がきめ細かく運営されるべきという意見や，生体リズムとの関係から食べ方（いつどの
ように食べるのか）の重要性を指摘する声，食育が家庭や学校教育のなかでどう行われるべきか，教員養成の課程で
食生活指導に関する教育が必要であるとの指摘等が出された．このシンポジウムで指摘されたことは現代の学校保健
でも指摘されていることで，学会長要望課題としてとりあげた加美山先生の鋭い洞察を示していると考えられます．
このように加美山先生は衛生学・公衆衛生学の広い範囲の中で，地域保健，労働衛生・産業保健，学校保健の分野

で活躍をされ，顕著な業績をあげられました．それだけでなく，大学運営においても，図書館分館長，学生部長，医
学部長を務められて貢献なさいました．秋田大学を定年退官後は仙台に戻られて，�宮城県労働衛生医学協会（現在
は杜の都産業保健会）に勤務され，産業保健の向上に尽力なさいました．これらの永年にわたる学術および社会への
貢献により，平成１９年春の叙勲では瑞宝中綬章を授けられました．
加美山先生は，いつもにこやかであまりお話にはならないのですが，一度口を開くと鋭い意見を，若干口ごもった

ような独特の声でおっしゃられました．それは社会に対して役に立とうとする立場や，後輩に対する温かい気持ちか
らのご発言でした．また，私どもの同窓会（秋田でも仙台でも）には，毎回来てくださり，含蓄のあるお話を聞かせ
てくださいました．昨（平成２４）年，第８２回日本衛生学会学術総会が，京都で開催されました．加美山先生が教授の
頃に助教授であり，加美山先生の退官後に教授に昇任され，その後転出された小泉昭夫京都大学教授が主催された学
会でした．加美山先生は名誉会員として学会に招待されておりました．懇親会でお目にかかった時はお元気そうでし
たので，訃報をうかがった時には信じられない気持ちでした．４月半ばより食欲がなくなり精査されたところすい臓
がんが見つかり，手術の甲斐なく平成２４年６月２９日に永眠されました．享年８６歳でしたが，お元気な時にはお歳より
もとても若く見受けておりました．
加美山先生，ありがとうございました．今はどうぞ安らかにお休みください．合掌

（東北大学名誉教授 佐藤 洋，秋田大学医学部環境保健学教授 村田勝敬）
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児童生徒の心身の健康問題の多様化に伴い，問題の解

決に向けて学校全体で組織的に対応していくことが求め

られている中，学校保健法の一部改正が行われ，学校保

健安全法により，養護教諭やその他の職員と連携した健

康観察，健康相談，保健指導，学校と医療機関等との連

携が新たに位置付けられた．

特に，健康相談については，従来学校医・学校歯科医

が行うものを健康相談，養護教諭が行うものを健康相談

活動と区別していたが，今回の改正で，学校医や学校歯

科医のみならず，養護教諭，学級担任等が行う健康相談

も法に明確に規定され，より幅の広い概念になった．養

護教諭や学級担任等が行う健康相談が教員の役割として

学校保健安全法に明確に規定されたことは，重要な意味

を持つ．

さらに，医療機関等との連携が必要な事例が増えてき

ていることから，学校においては，救急処置，健康相談

又は保健指導を行うに当たっては，必要に応じ地域の医

療機関やその他の関係機関との連携を図るよう努めるこ

ととされ，法においても健康相談の充実が図られた．

健康相談・保健指導（個別の保健指導）については，

昭和５５年４月に「学校健康相談・指導事典」（大修館書

店）が発行されている．本書は，当時の学校保健関係者，

とりわけ養護教諭の間で健康相談・保健指導に対する関

心が高まっていたにもかかわらず，助言を得られる指導

者や専門書が皆無に近い現状であったため，小倉学氏を

中心にまとめられたものである．健康相談について小倉

氏は，「学校医による健康相談は恵まれた一部の学校で

しか行われていない上，その態様は臨時の個別的健康診

断に近い場合が少なくない．むしろ，本来のカウンセリ

ングを目指した健康相談は，健康上の問題をもって自発

的に保健室を訪れた児童生徒を対象にして行われている．

学級担任から依頼されたり，養護教諭の方から接触を求

めたりして行われることも少なくない」と述べている．

これらの対応については，平成９年保健体育審議会答

申において，新たな役割として示されているが，小倉氏

などによれば，以前から行われてきたものであり，よう

やく実態に合った法改正がなされたことになる．

養護教諭の行う健康相談は，児童生徒の心身の健康問

題に関して専門的な観点から行われ，個々の児童生徒の

健康管理にとどまらず，自己解決能力を育むなど児童生

徒の人間形成にも大きな役割を果たしており，学校にお

ける健康相談の充実を図る上で中心的な役割が期待され

ている．また，養護教諭は職務の特質から，心身の健康

問題を発見しやすい立場にあり，いじめや児童虐待など

の早期発見・早期対応に果たす役割も求められている．

さらに，専門的な観点から健康相談の必要性の判断，受

診の必要性の判断，地域の関係者等との連携における

コーディネーターの役割などが求められている．

養護教諭に求められている役割は大きいが，平成２２年

度に日本学校保健会で実施した「養護教諭の職務等に関

する調査」では，支援計画の作成・実施・評価・改善や

地域の関係機関との連携に取り組んでいる養護教諭は約

半数である．また，今年５月に実施した「非常災害時の

子どもの心のケアに関する調査」でも，子どもの個別支

援計画作成の参画についての取組状況は低かった．

学校保健安全法の改正趣旨を十分理解した上で，児童

生徒の心の健康問題の対応に取り組むことが必要である．

学校経営に学校保健が位置付けられ，学校全体で取り組

む体制，整備が進み，学校保健の充実が図られることを

期待したい．

（文部科学省 スポーツ・青少年局 学校健康教育課）

心の健康問題の対応における養護教諭の役割

岩 崎 信 子

The Role of the Yogo Teacher in Mental Healthcare at School

Nobuko Iwasaki

巻頭言
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�．序 論

近年子どもの問題行動が増加している．文部科学省の

「児童の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調

査」１）２）によると，小・中・高等学校における暴力行為は

２１年度の約６万件を境に，平成２２年度は約１千件減少し

たが，いじめは約７万８千件と５千件増加している．平

成２２年度の調査結果は，震災により３県が対象外となっ

たことの影響も考えられ，今後の動向が注目されるとこ

ろである．問題行動増加の要因について，文科省１）３）はコ

ミュニケーション能力の不足，規範意識の欠如，感情の

コントロールができないことから「キレやすい」児童生

徒の増加を挙げている．大河原４）は「キレる」現象を，

不快な感情を言語化することができず，混沌としたエネ

ルギーのまま爆発させている状態にある，としている．

このような子どもたちは単にわがままや，努力が足りな

いのではなく，子ども自身も苦しんでいる４）．このよう

な状態を予防・改善するために感情をコントロールする

方法の探索が急がれるところである．

感情のコントロール，すなわち感情制御（emotion

regulation）に関して，Gross５）は感情的反応を増加，保

持もしくは減少するために使用する意識的無意識的方略

の全てを含む，と定義した．この定義から，感情制御の

過程において，感情の「種類」と経験した感情の「処理」

という二つの要素が重要であるといえる．制御の対象と

なる感情には負感情と正感情があり，「キレる」現象の

児童期の健康・適応に及ぼす正負感情易感性と
感情表出性の影響

三 浦 浩 美＊１，山 崎 勝 之＊２，＊３

＊１香川県立保健医療大学保健医療学部看護学科
＊２鳴門教育大学大学院学校教育研究科
＊３鳴門教育大学予防教育科学センター

Effects of Sensitivity to Positive and Negative Affect and Emotional Expressivity
on Health and Adjustment in Elementary School Children

Hiromi Miura＊１ Katsuyuki Yamasaki＊２，＊３

＊１Department of Nursing, Faculty of Health Sciences, Kagawa Prefectural College of Health Sciences
＊２School of Basic Research and Improvement of Practice for Education, Naruto University of Education
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The purpose of this study was to investigate the effects of sensitivity to positive and negative affect and

emotional expressivity on health and adjustment in elementary school children. Participants were１５８boys

and１４７girls in the４th to６th grades. They completed Positive and Negative Affect Schedule for Children to

measure sensitivity to positive affect（SPA）and negative affect（SNA）, and Stress Response Scale for Chil-

dren and Scale for Feeling on Enjoyment of School Life to assess health and adjustment. In addition, partici-

pants’emotional expressivity was rated by their homeroom teachers. Results by hierarchical regression analy-

ses showed that higher SPA was associated with lower levels of physical reactions, depression／anxiety, bad
mood／anger, and apathy, while higher SNA was associated with higher levels of them for children in all
grades. Furthermore, higher emotional expressivity was associated with higher physical reactions for children

in the４th and５th grades, higher depression／anxiety for those in the５th grade, and lower feelings of school
life enjoyment for those in the５th grade. There were no sex differences regarding these phenomena. More-

over, a few significant interaction effects of emotional expressivity and SPA or SNA were obtained, which

shows that when SNA was high, higher emotional expressivity decreased apathy, while when SNA was low,

higher emotional expressivity increased apathy for the４th graders. In addition, higher SPA increased feelings

of school life enjoyment when SNA was high, and higher SPA decreased feelings of school life enjoyment

when SNA was low for the６th graders. These findings suggested that the intervention to enhance emotional

expressivity and SPA for the children with high SNA would be effective to enhance health and adjustment.

Key words：emotion expressivity, sensitivity to positive and negative affect, elementary school

children, health and adjustment
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もととなる不快な感情を負感情，反対に快い感情などを

正感情という６）．欧米では，感情の種類や処理が健康や

適応に与える影響についての研究が行われている．負感

情の高さや正感情の低さは抑うつや不安と関連し７－１０），

身体の不調を感じやすく１１），回避的対処行動をとりやす

い傾向をもたらす７）１２）．そして，経験した感情の処理に

ついて，感情の表出という側面から，表情に感情が表れ

にくい男子は友だち関係，女子は学習に関して問題を生

じ１３），表出が極端に多くても人間関係に関して問題を生

じ１４），負感情の過度な抑制は免疫系活動が低下し感染性

の疾患を誘発する１５）などの結果が得られている．

このような結果から，負感情の高さや正感情の低さ，

感情の過度な表出や抑制がそれぞれ健康・適応に悪影響

を及ぼしていることがわかる．しかし，負感情経験が高

く，さらに感情表出が過度な場合，正感情経験が低くさ

らに感情表出が少ない場合など，正負感情経験と感情表

出によって，健康・適応がどう影響されるのか，という

交互作用効果の詳細は明らかになっていない．

また，正負感情経験も感情表出もその時の状況に影響

を受けやすいものの，その人の慢性的な傾向として，正

感情を感じやすい傾向や感情表出を抑えやすい傾向等が

あり，そのような慢性的な傾向が個人の健康・適応に何

らかの影響を与えていると考えた．そのため，正負感情

経験の感じやすさ（以後は正負感情易感性とする）と感

情表出の程度を個人の特性として捉え，両変数からの健

康・適応への安定した影響を検討することとした．

以上のことから，本研究の目的は，児童期の子どもを

対象に，正負感情易感性と感情表出性が心身のストレス

反応や学校適応に及ぼす影響を検討することとした．ま

た本研究の対象者は，児童期後半の子どもであったが，

その理由は，感情経験や表出を測定する，標準化された

尺度が自記式質問紙のみであり，その適用最少年齢が児

童期後半であったことである．また，児童期後半は親や

教師への依存が減り，自立的に友人との閉鎖性・凝集性

の高い関係を築く時期を迎え，健康・適応上の問題が顕

在化しはじめる年齢である１６）．そして自己の認識活動を

客観的に把握する「メタ認知」が働き始める時期である１６）

ことから，自己の感情経験や表出，人間関係についての

メタ認知をもとに，感情のコントロールのためのトレー

ニングを行っていくことが可能な年齢だと考えたからで

ある．

�．研究方法

１．研究対象者

本研究の対象者は，東京都と和歌山県の小学校３校に

おける高学年３０５名（４年男子４８名，同女子４８名，５年

男子６１名，同女子５２名，６年男子４９名，同女子４７名），

およびその担任１２名（男性６名，女性６名）だった．

２．調査内容

調査内容は以下のとおりである．

１）感情表出性尺度日本語版

三浦，勝間，山崎１７）による感情表出性尺度日本語版を

使用した．質問項目は「この子どもは，感情を表に出す

ほうだと思う．」「この子どもは，自分がどう感じている

かを隠すことができない．」など１７項目である．クラス

担任が子ども一人ひとりの感情表出性を評定する教師評

定尺度である．感情を表出する内容の項目に「決してそ

うではない」１点から「いつもそうだ」６点の６件法で

回答した．逆転項目は「決してそうではない」６点から

「いつもそうだ」１点と逆に配点し，総合計点が高いほ

ど感情表出性が高いことを示す．

本尺度のα係数は，全員および男子女子ともに．９５
～．９６，再テスト相関係数r＝．８５～．９１であり，内的整合

性，安定性の高さが確認された．構成概念妥当性は，感

情表出性尺度日本語版の中の３項目を用いた仲間評定，

物語法による自己評定それぞれとの相関で確認された．

２）特性版正負感情尺度（特性版Positive and Negative

Affect Schedule for Children：特性版PANAS―C）

川村，山崎１８）による日本語版正負感情尺度特性版を使

用した．質問項目は「元気いっぱいな」「うれしい」等

正感情１２項目，「腹が立つ」「悲しい」等負感情１２項目の

計２４の感情を示し，普段どれくらいその気持ちを感じて

いるかについて，「ほんの少ししか（または）全く感じ

ない」１点から「とてもよく感じる」５点の５件法で測

定する．子ども自身による自己評定尺度である．

本尺度は，α係数．８０～．８９，再テスト安定性r＝．６５

～．７２であり，内的整合性，安定性の高さが確認されて

いる．構成概念妥当性は，本尺度と日本版抑うつ尺度お

よび日本版児童用特性不安尺度との相関の高さから，開

発者により確認された．

３）小学生用ストレス反応尺度（Stress Response Scale

for Children：SRS―C）

健康変数として，身体的，情動的，認知的なストレス

反応を包括的に測定できる尺度であることから，嶋田，

戸ヶ崎，坂野１９）による小学生用ストレス反応尺度を使用

した．四つの下位尺度「身体的反応」「抑うつ・不安感

情」「不機嫌・怒り感情」「無気力」，各５項目計２０項目

からなる，自己評定尺度である．「全然あてはまらない」

１点～「よくあてはまる」４点の４件法で，下位尺度ご

とに合計得点を求める．点数が高いほどストレス反応が

強いことを示す．

本尺度は，各下位尺度ごとのα係数．７７～．８２，再検査
安定性r＝．６９～．７６であり，内的整合性，安定性の高さ

が確認されている．また異なる対象者への調査時と同様

の因子構造を得られたことによる交差妥当性，ストレス

の高低が他者（教師）からの評定と一致していたことに

よる臨床的妥当性が確認されている尺度である．

４）学校生活享受感情測定尺度

適応変数として，学校への適応の観点から開発された，

古市２０）による学校生活享受感情測定尺度を使用した．

４０５三浦ほか：児童期の健康・適応に及ぼす正負感情易感性と感情表出性の影響



「わたしはこの学校が好きだ」「学校がなければ，毎日

つまらないと思う」など１０項目で，「はい」４点から「い

いえ」１点とし，得点が高いほど学校生活享受感情が強

いことを示す．本尺度は，α係数．９２であり，内的整合
性の高さが確認されている．

３．調査期間

調査は２０１０年３～８月に行った．

４．調査手続き

感情表出性尺度日本語版を各クラス担任に配付し，担

当するクラスの児童全員に対する評定を依頼した．

特性版PANAS―C，小学生用ストレス反応尺度，学校

生活享受感情測定尺度の三つの質問紙を一冊に綴じ，ク

ラス担任から子どもに説明・配付し，自己評定しても

らった．質問紙の順番は，状況に左右されない，長期的

な傾向を問う特性版PANAS―Cを一番最初にした．そし

て，最近の気持ちを問う学校生活享受感情測定尺度と小

学生用ストレス尺度は，質問内容そのものに気持ちが影

響され回答が変化する可能性を考慮し，カウンターバラ

ンスをとって半数ずつ順番を入れ替えた．教師評定の感

情表出性と子ども評定の尺度を対にする必要があるため，

どちらの質問紙も出席番号の記入を依頼した．

�．倫理的配慮

学校長およびクラス担任に研究目的，方法等を説明し

た．調査日は，時間割の都合等でクラス担任および児童

に負担の少ない時を選択してもらった．データ処理時も

匿名化するため学校および個人の特定は出来ないことを

説明した．以上の内容の理解を得て，研究参加の同意を

得た．

児童への調査は，クラス担任が説明して行った．その

際児童への配慮として，調査に参加したくない者は白紙

で提出してもよいこと，答えたくないあるいは分からな

い質問にも答えなくてよいこと，成績にも関係ないこと

を説明してもらった．上記の項目は質問紙の表紙にも記

載した．

�．結 果

１．各変数の性と学年の主効果と交互作用

各変数の平均得点と，性（男女）と学年（４，５，６

年）の２要因分散分析の結果をTable１に示す．２要因

分散分析の結果，性の主効果が無気力についてみられ，

男子よりも女子の方が得点が高かった．また，学年の主

Table１ 男女別，学年別にみた各変数の平均得点（標準偏差）

学年 主効果† 交互

作用†４年生 ５年生 ６年生 性 学年

感 情 表 出 性 男子 ６７．９２（１１．７９） ７０．８４（１２．７６） ６１．４９（２０．６８） ２．５９ ７．４４＊ ．２１
女子 ６４．４８（１０．９５） ６７．０６（１５．０９） ６０．３０（１７．８３）
全体 ６６．２０（１１．４５） ６９．１０（１３．９４） ６０．９１（１９．２４）

正 感 情 易 感 性 男子 ３９．８３（１３．０３） ３９．４１（１２．１２） ４０．５７（１１．８９） ．１９ ．００ ．３１
女子 ４０．６０（８．２８） ４１．１２（１０．３６） ３９．８１（１１．２１）
全体 ４０．２２（１０．８７） ４０．１９（１１．３２） ４０．２０（１１．５１）

負 感 情 易 感 性 男子 ２７．３５（１０．８０） ２６．７４（８．８０） ２５．０８（８．２３） １．０４ ．８１ ．１１
女子 ２８．１３（８．９７） ２７．４６（１１．１５） ２６．９４（８．８４）
全体 ２７．７４（９．８８） ２７．０７（９．９１） ２５．９９（８．５４）

身 体 的 反 応 男子 ８．９４（３．６９） ８．８０（４．２０） ８．５１（３．３５） ．１５ １．２０ ．５６
女子 ８．５４（３．３８） ９．２５（３．８３） ７．９８（３．２３）
全体 ８．７４（３．５２） ９．０１（４．０２） ８．２５（３．２８）

抑うつ・不安感情 男子 ８．３５（３．４８） ８．０２（３．６７） ７．１０（２．８０） ．４１ ３．６７＊ ．０１
女子 ８．６５（３．３６） ８．１７（３．４５） ７．３８（２．７５）
全体 ８．５０（３．４１） ８．０９（３．５６） ７．２４（２．７６）

不機嫌・怒り感情 男子 ９．１３（４．２１） ９．１８（３．７９） ８．７３（３．５５） １．９５ ．８６ ．５８
女子 ７．９０（３．２０） ９．０２（３．９９） ８．３４（３．３２）
全体 ８．５１（３．７７） ９．１１（３．８６） ８．５４（３．４３）

無 気 力 男子 １０．００（４．０５） ８．７０（３．４７） ８．８０（３．９９） ４．２６＊ ３．１５＊ ．５５
女子 ８．９０（３．１８） ８．４６（３．０３） ７．７０（２．６１）
全体 ９．４５（３．６７） ８．５９（３．２６） ８．２６（３．４１）

学校生活享受感情 男子 ３４．７３（５．８６） ３３．９５（６．７３） ３６．０４（６．６２） １．５５ ．５６ １．３４
女子 ３５．３１（５．７９） ３６．３３（５．２５） ３５．７０（６．１６）
全体 ３５．０２（５．８０） ３５．０４（６．１８） ３５．８８（６．３７）

N＝（４年生：男子４８名，女子４８名，５年生：男子６１名，女子５２名，６年生：男子４９名，女子４７名）
＊＊p＜．０１，＊p＜．０５ †F値

多重比較の結果（TukeyのHSD法による）

感情表出性：４，５年＞６年

抑うつ・不安感情：４年＞６年

無気力：４年＞６年，男子＞女子
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効果がみられた感情表出性，抑うつ・不安感情，無気力

については，TukeyのHSD検定によって多重比較を

行った．その結果，感情表出性は４，５年生よりも６年

生が有意に低く（t＝５．２９，p＜．０５），学年進行に伴って

感情表出性が低くなっていた．抑うつ・不安感情は，４

年生と６年生の間に有意差があった（t＝１．２６，p＜．０５）．

無気力も４年生と６年生の間に有意差があった（t＝１．１９，

p＜．０５）．交互作用はいずれにもみられなかった．

２．感情表出性と各変数との相関

次に，感情表出性と各変数の関連をみるため，ピアソ

ンの相関係数を算出した（Table２）．男女ともに，感情

表出性と正負感情易感性に正の有意な相関がみられた（r

＝．２２，．３３，p＜．０１）．学年別・性別でみると，感情表

出性と正感情易感性に有意な中程度の相関がみられたの

は４年生の女子（r＝．５３，p＜．０１）と６年生の男子に

おいて（r＝．４１，p＜．０１）．５年生の女子においても有

意な相関がみられた（r＝．２９，p＜．０５）．

６年生の男子において，感情表出性と有意な相関がみ

られた項目は，身体的反応（r＝－．２１，p＜．０５），抑う

つ・不安感情（r＝－．３１，p＜．０５），不機嫌・怒り感情

（r＝－．３２，p＜．０５），無気力（r＝－．３５，p＜．０５）で

あった．

３．感情表出性が各変数に及ぼす影響

感情表出性が各変数に及ぼす影響を検討するため，感

情表出性，正感情易感性，負感情易感性を説明変数，各

健康・適応変数を目的変数として，学年別に２ステップ

から構成される階層的重回帰分析を行った．男女別にも

分析を行ったが，性差はみられなかったため，学年別の

結果のみを提示することとした（Table３）．投入方法と

しては，第１ステップで，感情表出性と正感情易感性お

よび負感情易感性を，第２ステップで感情表出性と正感

情易感性の交互作用，感情表出性と負感情易感性の交互

作用，正感情易感性と負感情易感性の交互作用を投入し

た．なお，これらの説明変数はAiken２１）らにならい，多

重共線性を回避するために，説明変数の測定値はすべて

各平均値からの偏差に変換した．なお，各回帰係数の値

は第２ステップでの値を示し，重決定係数については，

各ステップでの値を示している．

その結果，身体的反応，抑うつ・不安感情，不機嫌・

怒り感情，無気力において全学年で正感情易感性が負，

負感情易感性が正の有意な係数を示した．感情表出性は

４・５年生で身体的反応，５年生で不機嫌・怒り感情と

有意な正の係数が示され，学校生活享受感情において，

５年生で有意な負の係数が示された．この結果は，正感

情易感性が高いほどストレス反応を低減させ，負感情易

感性が高いほどストレス反応を高めるが，感情表出性は

高くなるとともに悪化するストレス反応もあるというこ

とを示している．

また，４年生のみ，無気力に関して，感情表出性と負

感情易感性の交互作用の重決定係数の増分に有意な値が

示された（Figure１）．また，Figure１における有意な

交互作用の効果は，Aikenらにより提起された手続きを

用いており，無気力の予測値は，感情表出性と負感情易

感性が平均値から±１SDの値の場合についてグラフ化

した．各線分の傾きの有意性を検定するためにtテスト

を行ったが，有意な線分は認められなかった．負感情易

感性が高い場合は感情表出性が高くなる程無気力は低減，

負感情易感性が低い場合は感情表出性が高くなる程無気

力が高まることが示唆された．

さらに，６年生において，学校生活享受感情に及ぼす

正感情易感性と負感情易感性の交互作用の重決定係数の

増分に有意な値が示された（Figure２）．手続きはFig-

ure１と同様である．線分の傾きは，負感情易感性が高

い場合のみ有意であり（t＝６．０６，p＜．０１），負感情易感

性が高い場合，正感情易感性が高まるほど学校生活享受

感情が高まることが示された．負感情易感性が低い場合

は，線分の傾きは有意ではなかったが，正感情易感性が

高まると学校生活享受感情も低下する傾向にあることが

Table２ 感情表出性と各変数の相関係数

４年生 ５年生 ６年生 全体

正 感 情 易 感 性 男子 ．１５ ．１１ ．４１＊＊ ．２２＊＊

女子 ．５３＊＊ ．２９＊ ．２８ ．３３＊＊

負 感 情 易 感 性 男子 ．１１ －．０２ ．２２ ．１２
女子 ．０７ ．１０ ．１５ ．１１

身 体 的 反 応 男子 ．２１ ．１６ －．２１＊ ．０４
女子 －．０１ ．１２ ．０２ ．０８

抑うつ・不安感情 男子 ．１１ ．０７ －．３１＊ －．０３
女子 －．０２ －．０２ ．１１ ．０４

不機嫌・怒り感情 男子 ．０８ ．１９ －．３２＊ －．０３
女子 －．１１ ．１６ －．０１ ．０５

無 気 力 男子 ．０７ ．１２ －．３５＊ －．０９
女子 －．２２ －．０３ ．０２ －．０４

学校生活享受感情 男子 ．１３ －．１３ ．３１ ．０８
女子 ．２５ ．０４ ．０８ ．１１

＊＊p＜．０１，＊p＜．０５
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Table３ 感情表出性，正感情易感性，負感情易感性を説明変数，健康・適応変数を目的変数とした階層的重回帰分析

目 的 変 数 Step 説明変数
全体（N＝３０５） ４年生（N＝９６） ５年生（N＝１１３） ６年生（N＝９６）

βａ） �R２ βａ） �R２ βａ） �R２ βａ） �R２

身 体 的 反 応 １ ．２４＊＊ ．２３＊＊ ．２８＊＊ ．２２＊＊

EES ．１２＊ ．２２＊ ．１８＊ －．０１
PA －．４０＊＊ －．４１＊＊ －．３８＊＊ －．５３＊＊

NA ．３５＊＊ ．３３＊＊ ．４２＊＊ ．３６＊＊

２ ．００＊＊ ．００ ．０３ ．０２
EES*SPA －．１３ ．０６ ．０２ －．０８
EES*SNA ．０１ －．０１ －．３６ ．０６
SPA*SNA ．０４ ．００ １．９４ －．１５

抑うつ・不安感情 １ ．４１＊＊ ．４０＊＊ ．５０＊＊ ．３３＊＊

EES ．０４ ．０４ ．０８ －．０８
SPA －．４１＊＊ －．２６＊＊ －．４８＊＊ －．４７＊＊

SNA ．６０＊＊ ．６２＊＊ ．６２＊＊ ．５６＊＊

２ ．００ －．０８ ．０１ ．００ ．０４
EES*SPA －．０１ －．０５ ．０３ ．０８
EES*SNA ．００ －．０４ ．０１ －．０１
SPA*SNA －．０５ ．０４ －．２１＊

不機嫌・怒り感情 １ ．３２＊＊ ．３３＊＊ ．４６＊＊ ．２３＊＊

EES ．０９ ．１７ ．２５＊＊ －．１０
SPA －．５０＊＊ －．５２＊＊ －．５１＊＊ －．５４＊＊

SNA ．４３＊＊ ．４３＊＊ ．５５＊＊ ．３２＊＊

２ ．００ ．０２ ．０１ ．０３
EES*SPA ．００ ．１０ ．０２ －．０４
EES*SNA －．０２ －．０２ －．０７ －．０５
SPA*SNA －．０６ －．１２ ．０７ －．１９

無 気 力 １ ．３５＊＊ ．２８＊＊ ．４５＊＊ ．３４＊＊

EES ．０６ ．０６ ．１５ －．０６
SPA －．５８＊＊ －．４７＊＊ －．６４＊＊ －．６５＊＊

SNA ．３１＊＊ ．３６＊＊ ．３２＊＊ ．２８＊＊

２ ．０１ ．０８＊ ．００ ．０３
EES*SPA ．０１ －．０７ －．０１ ．０６
EES*SNA －．０７ －．２７＊＊ ．０５ －．０３
SPA*SNA ．００ ．１３ ．０３ －．１９

学校生活享受感情 １ ．３７＊＊ ．２７＊＊ ．４１＊＊ ．４７＊＊

EES －．０８ ．０３ －．１９＊＊ －．０３
SPA ．６７＊＊ ．５４＊＊ ．６６＊＊ ．８８＊＊

SNA －．０８ －．１３ －．１３ －．０９
２ ．０２ ．０３ ．００ ．１０＊＊

EES*SPA －．０３ －．０２ ．００ ．０５
EES*SNA ．０３ ．１５ ．０５ －．１０
SPA*SNA ．１３＊＊ ．０９ ．０２ ．３７＊＊

＊＊p＜．０１，＊p＜．０５
ａ）最終ステップにおける標準編回帰係数
EES＝感情表出性（Emotion Expressivity），SPA＝正感情易感性（Sensitivity to Positive Affect），SNA＝負感情易感性（Sen-
sitivity to Negative Affect）

Figure１ 無気力に及ぼす感情表出性・負感情易感性

の交互作用の効果（４年生）

Figure２ 学校生活享受感情に及ぼす正感情易感性・

負感情易感性の交互作用の効果（６年生）
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示唆された．

�．考 察

本研究では，日本の小学校４～６年生を対象として，

正負感情易感性と感情表出性が心身のストレス反応や学

校適応に及ぼす影響を検討した．以後それぞれの側面か

ら考察をすすめる．

１．各変数得点の学年ごとの差について

まず感情表出性得点についてであるが，４，５年生に

比較して６年生は感情表出性得点が有意に低下しており，

感情表出性が低くなっていた．これは，成長とともに感

情表出をコントロールする能力が発達し，それがそのま

ま性格特性としての感情表出性の差異につながった，と

推測することができる．小学校４～６年生の，抽象的思

考や客観的思考，自分の認識活動について客観視できる

能力の発達１６）に伴い，自己の感情や表出の状態を客観的

に認識し，周囲の反応や状況に応じてコントロールする

ことにより，性格特性として形成されたと考えることが

できる．

その一方で，本尺度が教師による他者評価であること

から，本当に発達に伴って感情表出性が低下したのでは

なく，見た目の感情表出性を捉えているに過ぎない可能

性も考えられる．子どもの様子を教師が目にできるのは，

主に授業やクラス活動，学校行事などの場面であり，状

況的に感情のコントロールをしつつ行動することが求め

られる場合が多い．子どもが，感情のコントロールを求

められていることを理解して行動していれば，個人の特

性としての感情表出性は低下していなくても，教師が評

定する，見た目の感情表出性得点が減少するということ

が起こりうる．そして，そのような感情のコントロール

が求められている状況であるかどうかという判断やそれ

に基づいた行動は，年齢が高くなるにつれて適切に行わ

れるようになるからである．

またストレス反応，学校生活享受感情について，本対

象者は，先行研究と比較し，ストレス反応はやや点数が

低く１９），学校生活享受感情は点数が高い２０）．ストレスが

少なく学校生活を楽しんでいる健康レベルの比較的高い

集団であると評価することができる．特に６年生にその

傾向がみられる．感情表出性得点の６年生での低下も含

め，本対象者の特徴かもしれず，今後も対象者を増やし

て傾向を確認していく必要があるだろう．そして，感情

表出性に関しては他者評定尺度だけでなく，自記式の尺

度の作成，縦断的研究などを行い，様々に分析すること

によって明確にしていく必要があるだろう．

２．正負感情易感性と感情表出性が心身のストレス反応

や学校適応に及ぼす主効果と交互作用の結果の解釈

階層的重回帰分析の結果から，主効果として，感情表

出性の高さは身体的ストレス反応や不機嫌・怒り感情を

高める可能性が示唆された．これは欧米での，表出性の

極端な個人は社会的に不利におかれ１４），自らの感情を隠

すのに苦労した表出性の強い子どもたちは，問題を外在

化する傾向がある２２）という結果と同様の傾向が示された

ものといえる．

また，感情表出性と正負感情易感性の交互作用が，本

研究で初めて認められた．負感情易感性が高い群は，さ

らに感情表出が高くなると，無気力の低減につながる可

能性も示唆された．これは，日常の様子から，その子ど

もがポジティブに物事を受け止めやすい性質か，ネガ

ティブに物事を受け止めやすい性質かということを見極

め，ネガティブに物事を受け止めやすい性質の子どもに

は，感情表出を促す関わりができれば，無気力の低減な

ど健康障害を予防することができる可能性がある，とい

うことが考えられる．

正感情は他者に受容されやすいため，表出しやすいが，

負感情は表出の方法などに若干の配慮などが必要になっ

てくる２３）．子どもは，まず親とのやり取りの中で，正感

情であるか負感情であるかに関係なく，表出した感情を

親によって受け止められ，鏡のように映し出されて内在

化できる２４）．そして徐々にどのように表出すればよいか

を学んでいく２４）．このように子どもの感情表出において，

家庭は重要な役割を担っているが，濱田２４）は，最近は親

の感じる力が損なわれ，子どもの気持ちを理解すること

が困難なのではないかと述べている．また，負感情は親

自身が感じたくないと思っているため，子どもの感情表

出をうまくさせていない可能性があるとも指摘してい

る２４）．

そして，小学校中学年以降の子どもにとって友人関係

は，非常に重要な位置を占めるものである．仲間同士の

関係性は閉鎖性・凝集性が高く，相手への依存度が高

い１６）．友情に関する発達段階でいうと，自分の都合のよ

い時だけ友情が相互的なものとみなされ，自分に不都合

が生じると安易に関係が解消する段階から，信頼の絆で

結ばれているが，排他的で独占欲が強い段階へと変化す

る時期である２５）．この，「自分にとっての不都合」の中

には，負感情も含まれる２５）．負感情を表出することで友

人関係が破綻するのを見たり経験したりする中で，友人

に嫌われたくないために，自分の負感情を表出できずに

我慢し続ける子どもがいることが推測できる．特にネガ

ティブに物事を受け止めやすい子どもは，我慢をする機

会も多いと考えられるため，このような子どもへの介入

は重要であるだろう．

また，もう一つの交互作用結果として，負感情易感性

が高い子どもは，正感情易感性が高まると学校生活が楽

しく過ごせ，負感情易感性が低い子どもは，正感情易感

性が高まると学校生活の楽しさが減少する傾向がある，

という結果も得られた．一般的に，正感情の高まりとと

もに学校生活の楽しさが増えると考えがちであるが，必

ずしもそうでない可能性も示唆された．

３．教育的介入への示唆

いずれにしても，教育的介入を考える際には，単に感

４０９三浦ほか：児童期の健康・適応に及ぼす正負感情易感性と感情表出性の影響



情表出性の高さだけに着目するのではなく，ネガティブ

に物事を捉えやすい子どもたちに対して，負感情易感性

の高さや負感情の表出の程度などを考慮に入れ，感情表

出を高めたり正感情易感性を高める必要があることが本

研究の結果から考えられた．「キレる」子どもは，親や

教師などの大人が見てくれない，見ようとしない感情を，

なかったこととして解離させ，そのため自分の感情を自

分で認識できなくなり，自己の感情コントロールが難し

くなるのである３）．そのように，子どもの心の中で解離

が起こる前に，負感情や負感情を感じた経験を自分で認

識し，言語化できるようになる訓練が必要であろう．そ

して，言語化できるようになったら，自己の感情の相手

への伝え方の訓練や正感情を高めたりする，アサーショ

ンや様々な認知行動療法などを行うのがよいのではない

だろうか．

４．本研究の限界と今後の展望

最後に，本研究の限界と感情表出性の研究の今後の展

望について述べる．今回は教師評定によって感情表出性

を測定したものであり，児童が自身の感情表出性につい

てどう捉えているかは確認できていない．したがって，

感情表出の程度について，子ども自身の捉え方とずれが

ある可能性がある．つまり，本人は感情表出していない

つもりでも，過度な感情表出をしていると教師が評定を

したり，あるいはその逆のパターンなど，ずれがある場

合が考えられる．また，先述したように，本来の感情表

出性は変化していなくても，感情をコントロールして行

動している様子から，見た目上感情表出性が減少したよ

うに測定されてしまう場合もあり得る．教師の価値観に

よっても，評価される子どもの感情表出性は影響される

だろう．これは教師評定による測定の限界である．しか

し，感情表出は，本人にも他者にも影響を及ぼすもので

あるため，他者評価に基づいた健康・適応との関連に関

する研究は重要である．このような限界があることを十

分念頭に入れた上での分析・考察が重要である．

一方，児童が自身の感情表出性についてどう捉えてい

るか，自己評定も今後行っていく必要がある．個人の健

康という視点で考えた時，まずは自分が十分感情を表現

できているかどうかの認識が重要であると考えるからで

ある．現在では，子どもの感情表出性を自己評定する尺

度は作成されていない．今後作成をして，研究を重ねて

いきたいと考える．

そしてその後，自己評定と他者評定の結果をうまく関

連させることができ，他者からみて自分の感情表出はど

の程度なのか，どれくらい表現すれば他者に適切に伝わ

るのかを，児童自身が意識することができれば，自分を

第三者の立場から考えられるようになる，視点取得能力

の獲得にも役立つと考える．この視点取得能力は対人関

係形成において重要な能力であり，小学校中学年から中

学生にかけて獲得していく必要のある能力である．この

ような調査や介入をきっかけに，自分の感情表出を客観

視できる機会になるとよいと考える．

次に，結果でも述べたように本研究の対象者は，健

康・適応要因としてのストレス反応が先行研究と比較し

て低く，学校生活享受感情が高い，より健康度が高い集

団といえる．そのため，本研究で得られた結果は，今回

の対象者に限定された結果である可能性もある．今後も

対象者を増やして調査を続け，確認をしていきたい．

また，本研究は横断研究であり，正負感情易感性・感

情表出性と健康との関連は一部明らかににできたが，因

果関係を推定することは難しい．縦断研究などを行って

いくことでさらに正しく感情表出性の発達的変化や健

康・適応要因との因果関係を明らかにして，より適切な

介入方法を検討する必要があるだろう．

�．結 論

小学校４～６年生を対象に，正負感情易感性・感情表

出性と健康・適応要因との関連を検討した．学年別に階

層的重回帰分析を行った結果，感情表出性の高さは身体

的反応，不機嫌・怒り感情の高さ，学校生活享受感情の

低さと関連していた．また負感情易感性が高い時には感

情表出性の高さは無気力を低減すること，負感情易感性

が高い時は，正感情易感性が高まると学校生活享受感情

が高まり，負感情易感性が低い時は，正感情易感性が高

まると学校生活享受感情が減少するという結果も得られ

た．以上の結果から，負感情易感性が高い場合に，感情

表出性を高め，正感情易感性を高める介入が，健康・適

応状態を促進する効果がある可能性が示唆された．
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�．はじめに

摂食障害は，食行動異常を主症状とした原因不明の難

治性疾患である．この疾患はヨーロッパにおいては１９世

紀末頃より報告されたが１），１９８０年に米国精神医学会が

作成したDSM―�においてその診断基準が明確に提示さ

れた．その後，DSM―�の診断基準において，神経性食

思不振症と神経性過食症に区分され，二つの下位診断が

含まれるようになった．

摂食障害の有病率の高い国はイギリスとアメリカであ

り，アジアでは日本での報告例が最も多く，その臨床像

は欧米の症例と異ならない２）．DSM―�―Rによると，好

発年齢は１４～１８歳で，神経性食思不振症は思春期の少女

の０．５～１％に発症すると推定され，男性より女性に１０

～２０倍起こりやすいとされている３）４）．

２００１年に中井らは全国の摂食障害の治療施設によるア

ンケート調査から５），１９９３年の調査時に比して摂食障害

が増加していると推定している．切池らは６），１９６０年か

ら１９９５年までの１０年ごとの６～２４歳までのBMIの変化の

検討から，現代の女性の体型が細くなっていることを指

摘している．児童生徒の痩身傾向児の出現率は男女とも

に増加していて７），児童生徒の健康状態サーベイランス

によれば８），中高校生女子の８０～９０％は痩身願望を抱い

ていることが明らかになっており，このような傾向が，

現代の児童生徒の摂食障害患者増加の一要因を形成して

いるものと考えられている．

北村は９），公立高校の養護教諭に対する質問紙調査か

ら，高校生の摂食障害の出現頻度，発見経緯および学校

教育上の支障について明らかにし，養護教諭が学校内に

おいて摂食障害生徒の治療と教育的配慮をするキーパー

ソンであることを報告している．文部科学省は，２００９年

にメンタルヘルスを中心とした子どもの健康観察の方法

と問題への対応の手引書を示し１０），その中で神経性食思

不振症の具体例を取り上げており，教育現場でも関係者

は摂食障害に関する情報を知っておくことが必要不可欠

になっている．

摂食障害はその疾病の特性から，早期治療に結びつか

ず，病状が進行してから治療が開始されることが多い．

ことに，神経性食思不振症は深刻な身体合併症を生じ，

どの精神疾患よりも高い死亡率を示し，標準化死亡率に

換算して一般人口の１０倍に上る疾患である１１）．致死率の

高さ，重篤度から，摂食障害の生徒の早期発見とその対

応は，極めて重要な問題といえる．

渡辺らの思春期やせ症ガイドラインには１２），学校にお

高校生の摂食障害３３事例の実態
―神経性食思不振症の二次予防に関する検討―

海老澤 恭 子

茨城県立友部高等学校
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ける予防と早期発見について示しているが，一方ではス

クリーニングによって引き起こされた生徒の神経質な反

応にあい，一次予防の難しさについて言及している１３）．

学校では現在のところ，神経性食思不振症に気づき，重

篤な障害に発展しないよう対応する二次予防が一般的で

ある．しかしながら，直接，身体管理にかかわり責任を

負う養護教諭に対し，具体的な保健指導や健康相談に関

した方策は示されていない．

本研究においては，養護教諭が１２年間にかかわった摂

食障害事例の実態を明らかにし，神経性食思不振症の二

次予防に関する具体的方策を検討することを目的とした．

本研究の成果は，学校保健領域における摂食障害の対応

について専門的知識が共有され，教育現場と医療機関を

つなぐ専門職としての養護教諭の活動に資するといえる．

�．研究方法

１．対 象

研究対象は，公立高等学校における平成９年度から２０

年度の１２年間に養護教諭がかかわった摂食障害の事例で

ある．対象校は地方小都市に立地し，在籍生徒は約

１，０００名（男女比３：２）の大規模校で，生徒全員が大

学進学を目指す進学校である．学校医は内科，精神科，

眼科が配置されており，養護教諭の複数配置はなくス

クールカウンセラーの配置もなかった．活動開始時の養

護教諭は経験年数１１年で，活動開始時から１２年間，養護

教諭の異動はなく同一者であった．

摂食障害に関する研究は，女性を対象にすることが多

く，男性については少数であるが，近年，男子高校生の

出現頻度は高くなっている傾向にあり１４），今後，男子事

例の増加が予想されるため，本研究では両性の事例を対

象とした．

２．方 法

養護教諭記載の「健康相談記録」と「保健日誌」をも

とに，摂食障害事例を調べた．摂食障害事例は，内科な

らびに精神科学校医の指導のもとで，DSM―�に基づい

て分類した．

各事例について，性別，把握した学年，把握の経緯，

運動競技，受診状況，通院歴と入院歴および家族歴を含

む臨床背景，最重度と思われたときの現症（身体症状，

精神症状，摂食関連症状，身長，体重，体温，血圧および

脈拍数），平常体重時から体重減少の極期までの月数に

ついて調査した．やせの判定は，Body Mass Index

（BMI）を適用した１５）．身体症状のうち低体温を３６℃未

満，低血圧を収縮期血圧９０mmHg以下，徐脈を６０回／分

未満とした．神経性食思不振症事例は，体重減少の状況

と身体症状の関連を検討するため，中学時発症を除いた

事例について，体重が半年以内に１０kg以上減少した事

例をａ群，それ以外の事例をｂ群とした．

得られた調査内容は，データベースシステム桐ver.９

で管理した．統計処理はSPSS ver.１５J For Windowsを

用いた．群間の有意差の検討は，一元配置分散分析法

Kruskal-Wallis検定，Fisherの正確確率検定あるいは２

標本ｔ検定を用い，有意差が認められた場合，多重比較

検定はScheffeのＦ検定を用いた．ｐ＜０．０１を有意差あ

りとした．さらに，ａ群，ｂ群の体温と脈拍数の分布の

様相を箱ひげ図で示し，探索的データ観察をした．

３．倫理的配慮

学校長に研究計画書を提出し，研究内容を複数の管理

職によって検討した結果，学校保健の発展に資するもの

であると判断され，文書によって研究の同意を得た．事

例から得られた情報は統計的に扱い，個人が特定されな

いよう配慮した．

�．結 果

１．摂食障害事例の概要

摂食障害（以下ED）の事例は３３例であった（表１）．

男子３例，女子３０例で性比は男：女＝１：１０であった．

神経性食思不振症（以下AN）２０例，神経性過食症（以

下BN）６例，特定不能の摂食障害（以下EDNOS）７例

であった．AN下位分類において制限型（以下ANR）１５

例，むちゃ食い／排出型（ANBP）５例であった．BN

は６例中５例が中学時にANを発症し，高校生でBNに移

行した事例が含まれていた．BN下位分類において排出

型（BNP）４例，非排出型（BNNP）２例であった．把

握した学年は，１年時７例，２年時１８例，３年時８例で

あった．スポーツとの関連では，２例が中長距離競走，

各１例がフィギアスケートおよびクラシックバレエの競

技活動をしており，女子のAN事例から見出された．

２．把握した経緯

表２に把握した経緯を示した．生徒の発意による健康

相談によって養護教諭に捉えられたものが２０例（６０．６％）

表１ 性別・病型別事例数

AN BN EDNOS 事例数（％）

男 子 ２ ０ １ ３（ ９．１）

女 子 １８ ６ ６ ３０（９０．９）

事例数（％）２０（６０．６） ６（１８．２） ７（２１．２） ３３（１００）

AN：神経性食思不振症

BN：神経性過食症

EDNOS：特定不能の摂食障害

表２ 把握した経緯

AN BN EDNOS 事例数（％）

健 康 相 談 １１ ５ ４ ２０（６０．６）

保 護 者 ３ ０ ２ ５（１５．２）

HR 担 任 ２ １ １ ４（１２．１）

健 康 診 断 ２ ０ ０ ２（ ６．１）

保 健 調 査 ２ ０ ０ ２（ ６．１）

事例数（％）２０（６０．６） ６（１８．２） ７（２１．２） ３３（１００）

略語は表１を参照のこと
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と最も多く，特にBNの６例中５例は健康相談によるも

のだった．次いで保護者からの相談，ホームルーム担任

（HR担任）によって把握されていた．健康診断の項目

は，身体計測と心電図検査で，保健調査は保護者が記載

した既往歴によって把握されていた．

３．受診状況

表３に受診状況について示した．内科受診が２２例

（６６．７％）と最も多く，一つの診療科のみの外来通院は

４例で，２８例が複数の診療科を受診しており，最多で六

つの診療科を受診していた．入院は５例であった．受診

拒否はAN男子の１例で，内科学校医の健康相談を定期

的かつ継続的に保健室で実施した．

４．摂食障害の主症状

表４に病型別にみた臨床背景と身体症状を示した．

BMI平均と月経異常については女子のみを示した．摂食

障害の家族歴は２例あり，いずれも一卵性双生児の同胞

に発症していた．通院歴のある事例はいずれも中学時発

症で，そのうちのAN２例は下位分類のANRであった．

入院歴はANとBNに１例ずつあった．女子のBMI平均は，

ANが他群に比して有意に低かった（ｐ＜０．００１）．月経

異常はBNにおいても２例見られ，便秘はすべての病型

で高い出現率であった．四肢冷感（ｐ＜０．００１），徐脈（ｐ

＜０．０１），柑皮症（ｐ＜０．０１），毛髪脱落（ｐ＜０．００１）

はANに多かった．歯，歯肉異常（ｐ＜０．０１），吐きだ

こ（ｐ＜０．０１）はBNに多かった．

表５に摂食関連症状と精神症状を病型別に示した．不

食，節食（ｐ＜０．０１）はANとEDNOSに多かった．む

ちゃ食い（ｐ＜０．０１）はBNに多かった．すべての病型

で強迫傾向，対人関係不良，抑うつ感が高い出現率で

あった．活動性の亢進（ｐ＜０．０１）はANに多く見られ

た．ここでの対人関係不良とは，友人関係および家族関

係が不安定な状態をさしている．

５．神経性食思不振症の体重減少状況と身体症状の関連

AN事例のうち中学時発症の２例を除いた１８例につい

て，受診状況，身体所見，身体症状を示した．ａ群，ｂ

群はそれぞれ９例であった．群間によるBMIの差はみら

れなかったが，ａ群の体重減少勾配はｂ群に比して有意

に大きかった（ｐ＜０．００１）．ａ群の低体温（ｐ＜０．０１），

徐脈（ｐ＜０．０１），柑皮症（ｐ＜０．００１），毛髪脱落（ｐ

＜０．０１），産毛密生（ｐ＜０．０１）は，ｂ群に比して有意

に多かった．

図１と図２に，ａ群，ｂ群の体温と脈拍数のデータの

分布を示した．体温のａ群の中央値は３５．０，ｂ群は３６．０

であった．脈拍数のａ群の中央値は４４，ｂ群は６０であっ

た．

表３ 受診状況

AN BN EDNOS 事例数（％）

外

来

通

院

内 科 １４ ２ ６ ２２（６６．７）

婦 人 科 １２ ２ ４ １８（５４．５）

精 神 科 ９ ５ ４ １８（５４．５）

心 療 内 科 ７ ４ １ １２（３６．４）

歯 科 １ ２ ０ ３（９．１）

小 児 科 ２ ０ ０ ２（６．１）

形 成 外 科 １ １ ０ ２（６．１）

耳鼻咽喉科 ０ ２ ０ ２（６．１）

整 形 外 科 １ ０ ０ １（３．０）

入 院 ５ ０ ０ ５（１５．２）

受 診 拒 否 １ ０ ０ １（３．０）

略語は表１を参照のこと

表４ 病型別にみた臨床背景と身体症状

事例数（％）
AN BN EDNOS

２０（１００） ６（１００） ７（１００）

摂食障害の家族歴 １（ ５．０） １（１６．７） ０

通 院 歴 ２（１０．０） ５（８３．３） ０

入 院 歴 １（ ５．０） １（１６．７） ０

BMI平均：女子＊＊ １５．０ ２２．５ １８．３

月経異常：女子 １８（１００．０） ２（３３．３） ４（６６．７）

便 秘 １９（９５．０） ６（１００．０） ６（８５．７）

四 肢 冷 感＊＊ １８（９０．０） １（１６．７） ２（２８．６）

低 体 温 １５（７５．０） １（１６．７） ４（５７．１）

低 血 圧 １５（７５．０） ２（３３．３） ４（５７．１）

徐 脈＊ １５（７５．０） ０ ２（２８．６）

柑 皮 症＊ １１（５５．０） ０ ０

毛 髪 脱 落＊＊ １５（７５．０） ０ ０

産 毛 密 生 ６（３０．０） ０ ０

唾 液 腺 腫 脹 ３（１５．０） ２（３３．３） １（１４．３）

歯 ， 歯 肉 異 常＊ １（ ５．０） ４（６６．７） ０

吐 き だ こ＊ ２（１０．０） ５（８３．３） １（１４．３）

＊＊ｐ＜０．００１，＊ｐ＜０．０１

略語は表１を参照のこと

表５ 摂食関連症状と精神症状

事例数（％）
AN BN EDNOS

２０（１００） ６（１００） ７（１００）

不 食 ， 節 食＊ ２０（１００．０） ３（５０．０） ７（１００．０）

む ち ゃ 食 い＊ ５（２５．０） ６（１００．０） １（１４．３）

嘔 吐 ５（２５．０） ４（６６．７） ４（５７．１）

下 剤 乱 用 ４（２０．０） ３（５０．０） １（１４．３）

やせ希求，肥満恐怖 １７（８５．０） ５（８３．３） ３（４２．９）

強 迫 傾 向 １９（９５．０） ５（８３．３） ５（７１．４）

対 人 関 係 不 良 １８（９０．０） ６（１００．０） ４（５７．１）

抑 う つ 感 １４（７０．０） ６（１００．０） ５（７１．４）

自 殺 念 慮 ６（３０．０） ４（６６．７） ３（４２．９）

自 傷 ３（１５．０） ３（５０．０） ０

活 動 性 の 亢 進＊ １４（７０．０） ０ ２（２８．６）

＊＊ｐ＜０．００１，＊ｐ＜０．０１

略語は表１を参照のこと
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�．考 察

１２年間で３３例のED事例が抽出された．EDは，進学校

に通う生徒に多くみられる傾向にあることは臨床例報告

や実態調査から明らかになっている１）９）１６）．一般的に男子

より女子に多く，日本での有病率は明らかにされていな

いが，本研究で得られた性比は欧米の疫学調査と合致し

ていた４）．先行研究によれば，発症年齢，病前性格，発

症状況，臨床症状等は，性差はないことが指摘されてお

り１７）１８），本研究においても，男子事例は少ないが表６に

見るように身体所見，身体症状は女子と同様であった．

しかし，男性は女性特有とされる障害に罹っていること

群は表６を参照のこと

図１ ２群の体温分布

群は表６を参照のこと

図２ ２群の脈拍数分布

表６ 神経性食思不振症事例の受診状況，身体所見，身体症状

群 性別 医療 身長 体重 BMI
減少

（kg）

期間

（月）

体 重＊＊

減少勾配
低体温＊ 低血圧 徐脈＊ 柑皮症＊＊ 毛髪脱落＊ 産毛密生＊

女子 入院 １５７．７ ２９ １１．７ １５ ６ ２．５ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １５２．５ ３０．７ １３．２ １４．３ ６ ２．４ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １５０．２ ３０ １３．３ １４ ６ ２．３ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 入院 １５１．７ ３２ １３．９ １０．５ ５ ２．１ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

ａ 女子 入院 １６４．６ ３９ １４．４ １０．３ ６ １．７ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 入院 １５０．５ ３４ １５ １４ ４ ３．５ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １５３．８ ３８ １６．１ １１．１ ４ ２．８ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

男子 入院 １６２．６ ４４．１ １６．７ １０ ４ ２．５ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １５１．８ ４０ １７．４ １０ ３ ３．３ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １５６．９ ３６ １４．６ ４．５ ９ ０．５ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １７０ ４３ １４．９ ２．７ ４ ０．７ ＋ ＋

女子 外来 １５１．４ ３５．８ １５．６ ８．２ ５ １．６ ＋ ＋

女子 外来 １６６ ４４ １６ ９ １２ ０．８ ＋

ｂ 女子 外来 １６０．５ ４２ １６．３ ４．５ ８ ０．６ ＋ ＋ ＋ ＋

男子 拒否 １７１．９ ４８．５ １６．４ １０．５ １２ ０．９ ＋ ＋

女子 外来 １５５ ４０ １６．６ ５ ６ ０．８ ＋

女子 外来 １６０．２ ４３ １６．８ ７ ７ １．０ ＋ ＋ ＋ ＋

女子 外来 １５１．３ ３８．５ １６．８ ３ ８ ０．４

＊＊ｐ＜０．００１，＊ｐ＜０．０１

ａ群：体重が半年以内に１０kg以上減少した神経性食思不振症事例

ｂ群：ａ群以外の神経性食思不振症事例
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を恥じ，治療開始が女性より遅れるとされている１７）．男

子の１例は受診拒否であったことからも，男子事例は特

に慎重な対応を要することが示唆された．スポーツと

EDとの関係については，競技能力を高めるためにやせ

が求められる中長距離ランナーや容姿が採点に影響する

体操，フィギアスケート，バレエ等はEDを発症しやす

いとされており１９），本研究においても同様であった．

BNは本人からの申し出によって把握されていた．AN

は不健康なやせとして外見の変化で捉えられやすいが，

身体症状や精神症状によって起きる学校生活上の困り事

が契機になり，BNと同様，自発的に養護教諭に相談し

明るみになることが多かった．保護者やHR担任からの

相談もあったことから，日頃から保健室が生徒，保護者

および教員の間で適切なアドバイスがもらえる場所とし

て信頼される必要があろう．

受診状況に関しては，EDは症状が多様なため複数の

診療科を受診していた．いずれの病型も，便秘，低血圧

等の身体症状や，強迫傾向，対人関係不良，抑うつ感，

自殺念慮といった精神症状が出現しており，心身両面に

対するケアの必要性を示していた．活動性の亢進は，

AN特有の症状であり，教員によってはその活動性を奨

励してしまう場合もある．しかしながら，活動性の亢進

によって体重減少が促進され，生命的危機を高めるため

慎重な対応を要し，身体状況によっては活動性を抑制し

なければならないこともある．そのような際は，具体的

には，体育授業見学，運動系部活動の禁止，登下校送迎

を保護者に依頼すること等，過剰な活動性に対して学校

で統一した対応を行う必要があろう．

ANは全体徴候として，体重減少の他にバイタルサイ

ンでは，低体温，低血圧，徐脈を認めるとともに，柑皮

症，毛髪脱落，産毛密生等の身体変化が認められた．こ

れらの症状は，体重減少勾配が大きいほどより顕著に見

られた．ANにおける低体温，低血圧，徐脈は，飢餓へ

の身体的防御作用により副交感神経優位に傾くためと考

えられている２０）．柑皮症，毛髪脱落，産毛密生等の皮膚

症状は，蛋白質カロリー異栄養症等，栄養の欠乏が原因

となっている２１）．柑皮症は，カロチンの沈着による皮膚

黄染で手掌足底などの角質肥厚部に目立ち，鼻翼にも色

調変化が現れる．血中ビリルビン上昇による眼球結膜等

の強膜の色調変化がないため，黄疸と容易に鑑別ができ

る２２）．

DSM―�の診断基準Ｃ項目「現在の低体重の重大さの

否認」は，極端な低体重で身体的に危機状態にあっても，

自分ではどこも悪くないと主張する症状である．このよ

うな心理的特徴をもつ生徒にとって体重を測定されるこ

とは，生徒によっては侵襲的行為として受け止められ，

その後の医療受診の妨げにもなりかねない．一方でバイ

タルチェックは生徒の協力を得られやすい．結果５から，

ANの身体症状の出現は体重減少勾配と関連しているこ

とが推測され，フィジカルアセスメントによって体重減

少の予測ができ，疾患の重篤度の把握に有用であること

が示唆された．すなわち，症状の出現は危機的状況にお

ける生命維持の適応現象として捉えられ，ANの重症度

を示す指標になるといえる．このことは，養護教諭に

とって保健指導や健康相談および身体管理のための指針

になり，身体症状の意味を生徒に還元することによって，

専門医受診へと導くことが可能になると考えられた．

保健室においては，専門的治療を受けながら通常の学

校生活に復帰する三次予防も重要である．特に入院治療

については，入院すればすべての問題が解消し正常にな

ると思っている生徒や保護者が多い２３）．入院治療により

生命の危機状態が回避され，ある程度の身体状況の改善

が見られたとしても，ANは体重回復後も半年以上にわ

たって運動耐用能低下が持続的に認められ２４），内分泌代

謝機能低下や骨密度低下の改善には時間がかかるとされ

ている２５）．心身両面の完全回復には数年を要するという

報告もあり２６），養護教諭は医療機関と密接に連携し，

個々の生徒に応じて，慎重に体育や部活動に参加させる

必要があろう．

プライマリケア医制度が充実していないわが国では２６），

学校保健がプライマリケア的な役割を担うことも多い．

養護教諭が学校内において教育と治療をコーディネー

ト・統合し，他職種との連携の技術を磨くことによって，

摂食障害をもつ生徒を理解し，教育的，医療的支援が可

能になると考えられた．

�．ま と め

本研究は，公立高等学校において平成９年度から２０年

度までの１２年間に養護教諭がかかわった摂食障害３３事例

の実態を明らかにし，神経性食思不振症の二次予防の要

点を検討することを目的とした．

その結果，摂食障害事例の多くが養護教諭の行う健康

相談によって把握され，多様な症状は心身両面に対する

ケアの必要性を示していた．神経性食思不振症は，生命

的危機状態の指標となる低体温，徐脈，柑皮症，毛髪脱

落，産毛密生等の身体症状と体重減少勾配との関連性が

示唆された．これらの知見から，神経性食思不振症に対

する養護教諭のフィジカルアセスメントにおいて重要な

のは，バイタルチェックと身体症状，特に皮膚症状の観

察であり，これらによって専門医受診へと導く二次予防

が可能になると考えられた．

最後に，本研究の限界として，対象数の少なさおよび

後方視的研究であることが挙げられる．このため，本研

究で得られた統計的分析の結果については，なお慎重な

検討を要する．
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中学生の性行動と心理社会的変数との関連

李 美 錦，川 畑 徹 朗，菱 田 一 哉，今 出 友紀子

宋 昇 勲，堺 千 紘，中 村 晴 信，辻 本 悟 史

神戸大学大学院人間発達環境学研究科

Relationships between Sexual Behaviors and Psychosocial Variables among
Junior High School Students

Meijin Li Tetsuro Kawabata Kazuya Hishida Yukiko Imade

Seunghun Song Chihiro Sakai Harunobu Nakamura Satoshi Tsujimoto

Graduate School of Human Development and Environment, Kobe University

This study aimed to clarify factors associated with sexual behaviors to develop an effective sexuality educa-

tion program to prevent sex-related risk behaviors among Japanese junior high school students.

The study sample was comprised of９０９students from the seventh to the ninth grade（aged１１―１５）of two

public junior high schools in Niigata and Saitama prefectures. The data were collected in May２０１１, using

anonymous and self-administered questionnaires.

The main results were as follows.

１）The percentages of students who had experiences of ever kissing were between２０．１％ in the first grade

and２７．５％ in the third grade for boys and between２２．６％ in the first grade and２７．５％ in the third grade

for girls. The percentages of students who had experiences of ever engaging in sexual intercourse were be-

tween２．６％ in the first grade and５．８％ in the third grade for boys and between０．７％ in the first grade

and３．４％ in the third grade for girls. Students’experiences of ever kissing and ever engaging in sexual in-

tercourse tended to increase by grade year, although these increase were not significant. There was nei-

ther gender difference at any grade year.

２）According to the results of univariate analysis with experiences of ever kissing, significant correlations

were found between experiences of ever kissing and cigarette smoking in boys and alcohol use in girls. Stu-

dents who had kissing experiences were more likely to smoke and drink than those who had not engaged

in kissing.

３）With regard to family-related self-esteem, students of both sexes who had kissing experiences showed

lower scores compared to those who had not engaged in kissing. With regard to boys’pro-social skills and

girls’emotion-focused coping strategies, students who had kissing experience showed higher scores com-

pared to those who had not engaged in kissing.

４）With regard to psychosocial variables concerning sexual intercourse, students of both sexes who had

kissing experience tended to have lower self-efficacy with regard to sexual intercourse, to have stronger

behavioral intention about sexual intercourse as a teenager, to have more positive attitudes toward pre-

marital sexual intercourse, and to predict higher rates of sexual experience among their peers, compared to

those who had not engaged in kissing.

５）According to the results of multiple logistic regression analysis, the likelihood of ever engaging in kissing

was higher among boys who had higher pro-social skills, or who had no close friends, and was higher

among girls who had stronger behavioral intention toward sexual intercourse.

These results suggest that a sexuality education program to effectively prevent sex-related risk behaviors

among junior high school students should include content that will decrease students’behavioral intention to

engage in sexual intercourse and reduce the likelihood of students with higher pro-social skills engaging in

risk behaviors, including sexual behaviors.

Key words：junior high school students, sexual behaviors, psychosocial variables, life skills edu-

cation

中学生，性行動，心理社会的変数，ライフスキル教育

原 著
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�．はじめに

アメリカのCDC（疾病管理・予防センター）は，１．

故意または不慮の事故に関する行動，２．喫煙，３．飲

酒及び薬物乱用，４．望まない妊娠，HIVを含む性感染

症に関係する性行動，５．不健康な食生活，６．運動不

足を，青少年の現在及び将来の健康を損ねたり，社会に

対して重大な影響を与える恐れの高い「危険行動」と定

義し，青少年健康教育における最優先課題であるとして

いる１）．

危険行動の一つである早期の性行動は，若年妊娠や性

感染症などの身体的健康問題を引き起こすとともに，精

神的，社会的健康を損なう恐れが高い行動である．川畑

ら２）が，２０００年１１月から２００１年２月にかけて，中学校１

年生から高校３年生４，３６７人を対象として実施した全国

調査の結果によれば，中学生の性交経験率は男女，学年

を問わず１０％以下であったが，高校生においては学年と

ともに上昇し，３年男子では３４．８％，同女子では３６．８％

に達した．また，日本性教育協会が１９７４年より６年おき

に実施している「青少年の性行動全国調査」３）の結果によ

れば，高校生の性交経験率の増加は１９７０年代から８０年代

まではわずかであったが，１９９３年から１９９９年にかけて，

男子では１４％から２７％へ，女子では１６％から２４％と急激

に上昇した．

早期の性行動は，それ自体が重大な健康問題を引き起

こすだけではなく，他の危険行動とも密接な関係がある

ことが知られている．例えば，川畑ら２）の調査結果によ

れば，性交を経験している中学男子は性交を経験してい

ない同男子に比して，月飲酒行動においては２倍，月喫

煙行動においては８倍，薬物乱用行動においては２３倍リ

スクが高かった．また，Santelliら４）が米国中学校１年生

を対象として１９９４年から１９９６年にかけて実施した縦断調

査の結果によれば，飲酒や薬物乱用行動は１年後の性交

開始と有意な関連があった．

以上のように，我が国の青少年の性交経験率は高校生

の時期に急増していること，高校生の性交経験率は近年

増加傾向にあること，早期の性行動は他の危険行動とも

密接なかかわりがあることなどから，性行動が活発化す

る前の中学生を対象とした，行動変容に有効な性教育プ

ログラムの開発が緊急の課題となっている．

しかし，性教育を含む従来の健康教育の多くは，危険

行動がもたらす影響に関する情報を提供することに止

まっており，行動変容の面における有効性が疑問視され

ている．なぜなら，近年の健康教育やヘルスプロモー

ションに関する研究の成果によれば，人のとる行動には

多くの個人要因と環境要因がかかわっており，知識を習

得させることは，行動形成にかかわる要因のうちのごく

一部に働きかけているにすぎず，行動変容をもたらすた

めにはより包括的な働きかけが必要であるとされている

からである５）．

また，欧米における近年の知見によれば，性行動に限

らず，青少年の様々な危険行動には，セルフエスティー

ムを始め，社会的スキル，意志決定スキル，目標設定ス

キル，ストレス対処スキルを含むライフスキルの問題が

共通して存在していることが明らかになりつつある６）．

我が国においても，青少年の喫煙，飲酒，薬物乱用行

動とセルフエスティームとの関係については多くの研

究７－１３）がなされ，これらの研究は一致して，喫煙，飲酒，

薬物乱用と低いセルフエスティームとの間には密接な関

係があることを示し，青少年の喫煙，飲酒，薬物乱用行

動を防止するためには，セルフエスティームを高めるこ

とが重要であることを示唆している．

性行動については，川畑ら２）の研究において，性交経

験と家族関係に関するセルフエスティーム，社会的スキ

ル，性に関する自己効力感との間には密接な関係が認め

られている．具体的には，家族関係に関するセルフエス

ティームが低く，社会的スキルが高く，性に関する自己

効力感が低い生徒は，性行動のリスクが高かった．川畑

らは，以上の結果に基づいて，家族関係に関するセルフ

エスティームが低い青少年は，友人やマスメディアなど

の社会的要因の影響を受けて，早期の性行動を含む様々

な危険行動をとりやすくなるという仮説を提唱している．

また，家族関係に関するセルフエスティームが低い場合

は，健全な友人関係を形成することができず，一般的に

は好ましいと考えられる社会的スキルが早期の性行動を

含む危険行動に結びつきやすいのではないかとしている．

自己効力感は，一般的には，ある行動を起こす前にそ

の個人が感じる遂行可能感であり１４），青少年の様々な危

険行動についてその関連性が指摘されている．例えば，

Santelliら４）による縦断調査の結果によれば，性にかかわ

る危険行動を避けたり，薬物乱用を避けたりする自己効

力感が高い者ほど，１年以内に性交を開始するリスクが

低いという結果が得られている．

しかし，川畑らの研究を除けば，我が国においては中

学生の性行動の関連要因に関する研究は極めて少なく，

また，川畑らの研究においても，中学生の性交経験率は

男女ともに１０％未満であり，性交経験者の人数が少な

かったため，中学生については得られた結果の再現性を

確認することが必要だとされている．加えて，中学生の

性行動の関連要因についてより包括的に理解するために

は，欧米の研究４）１５）において，青少年の性行動との関連

性が指摘されている，性に対する態度，認知された友人

の性行動，規範意識などの心理社会的変数を含めた検討

が求められている．

そこで本研究においては以上の課題を踏まえて，性交

経験に加えて，中学生であっても経験率が比較的高いこ

とが予想されるキス経験の実態を明らかにするとともに，

主としてキス経験の関連要因について包括的に検討し，

行動変容に有効な中学生用性教育プログラムを開発する

ための基礎資料を得ることを目的とした．

４１９李ほか：中学生の性行動と心理社会的変数との関連



�．方 法

１．調査対象

著者らは現在，行動変容に有効な中学生用性教育プロ

グラムの有効性を評価するために，新潟県Ａ中学校にお

いては２０１２年度から，埼玉県Ｂ中学校においては２０１１年

度から介入研究を継続中である．本研究は，プログラム

導入に先立って研究対象校に在籍する中学１年生から３

年生の全生徒９０９人を対象として２０１１年５月に実施した

ベースライン調査の結果に基づいている．表１に，性

別・学年別の調査対象者数を示した．なお，これ以外に

性別不明による無効回答が１人あった．

２．データ収集

２０１１年４月に調査票を調査対象校に郵送し，２０１１年５

月に調査を実施した．調査は，原則として調査対象クラ

スの担任に実施を依頼した．また，調査実施方法の統一

を図るために調査実施手引書を作成し，生徒への説明や

指示を具体的に記して，指示内容以外の説明を行わない

ように求めた．

なお，調査項目には，未成年者においてその使用が法

律によって禁止されている喫煙，飲酒行動に関する調査

項目や，生徒が回答しにくいと考えられる性に関する調

査項目が含まれているため，回答した内容について秘密

の保持に配慮した．第一に，調査は自記入式無記名調査

とした．第二に，記入後はあらかじめ各人に配付した封

筒に記入済みの調査票を入れ，封をさせた．第三に，調

査実施中は机間巡視をしないように調査実施担当教師に

求めた．さらに，答えたくない質問には答えなくても構

わないこと，回答の秘密は保持されることを調査票の表

紙に明記するとともに，調査実施前に調査実施者が口頭

で伝えるように，調査実施手引書において指示した．

３．調査項目

附表１には，本研究に関する主な質問項目を示した．

１）危険行動

性行動に関しては，今までのキス経験及び性交経験の

有無について回答を求めた．なお，これまでにキスを経

験している者を生涯キス経験者，これまでに性交を経験

している者を生涯性交経験者と定義した．

喫煙行動に関しては，過去１か月間の喫煙行動の有無

について質問し，４件法で回答を求め，１本以上吸った

者を月喫煙者と定義した．

飲酒行動に関しては，過去１か月間の飲酒行動の有無

について質問し，３件法で回答を求め，酒やビールを１

回以上飲んだ者を月飲酒者と定義した．

２）セルフエスティーム及びライフスキル

セルフエスティームの尺度に関しては，青少年の危険

行動に関する研究において比較的よく使われていること

や，尺度の信頼性や妥当性に関する検討が行われている

ことなどを考慮して，全般に関するセルフエスティーム

の測定にはRosenberg１６）の尺度，家族と身体に関するセ

ルフエスティームの測定にはPopeら１７）の尺度を用いるこ

ととした．

ライフスキルについては，社会的スキル，ストレス対

処スキル，意志決定スキルを測定した．

社会的スキルの測定には，嶋田ら１８）が開発した尺度を

用いた．本尺度は，「向社会的スキル」（７項目），「引っ

込み思案行動」（４項目），「攻撃行動」（４項目）の三つ

の下位尺度から構成されている．なお，「向社会的スキ

ル」は習得すべき好ましいスキルであり，「引っ込み思

案行動」と「攻撃行動」は対人関係において，一般的に

は好ましくない行動であると考えられる．

ストレス対処スキルの測定には，大竹ら１９）のコーピン

グ尺度の短縮版を用いた．本尺度は「サポート希求」，

「問題解決」，「気分転換」，「情動的回避」，「行動的回

避」，「認知的回避」の六つの下位尺度（各２項目）から

構成されている．

意志決定スキルの測定には，春木ら２０）が開発した尺度

を用いた．本尺度は，８項目から構成されている．

なお，以上の尺度の得点化の手順に関しては，今出

ら２１），菱田ら２２）の手順に準じた．

３）性に関する心理社会的変数

性に関する自己効力感に関しては，川畑ら２）が中・高

校生を対象にして実施した青少年の危険行動に関する全

国調査において用いた，「性的圧力を避ける自信」，「エ

イズやその他の性感染症にかかることを避ける自信」，

「望まない妊娠を避ける自信」について質問し，各項目

とも５件法で回答を求め，得点が高いほど自己効力感が

高くなることを表すように変換した．

性に関する行動意図に関しては，Grayら２３）が１２～１７歳

の青少年を対象に１９９９年に実施した調査において用いた，

性に関する行動意図尺度を参考にして，「１０代のうちに

性交をする可能性」について質問し，５件法で回答を求

めた．なお，得点が高いほど１０代のうちの性に対する行

動意図が強いことを示す．

表１ 性別・学年別回答者数

中 １ 中 ２ 中 ３ 計

男 子 １６０（５０，１１０） １３７（４３，９４） １７２（５３，１１９） ４６９（１４６，３２３）

女 子 １４０（４４，９６） １５０（５１，９９） １５０（３８，１１２） ４４０（１３３，３０７）

計 ３００（９４，２０６） ２８７（９４，１９３） ３２２（９１，２３１） ９０９（２７９，６３０）

注：（ ）内はＡ，Ｂ校の対象者数をそれぞれ示す
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附表１ 質問項目

【危険行動】
・生涯キス経験（�を選択した者を生涯キス経験者とした）
�経験したことがない �経験したことがある より一つ選択
・生涯性交経験（�を選択した者を生涯性交経験者とした）
�経験したことがない �経験したことがある より一つ選択
・月喫煙経験（�～�のいずれかを選択した者を月喫煙者とした）
�吸っていない／ �１本吸った �２～１９本吸った �２０本以上吸った より一つ選択
・月飲酒経験（�もしくは�を選択した者を月飲酒者とした）
�飲んでいない／ �１回飲んだ �２回以上飲んだ より一つ選択

【セルフエスティーム】
・全般に関するセルフエスティーム 〈Rosenbergの尺度〉 ：１０～３０点
・家族，身体に関するセルフエスティーム 〈Popeらの尺度〉 ：１０～３０点
【社会的スキル】〈嶋田らの尺度〉
向社会的スキル：７～２８点，引っ込み思案行動：４～１６点，攻撃行動：４～１６点
【ストレス対処スキル】〈大竹らの尺度〉
サポート希求，問題解決，気分転換，情動的回避，行動的回避，認知的回避：２～８点
【意志決定スキル】〈春木らの尺度〉 ：８～３２点

【性に関する心理社会的変数】
・自己効力感
：これから先，無理やりキスを迫られたり，体に触れられそうになったときに断ること
（性的圧力を避ける自信）
�ぜったいにできると思う �たぶんできると思う �どちらともいえない �たぶんできないと思う
�ぜったいできないと思う より一つ選択
：これから先，エイズや他の性感染症にかかることを避けること
（エイズやその他の性感染症を避ける自信）
�ぜったいにできると思う �たぶんできると思う �どちらともいえない �たぶんできないと思う
�ぜったいできないと思う より一つ選択
：これから先，自分が望まない妊娠を避けること（望まない妊娠を避ける自信）
�ぜったいにできると思う �たぶんできると思う �どちらともいえない �たぶんできないと思う
�ぜったいできないと思う より一つ選択

・行動意図
：１０代のうちに性交をする可能性
�ぜったいにないと思う �たぶんないと思う �どちらともいえない �たぶんあると思う
�ぜったいあると思う より一つ選択

・結婚前の性交に対する態度
１．愛し合っている相手であればかまわない ２．強く好意をもっている相手であればかまわない
３．少し好意をもっている相手であればかまわない ４．それほど好きでなくてもかまわない
それぞれの質問に対して
�とてもそう思う �そう思う �ややそう思う �あまりそう思わない
�そう思わない �全くそう思わない より一つ選択

・認知された友人の性行動
：親しい友だちについて
�親しい友だちはいない �親しい友だちはいるが，誰も性交（セックス）を経験していない
�性交（セックス）を経験した親しい友だちがいる より一つ選択

・規範意識
：同じ世代の人で，性交（セックス）を経験している者の割合に対する予測
�１０％未満 �１０～２０％未満 �２０～３０％未満 �３０％以上 より一つ選択

【属性】 性，年齢，学年

注：・自己効力感は�＝５点，�＝４点，�＝３点，�＝２点，�＝１点に変換した
・結婚前の性交に対する態度は�＝６点，�＝５点，�＝４点，�＝３点，�＝２点，�＝１点に変換した
・表内の／は質問項目を２択に分割し，分析した際の回答肢の区分を示す
・表内の（ ）は各選択肢を選択した者の定義を示す
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結婚前の性交に対する態度に関しては，Reiss２４）のPre-

marital Sexual Permissiveness尺度の短縮版２５）を参考に

して，結婚前の性交に対する考え方として，「愛し合っ

ている相手であれば，結婚前の性交をしてもかまわな

い」，「強く好意をもっている相手であれば，結婚前の性

交をしてもかまわない」，「少し好意をもっている相手で

あれば，結婚前の性交をしてもかまわない」，「それほど

好きでなくても，結婚前の性交をしてもかまわない」の

４項目について質問し，各項目ともに６件法で回答を求

め，得点が高いほど該当項目に肯定的な態度をもつこと

を表すように変換した．

認知された友人の性行動に関しては，川畑ら２６）が，小

学１年生から高校３年生までの児童生徒約１３，０００人を対

象として１９８９年に実施した全国調査において用いた喫煙，

飲酒行動に関する質問項目を参考として，親しい友人の

有無及び性交を経験している友人の有無に関する質問項

目を作成し，３件法で回答を求めた．

規範意識に関しては，Pinkletonら２７）のWashington

State Media Literacy Evaluation Survey２００８に倣って，

同年代の性交経験率に関する予測について質問し，４件

法で回答を求めた．なお，得点が高いほど同年代の性交

経験率を高く予測することを示す．

４）属 性

属性については，性，年齢，学年について尋ねた．

４．解析方法

解析の手順としては，生涯キス経験率と生涯性交経験

率について，性別・学年別に割合を求め，性差・学年差

の有意性の検定にはχ２検定を用いた．

次に，著者らが調査に先立って予想したように，本調

査対象集団においても生涯性交経験率が低かったこと，

また性交経験とキス経験との間には強い関連性が認めら

れたことから，本研究においては，生涯キス経験を性行

動の指標として用い，性行動以外の危険行動，セルフエ

スティーム，社会的スキル，ストレス対処スキル，意志

決定スキル，性に関する心理社会的変数（自己効力感，

行動意図，態度，認知された友人の性行動，規範意識）

との関係について検討した．分析に際しては，男女別に

経験者群と非経験者群とに分け，関連要因の平均値もし

くは割合を求めた．群間の差に関する有意性を検定する

ために，平均値についてはｔ検定を，割合については

χ２検定を用いた．

さらに，変数間には互いに相関関係があると予想され

るので，他の変数の影響をコントロールするために，多

重ロジスティック回帰分析（強制投入法）を行った．使

用する変数を制限するために，先の単変量解析によって

男女どちらかに有意差が認められた変数のみを用いるこ

ととし，そのうち，結婚前の性交に対する態度に関して

は，さらに変数を限定するために男女ともに１％水準で

有意だった変数のみを用いた．また，認知された友人の

性行動について，男子においては「親しい友だちはいる

が，誰も性交を経験していない」群に比して，「親しい

友だちはいない」群の生涯キス経験率が高い傾向にある

一方，女子においてはその逆の傾向にあった．よって，

「親しい友だちはいない」群は独立した群として扱うこ

ととし，「親しい友だちはいるが，誰も性交を経験して

いない」群を基準にして二つのダミー変数を作り，解析

を行った．

解析に際しては，統計プログラムパッケージSPSS

１８．０for windowsを使用し，統計上の有意水準は５％と

した．

�．結 果

１．性行動の実態

生涯キス経験に関しては，男子は１年生２０．１％，２年

生２５．５％，３年生２７．５％であり，女子は１年生２２．６％，

２年生２５．２％，３年生２７．５％であった．次に，生涯性交

経験に関しては，男子は１年生２．６％，２年生２．９％，３

年生５．８％であり，女子は１年生０．７％，２年生２．７％，

３年生３．４％であった．なお，生涯キス経験，生涯性交

経験ともに学年とともに上昇する傾向が認められたもの

の，有意ではなかった．また，性差も認められなかった．

図１には，生涯キス経験別の性交経験率を示した．男

女ともに２群間に有意な差があり（男子χ２＝２２．９６０，

ｐ＜０．００１；女子χ２＝１１．９１７，ｐ＝０．００１），いずれの場

合も生涯キス経験者群の性交経験率が高かった．

２．生涯キス経験の関連要因に関する単変量解析の結果

１）喫煙，飲酒行動

月喫煙者に関しては，男子において群間に有意差があ

り（χ２＝５．４９３，ｐ＝０．０１９），生涯キス経験者群におけ

る月喫煙率の方が高かった（キス経験者群５．３％，非経

験者群１．４％）．女子においては両群ともに月喫煙者はい

なかった．

図２には，生涯キス経験別にみた月飲酒率を示した．

女子において２群間に有意差があり（χ２＝４．１７０，ｐ＝

＊＊：有意水準１％で群間差があることを示す

図中の数値は，例えば男子の場合，非経験者３４７人のうち

５人，即ち１．４％が，キス経験者１１３人のうち１３人，即ち

１１．５％が，今までに性交を１回でも経験していることを示す

図１ 生涯キス経験別にみた性交経験率
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０．０４１），生涯キス経験者群の月飲酒率の方が高かった．

なお，男子においても，統計的には有意でなかったもの

の，同様の傾向が認められた．

２）セルフエスティーム及びライフスキル

表２には，生涯キス経験別にみたセルフエスティーム

とライフスキルの得点を示した．セルフエスティームに

関しては，「家族」において男女ともに２群間に有意な

差があり（男子ｔ＝２．２１５，ｐ＝０．０２７；女子ｔ＝２．１５４，

ｐ＝０．０３２），いずれの場合も非経験者群のセルフエス

ティームの得点が高かった．なお，「全般」と「身体」

においても，統計的には有意でなかったものの，同様の

傾向が認められた．

社会的スキルに関しては，男子の「向社会的スキル」

において２群間に有意な差があり（ｔ＝－２．７７９，ｐ＝

０．００６），生涯キス経験者群の得点が高かった．

ストレス対処スキルに関しては，女子の「情動的回避」

表２ 生涯キス経験別にみたセルフエスティーム及びライフスキルの得点

男 子 女 子

非経験者 キス経験者 非経験者 キス経験者

｛セルフエスティーム｝

全 般 ２０．２±３．４

（ｎ＝３４３）

２０．０±３．５

（ｎ＝１１１）

１９．６±３．９

（ｎ＝３２４）

１９．２±３．２

（ｎ＝１０１）

家 族 ＊２３．１±４．０

（ｎ＝３３８）

２２．１±３．８

（ｎ＝１１１）

＊２３．１±４．４

（ｎ＝３１７）

２２．０±４．５

（ｎ＝１０５）

身 体 １９．０±３．３

（ｎ＝３４４）

１８．８±３．３

（ｎ＝１１３）

１７．４±３．６

（ｎ＝３１７）

１７．１±３．６

（ｎ＝１０３）

｛社会的スキル｝

向社会的スキル ２０．６±３．４

（ｎ＝３４４）

＊＊２１．６±３．３

（ｎ＝１１１）

２２．８±２．７

（ｎ＝３２１）

２３．０±２．６

（ｎ＝１０５）

引っ込み思案行動 ６．５±２．５

（ｎ＝３４４）

６．２±２．５

（ｎ＝１１３）

６．９±２．３

（ｎ＝３２３）

６．７±２．４

（ｎ＝１０５）

攻 撃 行 動 ７．９±２．１

（ｎ＝３４６）

８．２±２．２

（ｎ＝１１３）

７．０±２．０

（ｎ＝３２５）

７．３±１．９

（ｎ＝１０５）

｛ストレス対処スキル｝

サポート希求 ５．２±１．６

（ｎ＝３４６）

５．１±１．６

（ｎ＝１１２）

５．８±１．６

（ｎ＝３２４）

５．８±１．８

（ｎ＝１０５）

問 題 解 決 ６．０±１．４

（ｎ＝３４７）

５．９±１．４

（ｎ＝１１３）

６．５±１．２

（ｎ＝３２５）

６．４±１．３

（ｎ＝１０５）

気 分 転 換 ６．１±１．５

（ｎ＝３４８）

６．２±１．７

（ｎ＝１１３）

５．０±１．５

（ｎ＝３２６）

４．８±１．６

（ｎ＝１０５）

情動的回避 ４．２±１．６

（ｎ＝３４８）

４．１±１．７

（ｎ＝１１２）

５．２±１．７

（ｎ＝３２５）

＊５．６±１．７

（ｎ＝１０５）

行動的回避 ３．３±１．１

（ｎ＝３４８）

３．４±１．５

（ｎ＝１１３）

３．８±１．４

（ｎ＝３２４）

３．６±１．４

（ｎ＝１０５）

認知的回避 ４．８±１．４

（ｎ＝３４７）

４．９±１．６

（ｎ＝１１３）

４．７±１．５

（ｎ＝３２３）

４．５±１．５

（ｎ＝１０４）

｛意志決定スキル｝ ２０．８±４．２

（ｎ＝３３３）

２０．９±４．６

（ｎ＝１１１）

２２．５±３．９

（ｎ＝３１５）

２１．７±４．２

（ｎ＝１０１）

注１：＊，＊＊は，それぞれｔ検定によって有意水準５％，１％で有意に得点の高い群を示す

注２：表中の数字は，平均値±標準偏差（ｎ＝標本数）

＊：有意水準５％で群間差があることを示す

図中の数値は，例えば男子の場合，非経験者３４９人のうち

１７人，即ち４．９％が，キス経験者１１３人のうち１１人，即ち

９．７％が，この１か月間に飲酒をしたと回答したことを示す

図２ 生涯キス経験別にみた月飲酒率

４２３李ほか：中学生の性行動と心理社会的変数との関連



において２群間に有意な差があり（ｔ＝－２．０８１，ｐ＝

０．０３８），生涯キス経験者群の得点が高かった．

３）性に関する心理社会的変数

表３には，生涯キス経験別にみた性に関する自己効力

感及び行動意図の得点を示した．性的圧力を避ける自己

効力感に関しては，女子において２群間に有意な差があ

り（ｔ＝２．１０７，ｐ＝０．０３７），非経験者群における自己

効力感の得点が高かった．他の二つの自己効力感に関し

ては２群間に差は認められなかった．

性に関する行動意図に関しては，男女ともに２群間に

有意な差があり（男子ｔ＝－３．７０３，p＜０．００１；女子

ｔ＝－６．１４３，ｐ＜０．００１），生涯キス経験者群における

性に関する行動意図の得点が高く，１０代のうちの性交に

対する行動意図が強い傾向にあった．

表４には，生涯キス経験別にみた結婚前の性交に対す

る態度の得点を示した．

「愛し合っている相手であれば，結婚前の性交をして

もかまわない」（男子ｔ＝－４．４２８，ｐ＜０．００１；女子ｔ＝

－３．９５４，ｐ＜０．００１）と，「強く好意をもっている相手

であれば，結婚前の性交をしてもかまわない」（男子ｔ＝

－３．７９２，ｐ＜０．００１；女子ｔ＝－３．４２７，ｐ＝０．００１）に

おいて，男女ともに２群間に有意な差があり，いずれの

場合も生涯キス経験者群の結婚前の性交に対する態度の

得点が高かった．即ち，キス経験者は非経験者に比べて，

結婚前の性交に対してより肯定的な態度であった．男子

においては，「少し好意をもっている相手であれば，結

婚前の性交をしてもかまわない」（ｔ＝－３．０２８，ｐ＝

０．００３）と「それほど好きでなくても，結婚前の性交を

してもかまわない」（ｔ＝－２．８９８，ｐ＝０．００４）におい

ても２群間に有意な差があり，生涯キス経験者群の結婚

前の性交に対する態度の得点が高かった．なお，女子に

おいても，統計的には有意でなかったものの，同様の傾

向が認められた．

図３には，生涯キス経験別にみた性交を経験している

友だちがいると認知する者の割合を示した．男女ともに

２群間に有意差があり（男子χ２＝１７．４８４，ｐ＜０．００１；

女子χ２＝１１．５８５，ｐ＝０．００３），生涯キス経験者群の方

が性交を経験している友だちがいると認知する者の割合

表３ 生涯キス経験別にみた性に関する自己効力感及び行動意図の得点

男 子 女 子

非経験者 キス経験者 非経験者 キス経験者

｛自己効力感｝

性的圧力を避ける

自己効力感

３．８±１．１

（ｎ＝３４４）

３．６±１．３

（ｎ＝１１３）

＊４．０±１．０

（ｎ＝３２２）

３．７±１．１

（ｎ＝１０４）

性感染症を避ける

自己効力感

４．０±１．０

（ｎ＝３４０）

４．０±１．１

（ｎ＝１１１）

４．０±０．９

（ｎ＝３２１）

３．９±０．９

（ｎ＝１０４）

望まない妊娠を避ける

自己効力感

４．０±１．１

（ｎ＝３１９）

３．９±１．１

（ｎ＝１０５）

４．２±０．９

（ｎ＝３２１）

４．０±１．０

（ｎ＝１０４）

｛性に関する行動意図｝

１０代のうちに性交をする

可能性

２．１±１．１

（ｎ＝３４４）

＊＊２．６±１．２

（ｎ＝１１３）

２．１±１．１

（ｎ＝３２２）

＊＊２．９±１．３

（ｎ＝１０３）

注１：＊，＊＊は，それぞれｔ検定によって有意水準５％，１％で有意に得点の高い群を示す

注２：表中の数字は，平均値±標準偏差（ｎ＝標本数）

表４ 生涯キス経験別にみた結婚前の性交に対する態度

男 子 女 子

非経験者 キス経験者 非経験者 キス経験者

愛し合っている相手であれば

かまわない

３．３±１．７

（ｎ＝３３９）

＊＊４．１±１．７

（ｎ＝１１３）

３．６±１．６

（ｎ＝３１６）

＊＊４．３±１．５

（ｎ＝１０４）

強く好意をもっている相手で

あればかまわない

３．０±１．６

（ｎ＝３３８）

＊＊３．７±１．８

（ｎ＝１１２）

３．１±１．５

（ｎ＝３１７）

＊＊３．７±１．６

（ｎ＝１０４）

少し好意をもっている相手で

あればかまわない

２．４±１．４

（ｎ＝３３８）

＊＊２．９±１．６

（ｎ＝１１２）

２．０±１．２

（ｎ＝３１７）

２．３±１．３

（ｎ＝１０３）

それほど好きでなくても

かまわない

１．８±１．１

（ｎ＝３３７）

＊＊２．３±１．６

（ｎ＝１１２）

１．５±０．９

（ｎ＝３１７）

１．６±０．８

（ｎ＝１０４）

注１：＊＊は，ｔ検定によって有意水準１％で有意に得点の高い群を示す

注２：表中の数字は，平均値±標準偏差（ｎ＝標本数）
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が高かった．

図４には，生涯キス経験別にみた同年代の性交経験率

の予測を示した．男女ともに２群間に有意な差があり

（男子χ２＝１１．２５６，ｐ＝０．０１０；女子χ２＝１５．６４３，ｐ＝

０．００１），同年代の性交経験率を１０％未満であると予測し

た者の割合については非経験者群が高い一方，３０％以上

であると予測した者の割合については，生涯キス経験者

群の方が高かった．

３．生涯キス経験の関連要因に関する多変量解析の結果

表５には，生涯キス経験の関連要因に関する多重ロジ

スティック回帰分析の結果を男女別に示した．男子にお

いては，χ２値の大きい順に社会的スキルの「向社会的

スキル」，「認知された友人の性行動２」の二つが有意で

あり，回帰係数はいずれの場合も正であった．女子にお

いては，性に関する行動意図が有意であり，回帰変数は

正であった．なお，統計的には有意でなかったものの，

男子においてはセルフエスティーム「家族」が有意に近

く（ｐ＝．０８２），回帰係数は負であった．

�．考 察

１．性 行 動

本研究においては，性行動として生涯キス経験及び生

涯性交経験を尋ねた．その結果，生涯性交経験に関して

は，男子は１年生２．６％，２年生２．９％，３年生５．８％で

あり，女子は１年生０．７％，２年生２．７％，３年生３．４％

であった．

日本の青少年の性行動に関する大規模調査の一つとし

て，東京都幼稚園，小・中・高・心障性教育研究会（以

下，東京都性教育研究会）が１９８１年より３年ごとに東京

都の公立小学校，中学校，高等学校の児童生徒を対象と

して実施している調査２８）がある．東京都性教育研究会の

２００５年の調査結果によれば，中学生男子の生涯性交経験

率は，１年生０．４％，２年生１．４％，３年生４．３％であり，

同女子の生涯性交経験率は，１年生０．９％，２年生５．１％，

３年生９．８％であった．また，川畑ら２）が中学校１年生か

ら高校３年生４，３６７人を対象として２０００年１１月から２００１

年２月にかけて実施した全国調査の結果によれば，中学

生男子の生涯性交経験率は，１年生１．６％，２年生４．２％，

３年生５．８％であり，同女子の生涯性交経験率は，１年生

１．７％，２年生３．１％，３年生４．５％であった．

東京都性教育研究会２８）の調査結果と比較すると，本研

究の結果は，男子の性交経験率はやや高く，逆に女子の

性交経験率はやや低い傾向にあった．川畑ら２）の調査結

果と比較すると，その差は最大でも１．３％（中２男子）

でありほぼ一致していた．以上の結果より，標本抽出法

の違い，あるいは調査地域や調査時期の違いによって数

値にバラツキはあるものの，中学生の性交経験率は１０％

未満であると考えてよいと言える．なお，キス経験に関

しては上記の大規模調査では質問していなかったため．

比較することはできなかった．

２．生涯キス経験にかかわる要因

本研究においては，上述したように生涯性交経験率が

低かったため，生涯性交経験と密接な関連が認められた

生涯キス経験を性行動の指標とし，その関連要因につい

て検討することとした．

１）喫煙，飲酒行動

単変量解析の結果によれば，男子においては月喫煙経

験との間に，女子においては月飲酒経験との間に有意な

関連がみられた．即ち，生涯キス経験者は非経験者に比

して，この１か月間に喫煙や飲酒をしている割合が高

かった．こうした結果は，国内外の先行研究２）４）２９）の結果

と概ね一致していた．川畑ら２）の横断調査の結果によれ

ば，性交経験者は非経験者に比べてこの１か月間に喫煙

や飲酒をしている割合が高かった．また，米国の中学生

の性交開始にかかわる関連要因を明らかにするために，

中学校１年生を対象として，１９９４年から１９９６年にかけて

Santelliら４）が実施した縦断調査によれば，飲酒や違法薬

物の使用は１年後の性交開始と有意な関連があった．さ

らに，Ondrejら２９）がスロバキアの大学１年生８８２人を対

象として，２００４年４月に実施した回顧調査の結果によれ

ば，喫煙や飲酒経験と１６歳以前の性交開始や複数の性

パートナーをもつこととの間には有意な関連があった．

即ち，１６歳以前に性交を経験している者ほど，過去１か

月間に一度以上泥酔状態を経験したり，日常喫煙者であ

る者の割合が高く，過去に大量飲酒または違法薬物使用

直後に性交をした者の割合が高かった．

＊＊：有意水準１％で群間差があることを示す

図３ 生涯キス経験別にみた性交を経験している友だちがい

ると認知する割合

＊＊：有意水準１％で群間差があることを示す
＊：有意水準５％で群間差があることを示す

図４ 生涯キス経験別にみた同年代の性交経験率の予測

４２５李ほか：中学生の性行動と心理社会的変数との関連



性行動と喫煙，飲酒，薬物乱用との間に関係があるこ

とについては，以下のような説明が可能である．

まず，飲酒に関しては，アルコールによる脱抑制反応

といった状況下では性行動をとる可能性が高いと考えら

れる．つまりアルコール摂取によって青少年は自制心が

低下し，性的衝動を抑制できず性行動をとる可能性が高

い２）２９）と考えられる．また，「入門薬物」３０）と呼ばれるたば

こやアルコールの使用など，青少年が比較的に社会的寛

容度が高いと認知する行動から始まって，次第に寛容度

が低いと認知する行動に進んで行くとも考えられる２）．

本研究の結果は，早期の喫煙，飲酒行動は，性交経験だ

けではなく，キス経験を含む幅広い性行動と関係がある

ことを示唆するものである．

２）セルフエスティーム及びライフスキル

� セルフエスティーム

単変量解析の結果によれば，男女ともにセルフエス

ティーム「家族」と生涯キス経験との間には有意な関係

が認められた．こうした結果は，これまでの国内外の

表５ 生涯キス経験の関連要因に関する多重ロジスティック回帰分析の結果

変 数 β χ２値 ｐ値 オッズ比 （９５％信頼区間）

｛男子｝

月喫煙 ．８１５ １．１０５ ．２９３ ２．２５９ ．４９４～１０．３２１

月飲酒 ．２８９ ．３５６ ．５５１ １．３３５ ．５１７～３．４５０

家族SE －．０５９ ３．０２３ ．０８２ ．９４３ ．８８３～１．００７

向社会的スキル ．１３６ １１．２２９ ．００１ １．１４６ １．０５８～１．２４１

情動的回避 －．０５３ ．４４３ ．５０６ ．９４８ ．８１１～１．１０９

性的圧力を避ける自己効力感 ．０７６ ．４３１ ．５１１ １．０７９ ．８５９～１．３５６

行動意図 ．１７２ １．６６６ ．１９７ １．１８７ ．９１５～１．５４１

結婚前の性交に対する態度１ ．２０６ ２．６４０ ．１０４ １．２２９ ．９５８～１．５７６

結婚前の性交に対する態度２ ．０３３ ．０６８ ．７９４ １．０３３ ．８０９～１．３２０

認知された友人の性行動１ ．６７０ １．６８７ ．１９４ １．９５５ ．７１１～５．３７８

認知された友人の性行動２ １．５１１ １０．２７３ ．００１ ４．５３２ １．７９９～１１．４２０

規範意識 －．１１２ ．７７５ ．３７９ ．８９４ ．６９６～１．１４８

｛女子｝

月喫煙 ― ― ― ― ―

月飲酒 ．３９３ ．５０８ ．４７６ １．４８２ ．５０３～４．３６７

家族SE －．０２２ ．５５２ ．４５８ ．９７８ ．９２３～１．０３６

向社会的スキル ．００２ ．００２ ．９６５ １．００２ ．９１１～１．１０３

情動的回避 ．０８４ １．１９４ ．２７５ １．０８８ ．９３５～１．２６５

性的圧力を避ける自己効力感 ．００６ ．００２ ．９６５ １．００６ ．７７９～１．２９８

行動意図 ．４８０ １３．４０８ ＜．００１ １．６１６ １．２５０～２．０８８

結婚前の性交に対する態度１ ．０４４ ．１０５ ．７４６ １．０４５ ．８０１～１．３６２

結婚前の性交に対する態度２ －．０７３ ．３０４ ．５８１ ．９２９ ．７１７～１．２０５

認知された友人の性行動１ ．４７９ １．７０７ ．１９１ １．６１５ ．７８７～３．３１６

認知された友人の性行動２ －．６３０ ．５７６ ．４４８ ．５３２ ．１０５～２．７１０

規範意識 ．１８４ １．８３８ ．１７５ １．２０３ ．９２１～１．５７０

生涯キス経験：１「経験なし」，２「経験あり」

月喫煙：１「吸っていない」２「吸った」

月飲酒：１「飲んでいない」２「飲んだ」

家族SE：１０～３０

向社会的スキル：７～２８

情動的回避：２～８

性的圧力を避ける自己効力感：１「絶対できないと思う」～５「絶対できると思う」

行動意図：１「絶対にないと思う」～５「絶対にあると思う」

結婚前の性交に対する態度：１「全くそう思わない」～６「とてもそう思う」

結婚前の性交に対する態度１：愛し合っている相手であれば，結婚前の性交をしてもかまわない

結婚前の性交に対する態度２：強く好意をもっている相手であれば，結婚前の性交をしてもかまわない

認知された友人の性行動：「親しい友だちはいるが，誰も性交を経験していない」を基準にした，二つのダミー変数を作った

１「性交を経験している友だちがいる」 ２「親しい友だちはいない」

規範意識：１「１０％未満」～４「３０％以上」
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中・高校生を対象とした性交の関連要因に関する研究結

果２）３１）と一致していた．川畑ら２）によれば，性，学校種を

問わず，性交経験者のセルフエスティーム「家族」の得

点は非経験者に比して低い傾向にあった．また，Wild

ら３１）が南アフリカの８年生と１１年生９３９人を対象として

実施した横断調査の結果においても，セルフエスティー

ム「家族」の得点が低いほど，男女ともに性交をするリ

スクが有意に高まるという結果が示された．

本研究に用いたPopeらの家族関係に関するセルフエ

スティーム尺度１７）は，家族の一員としての自分について

の感情を測定しており，「家族にとって自分はどのよう

な存在であるのか」という自己評価である．つまり，家

族関係に関するセルフエスティームが低い青少年は，自

分は家族にとって大切な存在ではなく，親に愛されてい

ないと感じやすい故に，親，ひいては社会に不安や不信

感を抱くこととなり，その反発心から様々な危険行動を

とりやすいと考えられる．また，低い家族関係に関する

セルフエスティームから生じた疎外感や孤独感，無価値

感といった気持ちを埋めるために，愛されている存在で

あることを確認しようとして危険な性行動をとるのかも

知れない．さらに，セルフエスティームが低い青少年は，

仲間やマスメディアからの影響を受けやすいため，様々

な危険行動をとりやすいとも考えられる．これ以外の説

明として，例えば父親もしくは母親がいないといった家

族構成などの家庭環境にかかわる要因が，家族関係に関

するセルフエスティームと性行動の両方に影響する可能

性もあるが，この点については，本研究では調査内容の

中に家庭環境に関する質問項目が含まれていないので，

その可能性を指摘するに留めることとする．

なお，本研究の多変量解析においては，セルフエス

ティーム「家族」と生涯キス経験との間には有意な関係

が認められなかった．この点については，性に関する行

動意図や認知された友人の性行動といったキス経験に直

接影響する他の心理社会的変数の存在や，性交経験とキ

ス経験の違いなどが可能性として考えられる．

� 社会的スキル

本研究の単変量解析及び多重ロジスティック回帰分析

の結果はともに，男子において「向社会的スキル」が高

いほど生涯キス経験のリスクが高いことを示していた．

本研究に用いた「向社会的スキル」尺度１８）は，「困って

いる友だちを助けてあげる」とか「友だちが失敗したら，

励ましてあげる」など，友人関係を向上させるために身

に付けるべき望ましいスキルを測定していると考えられ，

本研究の結果は，生涯キス経験者ほどそうした好ましい

社会的スキルのレベルが高いことを意味する．

川畑ら２）の研究によれば，高校生において，社会的ス

キルと性交経験との間には有意な関係が認められ，性交

経験者の社会的スキルの得点が高い傾向にあった．中学

生においても有意ではなかったものの同様の傾向がみら

れ，本研究の結果と概ね一致していた．キス経験がある

者ほど「向社会的スキル」の得点が高い理由については，

現時点では必ずしも明確ではない．ただし，こうした結

果を解釈する手掛かりとして，中学生におけるセルフエ

スティーム「家族」及び「友人」と喫煙，飲酒行動との

関係について検討した小川ら３２）の研究がある．その結果

によれば，セルフエスティーム「家族」の得点が低く，

セルフエスティーム「友人」の得点が高い群の喫煙，飲

酒経験率が最も高かった．小川らは，家族関係に関する

セルフエスティームが低い者は，学校生活に満足できず，

不安や疎外感を解消するために校外に友人関係を求める

傾向があり，そのような友人関係は健全な信頼関係に基

づくものにはならず，不良交遊に発展するなど，喫煙，

飲酒行動を誘発する可能性があるとしている．即ち，一

般的には対人関係を向上させるために身に付けるべき好

ましいスキルであり，危険行動に結び付くことは考え難

い好ましい社会的スキルが，家族関係に関するセルフエ

スティームが低い者の場合には，キス経験や性交経験な

どの性行動を含む様々な危険行動に結び付くのではない

かと推察される．

３）性に関する心理社会的変数

� 性に関する行動意図

本研究の単変量解析の結果によれば，男女ともにキス

経験がある者ほど，１０代のうちの性交に関して強い行動

意図をもつ傾向が示された．また，多重ロジスティック

回帰分析の結果においても，女子において有意な関係が

認められ，１０代のうちの性交に関して強い行動意図をも

つ者ほど生涯キス経験のリスクが高かった．

これまでに欧米で実施された研究において，様々な健

康関連行動と行動意図との間には密接な関連があること

が示されている．例えば，Smithら３３）が，米国バージニ

ア州の高校生７８５人を対象として実施した横断調査の結

果によれば，喫煙行動と喫煙に関する行動意図との間に

は有意な関係が認められた．また，Songら３４）が，米国の

１８～２５歳の青少年及び成人を対象としてインターネット

を通じて実施した横断調査の結果によれば，禁煙に関す

る行動意図と実際の禁煙行動との間には有意な関係が認

められた．さらに，Faganら３５）が，米国デラウェア州の

高校生３９８人を対象として２００２年に実施した横断調査の

結果によれば，減量に関する行動意図と実際の減量行動

との間には有意な関係が認められた．

Ajzenら３６）が提唱した合理的行為理論によれば，目標

とする「行動」の遂行を決定する最も大きな要因は「行

動意図」であり，「行動意図」は，「行動への態度」と「主

観的規範」によって規定される．即ち，ある行動が自分

にとって好ましいかどうかという評価である「行動への

態度」と，自分以外の誰かがある行動をとるべきだと

思っているという考えである「主観的規範」の相互作用

によって行動意図が形成される．本研究の単変量解析の

結果によれば，キス経験がある者ほど，結婚前の性交に

対して肯定的な態度をもっていたり，性交を経験してい
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る友だちがいると認知する者の割合が高く，同年代の性

交経験率を高く予測する傾向にあった．このことから，

周囲の友人が自分に対して性的に活発であることを期待

していると認知し，それに応えてキスなどの性的行動を

とることが，友人からの賞賛や友人関係の向上などプラ

スの結果をもたらすと評価することによって，性行動を

とる意図が高くなり，実際のキス行動へつながっている

のかも知れない．

� 認知された友人の性行動

本研究の単変量解析の結果によれば，男女ともにキス

経験がある者ほど，性交を経験している友だちがいると

認知する割合が高いことが示された．また，「親しい友

だちはいるが，誰も性交を経験していない」を基準とし

て，多重ロジスティック回帰分析を行った結果によれば，

男子においては有意な関連が認められ，「親しい友だち

はいない」と回答した者は，「親しい友だちはいるが，

誰も性交を経験していない」と認知している者に比べて，

生涯キス経験のリスクが高かった．川畑ら２６）が，全国９

都道府県４９校の小学１年生から高校３年生までの児童生

徒約１３，０００人を対象として１９８９年に実施した横断調査の

結果によれば，高校生において，「仲のよい友人はいな

い」と回答した者は，「喫煙する友人が１人いる」と回

答した者より月喫煙のリスクが高かった．恐らくは，友

人がいないことは思春期の子どもにとって大きなストレ

スを与えたり，セルフエスティームを低下させ，そのこ

とが危険行動をとるリスクを高めるものと考えられる．

３．本研究の意義と今後の課題

本研究の多変量解析の結果によれば，男子においては，

社会的スキルの「向社会的スキル」の得点が高いほど，

親しい友だちがいないと認知している者ほど，女子にお

いては，性に関する行動意図が強い者ほど生涯キス経験

のリスクが高いことが示された．以上の結果より，中学

生の性にかかわる危険行動防止プログラムの要素として，

性に関する行動意図を低減することにかかわる内容，ま

た，好ましいと考えられる社会的スキルが危険行動に結

び付かないための働きかけに関する内容を含むべきこと

が示唆された．具体的には，セルフエスティーム，とり

わけ家族関係に関するセルフエスティームを高めること

によって，良い友人関係を形成し，好ましい社会的スキ

ルが，健康的な行動に結びつくような働きかけを考えて

いくことが必要である．

本研究において新たに得られた知見の一つは，我が国

高校生の性交経験の関連要因と，本研究の中学生のキス

経験の関連要因はほぼ一致していたことである．中学生

の性行動とキス経験との間には密接な関係があることと

併せ考えると，生涯性交経験率の低い中学生においては，

キス経験を性にかかわる危険行動の指標として用い，そ

の関連要因を包括的に検討することによって，将来の性

にかかわる危険行動を防止することに寄与することが期

待される．二つ目は，他の危険行動と同様に，性行動に

関しても性に関する行動意図が重要な関連要因であるこ

とが示された点である．今後は，今回の横断調査や現在

継続中の縦断調査の結果に基づいて，性に関する行動意

図に影響する要因をさらに詳細に明らかにし，行動変容

に有効なプログラムの具体的内容について示唆を得たい

と考える．

一方，本研究の限界として，調査対象がランダムサン

プルに基づく標本ではないことが挙げられる．そのため，

本研究の結果を一般化するには慎重でなければならない．

今後は様々な対象集団に対する調査を実施し，結果の再

現性を確認することとする．
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�．はじめに

養護教諭の養成の歴史的変遷は，大谷１）が詳述してい

るが，一般の教諭とは異なる多様な養成課程が混在した

まま現在に至っている．文部科学省（２０１０）の採用者の

学歴別内訳２）によれば，一般教員のほとんどが教員養成

大学卒と一般四年制大学卒であるのに比べ，養護教諭は

短期大学卒が２５％くらいを占めていた．養護教諭は，戦

後の教育改革の際に打ち立てられた「教員養成は大学（四

年制）で行うものとする」という原則に，未だ達してい

ない３）といわれていたが，徐々に大学での養成に移行し

ていることがわかる．

養護教諭免許授与件数（２００４）３）では，一種免許状が横

ばいなのに対して，短大をはじめとする大学で授与され

た二種免許状は四割減少し，それ以外で養成された授与

件数が倍増している．つまり，保健師付帯などの授与が

増加していることを示し，これは学校における教育実習

も大学における教職課程科目の履修も経ずに普通免許状

を取得した件数が多いことを表している４）．保健師免許

による養護教諭二種免許状の授与については，取り扱い

の変更が行われたが，教育職員免許法施行規則により

「日本国憲法」等４科目の取得が義務づけられた５）だけ

養成課程による養護教諭の職務意識の差異

久 保 昌 子

京都市立紫野高等学校

The Differences in Yogo Teachers Perspectives of Functions Produced
in Yogo Teacher Education Courses

Masako Kubo

Kyoto Municipal Murasakino Senior High School

The purpose of this study is to make clear the difference of the perspectives among Yogo teachers in

terms of the educations they received, and to show the issues they have. Based on the historical changes of

Yogo teacher education, they are classified into three groups:“nursing-course”,“university”and“junior-

college”, according to the education they received. They are sub-classified by the years of their work experi-

ence.

A paper survey was conducted on Yogo teachers in three prefectures, and the number of valid responses

was４９３.“Sense of load,”“emphasis,”“self-confidence”and“consideration in dealing with students individu-

ally”were analyzed about Yogo teachers’perspective of functions, searching for a common factor in functions

and classifying the answers into some types of functions. Through the analysis of variance, the following re-

sults have become clear.

Yogo teachers from junior colleges, with less than five years of work experience, got high scores on the

“emphasis”about the school health factor, while those with more than２６years of work experience got low

scores.

Yogo teachers from universities working for larger schools, got low scores on the“self-confidence”about

the mental care factor, and those with less than five years of work experience, got the lowest scores on the

“self-confidence”of the physical management factor.

Yogo teachers from nursing courses working for larger schools got high scores on the“self-confidence”of

the mental care factor. Those working for more than２６years got the highest scores both on the“emphasis”

about the school health factor, and on the“self-confidence”of the physical management factor.

As for“consideration in dealing with students individually,”scores are the highest with Yogo teachers

from nursing courses, and the lowest with those from junior colleges, regardless of the years of their work ex-

perience.

From these results, the difference of Yogo teachers’perspective of functions, produced in the courses of

Yogo teacher education, has become clear.

Key words：yogo teacher, courses for qualification, perspective of function, years of work expe-

rience, analysis of variance

養護教諭，養成課程，職務意識，勤務経験年数，分散分析
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で，養護教諭の資質能力の向上が重視されたとはいえな

い．

さらに，養護教諭免許状の課程認定状況を平成１６年と

平成２２年６）とで比較してみると，短大が８校減少したの

に対して，国公立大学は６校増加し，私立大学は２４校か

ら７０校へと著しい増加をしていた．それは，養護教諭の

養成が教員養成学部や看護学部だけでなく，健康保健系

や福祉系など多岐にわたることを示している．養護教諭

の専門性を支える養成の基盤が見えにくくなっており，

専門的能力に関わる「養護に関する科目」での読み替え

措置が多々行われ，最小限必要な資質能力を揺るがす状

況である７）といわれているが決して過言ではない．育て

るべき養護教諭像が定まらぬまま，最小限の養成カリ

キュラムで，採用試験対策にシフトしているかのような

感を抱かせられるような実態もあり，養護教諭の今後が

憂慮される．

養護教諭が実際の職務に就いた場合，養成課程の別に

関わらず同じレベルの専門性を求められ，免許状の種類

が異なることによる職務の違いはない．そのため，養護

教諭は自らの専門性や免許の存在意義について常に意識

せざるを得ない状況におかれてきたと考える．同じよう

に養護教諭として勤務していても，校種，学校規模，経

験年数が異なれば，養護教諭の職務内容が異なることが

明らかにされてきた８－１３）．学校の持つ実態だけではなく，

保健室を経営する養護教諭自身の問題として経験年数が

大きく影響していることが明らかになっているが，それ

以外の要因として，養成課程が考えられる．

そこで，養護教諭養成の歴史的変遷をふまえ，現職の

養護教諭を出身校や看護師免許の有無から【看護系：看

護師免許を持つもの】【四大系：看護系以外の教育学部・

栄養学部・保健学部等の四年制大学を卒業した者】【短

大系：短期大学で養護教諭２種免許を取得したもの】の

３群に分け，勤務経験年数別に，その意識の差異とそこ

から見える課題を明らかにすることを目的とした．

仮説として，養成課程ごとに次の点を設定した．養護

教諭の養成段階でその基本となるカリキュラムは共通に

学んでいたとしても養成校種ごとに教育内容に違いや深

浅がある１４）１５）と考えられるからである．

１．【短大系】は，養成期間や教育内容が限られている１６）

ため，職務に対する重点をおきたい気持ちや自信の程

度が低いのではないか．

２．【看護系】は，看護学について多くの時数及び実習

時間を学んでいる１７）ため，救急処置や感染症予防に関

する意識が高いのではないか．

なお，【四大系】は，本研究では多様な学部にわたる

ため傾向を探るだけにとどめることとする．

�．方 法

１．調査対象

Ａ県（２２７名），Ｂ県（３２６名），Ｃ県（９０名）の養護教

諭，合計６４３名．３県の研究会が主催する研修会におい

て，当日の参加者に対して調査を依頼した．無記名自己

記入式質問調査票を作成し，調査目的を説明し配布した．

Ａ県は，当日記入してもらったものを回収（回収率

７４．０％）し，Ｂ，Ｃ県は当日中に記入したものを郵送し

てもらった（回収率Ｂ県７７．６％，Ｃ県９３．５％）．記入の

不備があったものや少人数の校種（幼稚園や小中一貫校

勤務等）を除いた．有効回答者数は４９３名，除外件数３１

名（未記入２２名，幼稚園８名，小中一貫校１名）であった．

２．調査時期

２００９年８月（Ａ，Ｂ県），２０１０年８月（Ｃ県）

３．倫理的配慮

調査にあたっては，本調査の目的を口頭で説明し，さ

らに「収集したデータは量的に分析し，個人が特定され

ることのないこと」を説明した．また，調査目的に同意

しない場合は提出しなくてよいと説明した．

４．調査内容

１）養護教諭の属性

勤務している校種，卒業した養成機関，保健主事任用

の有無，複数配置の有無，保健学習を行うに当たっての

兼職発令の有無，保健室登校，虐待，特別支援教育との

関わりについて選択式で回答を求めた．児童生徒数，勤

務経験年数については，実数で回答を求めた．

なお，保健主事任用の有無，複数配置の有無，兼職発

令の有無，保健室登校，虐待，特別支援教育との関わり

については，今回の分析には含めなかった．

２）職務意識項目

主な職務を１５に分類し，各項目について，時間をとら

れていると負担に感じる程度（以後，「負担感」），重点

をおきたい程度（以後，「重点」），自信をもっている程

度（以後，「自信」）についてそれぞれ回答を４件法で求

めた．「負担感」は「０：あまり多くない」「１：やや多

い」「２：かなり多い」「３：非常に多い」の４件法で回

答を求めた．「重点」は「０：あまり思わない」「１：少

し重点をおきたい」「２：かなり重点をおきたい」「３：

非常に重点をおきたい」の４件法で，重点をおきたい気

持ちの程度の回答を求めた．「自信」は「０：自信がな

い」「１：やや自信がない」「２：少し自信がある」「３：

自信がある」の４件法で回答を求めた．

主な職務とは，�健康診断・保健行事 �保健指導

（個別） �保健指導（集団） �保健学習 �救急処置

�心の相談活動 �感染症の予防 	学校環境衛生 


児童生徒保健委員会活動 �校内組織活動 �地域関係

機関連携 
安全危機管理 �特別支援 �保健室登校

�事務処理，である．これらの職務の分類については，

岡山県学校保健会養護教諭部会（２００７）８）の調査項目を修

４３１久保：養成課程による養護教諭の職務意識の差異



正して使用した．

３）個別対応時に意識することの程度について

「０：あまり意識していない」「１：少し意識して」

「２：かなり意識して」「３：強く意識して」の４件法

で回答を求めた．

意識することは，�医学的な知識 �発達段階の課題

�健康診断で得た情報 �保健調査票で得た情報 �校

内体制を生かして �１人で抱え込まない �地域の

ネットワーク 	家庭や生活背景 
今後の見通し（成

長や進路） �基本的生活習慣 �友だち関係，である．

これらの項目については，日本学校保健会「保健室利用

状況に関する調査報告書」（２００８）１７）の児童生徒の主な背

景要因を参考に選定した．

統計分析は，SPSS１５．０J for Windowsを用い，平均

値の差の検定は分散分析により行い，多重比較はTukey

の検定を用い，その後の交互作用について更なる検定を

行った．

�．結 果

１．分析対象

１）養成課程別クロス集計結果

表１のように，Ａ県は【短大系】が非常に多い（７３．０％）．

Ｂ県は【短大系】が多く（６１．７％），次いで【看護系】

が多い（２４．０％）．Ｃ県も【短大系】が多かった（５３．５％）

が，次いで【四大系】が多かった（３７．２％）．（χ２＝３９．１９９，

df＝４，ｐ＜．００１）．

経験年数別には，【短大系】は経験年数２６年以上

（８３．５％）が最も多く，経験年数が少なくなるにつれて

減少し，５年以下では２８．４％である．【四大系】では，

６―１５年は２２．３％，５年以下は３９．２％であり，増加傾向

がみられる．【看護系】は経験年数２６年以上が最も少な

く（６．４％），経験年数が少なくなるに従って増加し，

５年以下では３２．４％である（χ２＝９７．６０７，df＝６，ｐ

＜．００１）．

勤務する校種別では，【短大卒】の人数が多いため，

どの校種も【短大卒】の割合が大きいが，「高等学校」

では【四大系】が多く（３０．８％），「特別支援学校」では

【看護系】が多い（χ２＝２１．３９６，df＝６，ｐ＝．００２）．

児童生徒数（学校規模）は，小規模校（４００人以下）・

中規模校（４０１～７００人），大規模校（７０１人以上）に分類

したが，養成課程による特徴は見られなかった．

２．職務に関する因子

平成１９年の保健体育審議会答申で「養護教諭の新たな

役割」として九つの具体的職務が明示されたが，時代の

ニーズや学校実態に応じて職務の果たす役割が異なるこ

とを意識しながら働いている養護教諭は少なくない．そ

こで，職務を１５に細分化し，職務にどのような因子が関

与しているかを明らかにするために因子分析を行った．

初めに主成分分析による固有値変動（スクリープロット）

を参考にして因子数を決定した．「職務」に関する負担

感，重点，自信についてはそれぞれ因子数を４，個別対

応時に配慮することは因子数を３とし，最尤法により因

表１ 養成課程と属性の関係

項 目 区 分
看 護 系 四 大 系 短 大 系 全 体

χ２
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

地 域

Ａ県 １７ １０．７ ２６ １６．４ １１６ ７３．０ １５９ １００．０

＊＊＊Ｂ県 ６１ ２４．０ ３４ １３．７ １５３ ６１．７ ２４８ １００．０

Ｃ県 ８ ９．３ ３２ ３７．２ ４６ ５３．５ ８６ １００．０

勤務経験年数

５年以下 ３３ ３２．４ ４０ ３９．２ ２９ ２８．４ １０２ １００．０

＊＊＊
６～１５年 ２４ ２３．３ ２３ ２２．３ ５６ ５４．４ １０３ １００．０

１６～２５年 １７ １７．０ １０ １０．０ ７３ ７３．０ １００ １００．０

２６年以上 １２ ６．４ １９ １０．１ １５７ ８３．５ １８８ １００．０

校 種

小学校 ５１ １５．５ ６４ １９．５ ２１３ ６５．０ ３２８ １００．０

＊＊
中学校 １７ １５．５ １４ １２．７ ７９ ７１．８ １１０ １００．０

高等学校 １１ ２８．２ １２ ３０．８ １６ ４１．０ ３９ １００．０

特別支援学校 ７ ４３．８ ２ １２．５ ７ ４３．８ １６ １００．０

規 模

小規模（～４００人） ５４ ２０．０ ３９ １４．４ １７７ ６５．６ ２７０ １００．０

中規模（４０１～７００人） ２３ １５．６ ３０ ２０．４ ９４ ６３．９ １４７ １００．０

大規模（７０１人以上） ９ １１．８ ２３ ３０．３ ４４ ５７．９ ７６ １００．０

合 計 ８６ ９２ ３１５ ４９３

注）＊ｐ＜．０５，＊＊ｐ＜．０１，＊＊＊ｐ＜．００１

４３２ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



子抽出を行い最終的にプロマックス回転を行った．

１）職務の負担感に関する因子

因子負荷の高い職務内容から，各因子を表２のように

命名した．第１因子は，「感染症の予防」「環境衛生」「校

内組織活動」「地域関係機関との連携」「安全・危機管理」

「特別支援教育の対応」の負荷が高く【環境・組織】に

関する因子と命名した．第２因子は，「健康診断・保健

行事」「救急処置」「事務処理」の【身体管理】に関する

因子であった．第３因子は，「保健指導（個別）」「心の

相談活動」「保健室登校の対応」の【心のケア】に関す

る因子であり，第４因子は，「保健指導（集団）」「保健

学習」「児童生徒保健委員会活動」の【保健教育】に関

する因子であった．各因子に高く負荷する項目を用いて

尺度を作成し，尺度の信頼性を調べるためにα係数を求
めた．

２）職務の重点に関する因子

因子負荷の高い職務内容から，各因子を表３のように

命名した．第１因子は，「環境衛生」「校内組織」「地域

表２ 職務１５項目（負担感）の因子分析（最尤法，プロマックス回転）

職 務
因 子

共通性
α係数

（因子名）１ ２ ３ ４

１１）地域や関係機関との連携 ．７６６ －．１８１ ．０４３ ．０２０ ．５０９ ０．８０１

１２）学校安全・危機管理 ．６９５ ．００６ ．０３６ ．０３７ ．５４３ （環境・組織）

１０）校内組織活動（健康情報センター的機能を含む） ．５９１ ．１０８ －．０３５ ．０７９ ．４８０

１３）特別支援の必要な児童・生徒への対応 ．４９０ ．０２６ ．２６７ －．２１４ ．３２８

８）学校環境衛生活動 ．４８９ ．０４２ －．０６０ ．２５７ ．４５７

７）感染症の予防・疾病の予防 ．３９２ ．２２７ ．０８６ ．１５７ ．４９８

１）健康診断・保健行事（事後措置を含む） －．１８４ ．９１０ －．０２０ －．０１０ ．６６３ ０．７５０

１５）事務処理 ．０７６ ．７１９ ．０２０ －．１１９ ．４９８ （身体管理）

５）救急処置（処置の際の指導も含む）・救急体制 ．０９７ ．６３２ －．００４ －．０７４ ．４１６

６）心の相談活動 －．０３０ －．０５９ ．８６５ ．０１７ ．６９８ ０．６９６

２）保健指導（個別）・健康相談 －．０７９ ．０８４ ．５６７ ．３０９ ．５２２ （心のケア）

１４）保健室登校の児童・生徒への対応 ．２１９ ．０３０ ．４８３ －．１６５ ．３２８

３）保健指導（集団・ほけんだよりを含む） －．０４２ ．０７９ ．０４２ ．６８６ ．５２４ ０．５９１

４）保健学習（保健の教科書を使った授業） ．０４０ －．２１０ ．０１８ ．５４３ ．２３０ （保健教育）

９）児童・生徒の委員会活動 ．２９４ ．０５９ －．１７５ ．４１１ ．３８４

寄与 ５．１２５ １．５１６ １．４２５ １．０６３

寄与率（％） ３４．１ １０．１ ９．５ ７．０

表３ 職務１５項目（重点）の因子分析（最尤法，プロマックス回転）

職 務
因 子

共通性
α係数

（因子名）１ ２ ３ ４

１５）事務処理 ．５３４ ．３００ －．０８７ －．１３９ ．３８６ ０．５７１

８）学校環境衛生活動 ．５０１ ．１７８ －．１４５ ．１７５ ．３７１ （環境・組織）

１１）地域や関係機関との連携 ．４３１ －．０５６ ．１３２ ．２０４ ．３５６

１０）校内組織活動（健康情報センター的機能を含む） ．４１９ －．０３５ ．０７６ ．３２０ ．４０７

１２）学校安全・危機管理 ．２９９ ．０９９ ．００８ ．０１９ ．１３１

５）救急処置（処置の際の指導も含む）・救急体制 ．１１１ ．６８８ ．０６８ －．１０５ ．５２８ ０．６９９

１）健康診断・保健行事（事後措置を含む） ．１２０ ．６２２ －．０９１ ．００４ ．４１２ （身体管理）

７）感染症の予防・疾病の予防 ．２１４ ．４７１ ．０９４ ．０４３ ．４３７

６）心の相談活動 －．０７６ ．０１３ ．７４６ ．０３０ ．５３６ ０．７０２

１４）保健室登校の児童・生徒への対応 ．２４６ －．０９６ ．５５２ －．０１５ ．４３６ （心のケア）

２）保健指導（個別）・健康相談 －．１８７ ．２７２ ．４７７ ．１６７ ．４４２

１３）特別支援の必要な児童・生徒への対応 ．４１７ －．０２６ ．４４０ －．１９６ ．４２７

９）児童・生徒の委員会活動 ．０４９ －．０６４ －．０２９ ．６７３ ．４２４ ０．６０４

３）保健指導（集団・ほけんだよりを含む） －．１０５ ．２２２ ．００３ ．５６６ ．４３０ （保健教育）

４）保健学習（保健の教科書を使った授業） ．１７５ －．１６７ ．０３０ ．４４７ ．２４２

寄与 ４．４７４ １．４４２ １．２５９ １．１１８

寄与率（％） ２９．８ ９．６ ８．３ ７．４

４３３久保：養成課程による養護教諭の職務意識の差異



関係機関との連携」「安全・危機管理」「事務処理」の負

荷が高く【環境・組織】に関する因子であった．第２因

子は「健康診断・保健行事」「救急処置」「感染症の予防」

の【身体管理】に関する因子であり，第３因子は，「保

健指導（個別）」「特別支援教育の対応」「心の相談活動」

「保健室登校の対応」の【心のケア】に関する因子であ

り，第４因子は「保健指導（集団）」「保健学習」「児童

生徒保健委員会活動」の【保健教育】に関する因子であっ

た．

３）職務の自信についての因子

因子負荷の高い職務内容から，各因子を表４のように

命名した．第１因子は「健康診断・保健行事」「救急処

置」「感染症の予防」「環境衛生」「安全・危機管理」「事

務処理」の負荷が高く【身体管理】に関する因子であっ

た．第２因子は「心の相談活動」「特別支援教育の対応」

「保健室登校の対応」の負荷が高く【心のケア】に関す

る因子であった．第３因子は「児童生徒保健委員会活動」

「校内組織」「地域関係機関との連携」の【環境・組織】

に関する因子であり，第４因子は「保健指導（個別）」「保

健指導（集団）」「保健学習」の【保健教育】に関する因

子であった．【環境・組織】に関する因子と【心のケア】

に関する因子は，負担感，重点，自信で，含まれる職務

が若干異なるが，同じ因子名を命名した．

因子の寄与率が高かったのは，負担感と重点では【環

境・組織】に関する因子であり，自信では，【身体管理】

に関する因子寄与率が高かった．これらのことから，養

護教諭は，相対的に【身体管理】に関する因子が，自信

をもつ職務として大きな因子であり，負担感と重点に関

しては寄与率が低い因子であることが分かった．また，

【環境・組織】に関する因子は，負担感と重点について

大きな因子であるのに対して，自信をもつ職務としては

小さな因子であった．

４）個別対応時に配慮する因子

表５のように，第１因子は「医学的な知識」「発達段

階」「健康診断」「保健調査票」の負荷が高く，養護教諭

と保健室が持つ【専門知識・情報】に関する因子であっ

た．第２因子は「家庭や生活背景をふまえて」「今後の

見通し」「基本的習慣」「友だち関係」の【生活背景】に

関する因子であった．第３因子は「校内体制」「一人で

抱え込まない」「地域ネットワーク」の【連携】に関す

る因子であった．

３．養成課程・学校規模と職務意識

職務に対する負担感と重点と自信，及び，個別対応時

に配慮する因子をそれぞれ従属変数として，学校規模と

養成課程を独立変数として，３（学校規模：小規模４００

人以下，中規模４０１～７００人，大規模７０１人以上）×３（養

成課程：看護系，四大系，短大系）の分散分析を行った．

１）自信得点について

心のケア因子について，図１のように交互作用があっ

た（Ｆ（４，４８６）＝７．３６６，ｐ＜．０５）．

多重比較の結果，４００人以下の小規模校の自信得点は，

【短大系】が【看護系】より有意に高かった（ｐ＜．０５）．

４０１～７００人の中規模校では，【短大系】が【四大系】よ

り有意に得点が高かった（ｐ＜．０５）．７０１人以上の大規

模校では，【短大系】は【四大系】より有意に得点が高

く（ｐ＜．００１），【四大系】は【看護系】よりも有意に得

点が低かった（ｐ＜．０１）．

【短大系】と【看護系】は，規模による自信得点には

表４ 職務１５項目（自信）の因子分析（最尤法，プロマックス回転）

職 務
因 子

共通性
α係数

（因子名）１ ２ ３ ４

７）感染症の予防・疾病の予防 ．８０６ －．０１２ ．１３７ －．１２１ ．６６０ ０．８３９

５）救急処置（処置の際の指導も含む）・救急体制 ．６８１ ．２４８ －．２１６ ．０３２ ．５６８ （身体管理）

８）学校環境衛生活動 ．５５１ －．１８６ ．３６８ －．０２７ ．４９３

１）健康診断・保健行事（事後措置を含む） ．４９１ －．０９１ －．０２０ ．４１２ ．５６５

１２）学校安全・危機管理 ．４４４ ．０８５ ．３２０ －．００６ ．５５０

１５）事務処理 ．３２０ ．００６ ．１０２ ．２１０ ．３１０

１４）保健室登校の児童・生徒への対応 －．０５６ ．８２１ ．１００ －．０２９ ．６９１ ０．８１６

１３）特別支援の必要な児童・生徒への対応 －．０６２ ．６７２ ．１４８ ．０３７ ．５６１ （心のケア）

６）心の相談活動 ．１８９ ．６６１ －．０６１ ．０２１ ．５８７

１１）地域や関係機関との連携 －．００７ ．２１２ ．５９３ －．０２９ ．５０９ ０．７５６

１０）校内組織活動（健康情報センター的機能を含む） ．０９９ ．１６７ ．５８４ ．０２０ ．５９８ （環境・組織）

９）児童・生徒の委員会活動 ．０１２ －．０６６ ．５２６ ．２０６ ．３９８

３）保健指導（集団・ほけんだよりを含む） －．０１６ －．０１５ ．０６６ ．８１５ ．６９５ ０．６７６

４）保健学習（保健の教科書を使った授業） －．１２６ ．０４６ ．２８３ ．４５７ ．３６２ （保健教育）

２）保健指導（個別）・健康相談 ．１８０ ．２３０ －．０８３ ．３７５ ．３９０

寄与 ６．６３７ １．１６５ １．０１３ ．９２６

寄与率（％） ４４．２ ７．７ ６．７ ６．１

４３４ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



有意差はみられなかったが，【四大系】においては，大

規模校の自信得点は小規模校に比べて有意に得点が低く

（ｐ＜．０５），中規模校に比べても有意に得点が低かった

（ｐ＜．０５）．その他の因子について有意差はみられな

かった．

４．養成課程・勤務経験年数と職務意識

職務に対する負担感と重点と自信，及び個別対応時に

配慮する因子について，勤務経験年数と養成課程を独立

変数として，４（勤務経験年数：５年以下，６～１５年，

１６～２５年，２６年以上）×３（養成課程：看護系，四大系，

短大系）の分散分析を行った．

１）重点をおきたい程度（以下，重点得点）について

保健教育因子について，図２のように交互作用があっ

た（Ｆ（６，４８０）＝１０．８６４，ｐ＜．００１）．多重比較の結果，

経験年数においては，「６～１５年」では，【短大系】が【看

護系】より重点得点が有意に高かった（ｐ＜．０５）．また，

「２６年以上」では，【看護系】が【短大系】より得点が

有意に高かった（ｐ＜．００１）．

【短大系】では，経験年数による重点得点には有意差

がなかったが，【看護系】は，「２６年以上」が最も得点が

高く，「～５年」（ｐ＜．００５），「６～１５年」（ｐ＜．００１），

「１６～２５年」（ｐ＜．０５）に比べて，全ての経験年数に対

して有意に得点が高かった．【四大系】では，「２６年以上」

が「６～１５年」より有意に得点が高かった（ｐ＜．０５）．

２）自信をもっている程度（以下，自信得点）について

身体管理因子について，図３のように交互作用があっ

た（Ｆ（６，４７８）＝１６．７６４，ｐ＜．０５）．多重比較の結果，

経験年数においては，「２５年以下」では有意差がなかっ

たが，「２６年以上」で，【看護系】が【四大系】より自信

得点が有意に高く（ｐ＜．０５），また，【短大系】よりも

図１ 職務に対する自信（心のケア因子） 図２ 重点をおきたい職務（保健教育因子）

表５ 個別対応時の配慮１１項目の因子分析（最尤法，プロマックス回転）

質 問 項 目
因 子

共通性
α係数

（因子名）１ ２ ３

４）保健調査票で得た情報をふまえて対応している ．８５６ ．０４１ －．０８４ ．６１８ ０．７５０

３）健康診断で得た情報をふまえて対応している ．７５８ －．０９１ ．１０９ ．５７８ （専門知識・情報）

１）医学的な知識をふまえて対応している ．４３６ ．１４６ －．０７６ ．６０９

２）発達段階の課題を理解して対応している ．２８５ ．２２４ ．１４４ ．４９８

８）家庭や生活背景をふまえて対応している ．０４３ ．６９０ －．０２１ ．４７９ ０．７６６

１１）友だち関係について情報を得て対応している ．０２８ ．６０９ －．０２８ ．３９２ （生活背景）

１０）基本的生活習慣をふまえて対応している ．１７３ ．５８３ ．０２１ ．５２９

９）今後の見通し（成長や進路等）をもって対応している －．１０６ ．５６９ ．２５５ ．５４５

５）校内体制を生かして対応している ．１５１ －．１０５ ．７４４ ．４８８ ０．６４３

６）一人で抱え込まないように対応している －．１１８ ．１３８ ．５４７ ．４７８ （連携）

７）地域にネットワークを作って対応している －．０２７ ．０５９ ．５１４ ．３８５

寄与 ４．３８８ １．２１３ ．９６９

寄与率（％） ３９．８ １１．０ ８．８
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有意に高かった（ｐ＜．００１）．

養成課程別には，どの養成課程も経験年数が増加する

につれて，自信得点は高くなり，経験年数要因に有意差

があることが分かった．特に，【看護系】は，「２６年以上」

が最も自信得点が高く，他の経験年数群に対して有意に

自信得点が高かった（ｐ＜．００１）．【四大系】は，「～５

年」が，他の経験年数群に対して有意に得点が低かった

（ｐ＜．００１）．

３）個別対応時に配慮する因子について

図４のように専門知識・情報因子について，養成課程

要因に有意差があり，（Ｆ（２，４７９）＝２４．９４６，ｐ＜．００５），

経験年数要因も有意差があった（Ｆ（３，４７９）＝４２．３０１，

ｐ＜．００１）．全ての経験年数において，【看護系】が最も

得点が高く，次いで【四大系】であり，【短大系】が最

も低いことが明らかになった．

�．考 察

因子分析と分散分析によって明らかになったことがら

について，仮説に基づいて述べ，養成課程の特徴につい

て言及する．

１．養成課程の特徴について

１）【短大系】の特徴について

学校規模要因について，【短大系】の自信得点（心の

ケア因子）は，規模による差がみられず，【看護系】【四

大系】よりも高かった．

また，勤務経験年数要因については，経験年数６～１５

年の重点得点（保健教育因子）は，【短大系】が【看護

系】【四大系】よりも有意に高く，自信得点（身体管理

因子）の経験年数５年以下では，【四大系】よりも高かっ

た．以上の点は，仮説１とは異なった結果であった．

しかし，経験年数に伴う推移をみると，重点得点（保

健教育因子）の２６年以上では，【短大系】は【看護系】

より有意に得点が低く，また，自信得点（身体管理因子）

の２６年以上においても，【短大系】は【看護系】より有

意に得点が低かった．個別対応時の配慮（専門知識・情

報因子）については，全ての経験年数で【短大系】の得

点が低かった．これらの結果から，経験年数の推移を考

慮すると，仮説１を支持する結果であったと考えられる．

短期大学での養護教諭養成教育の問題点として，先行

研究では，養成期間や教育内容等の点で現状条件のもと

ではprofessionalな養護教諭を養成することが難しいと

述べている．１６），また，短大という短い教育期間で学生

の資質を高めるという課題をクリアするには，入学生の

資質をまず問わねば成り立たない１８）と指摘されている．

本研究結果では，これらの先行研究とは一部異なる結

果であった．【短大系】経験年数５年以下の者は，重点

得点（保健教育因子）と自信得点（心のケア因子，身体

管理因子）が高かったことから，職務に対して意欲的で

あり，自信があることがうかがえた．平成２２年度採用状

況２）では，養護教諭の新規学卒者は２４．１％であった．短

期大学卒の採用割合が年々減少する状況にあって，多く

の短期大学卒業者は講師として勤務経験を重ねていると

考えられる．現場の経験から学ぶことで，本調査結果の

ように，職務に対する意欲と自信が見られたのかも知れ

ない．いずれにしても，【短大系】は卒後の研修の必要

性が高いとともに，その意義が大きいと考えられる．実

際に，短大卒業後，勤務する中で，１種免許を取得した

り，他大学や大学院に進学したりして，意欲的に資質を

高める養護教諭も少なくない．それは，２年間という養

成課程の短さに起因しているのかもしれない．

２）【看護系】の特徴について

自信得点（身体管理因子）は，２６年以上で【看護系】

が【四大系】【短大系】よりも有意に得点が高かった．

図３ 職務に対する自信（身体管理因子）

図４ 個別対応（専門知識・情報因子）

４３６ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



個別対応時の配慮（専門知識・情報因子）は，全ての経

験年数において，【看護系】が最も得点が高かった．以

上のことから，仮説２を指示する結果であったと考えら

れる．

学校規模要因について，【看護系】の自信得点（心の

ケア因子）は，大規模校では【四大系】よりも有意に高

かった．児童生徒数が多くなるほど，対応する個別対応

事例が増加するので，個別対応時に専門知識・情報を修

得し，心のケアの自信得点が高くなったと考えられる．

勤務経験年数要因について，職務の重点得点（保健教

育因子）は，６～１５年で，【看護系】は【短大系】より

有意に低かったが，２６年以上では【看護系】が【短大系】

より有意に高いことが明らかになった．６～１５年におけ

る【看護系】の重点得点の低さは，教育課程や学校組織

への理解の不足から生じていると考えられ，養成課程で

の課題と考える．

【看護系】の看護実習は１年以上をかけて行われる．

個別にケースを担当し，個別の看護計画を立て疾病の理

解と日々の観察と指導が継続して行われる．そのプロセ

スを経て，専門知識が修得されると考えられる．

看護能力の形成は，養護教諭の資質向上に必須要件で

あり，養成大学での「看護学１０単位」の内容が問題であ

る１９）と言われている．養護教諭養成課程の学生と看護課

程学生との比較をした結果，はるかに多くの臨床実習課

程を終えた看護課程学生とは経験による差が著明に表れ

ており，養護教諭養成課程の学生には疾患の特徴の理解

と共に病態の理解をできるような教授法が必要である２０）．

教育学部系の立場から，卒業生に調査した結果，卒前教

育で不十分だったこととして，救急時の看護以外，すな

わち慢性的な症状を呈する者や心理的・社会的事情を十

分配慮しなければならない者を対象に取り組むための理

論と方法（技術）を挙げている２１）．これらは，同様の結

果と考えられる．

また，健康問題発見の根拠としての項目を列挙した２１）

が，本調査の個別対応時に配慮する因子「専門知識・情

報」と重なるところでもある．本調査では，個別対応時

の専門知識・情報因子は，【看護系】が全ての経験年数

で最も得点が高かった．この結果から，養護実習に個別

のケースを継続的に観察していくという看護実習のよう

な視点も必要ではないかと考える．

さらに，各科の看護実習を経験する中で，簡潔に要点

を伝えるという訓練（申し送り）やチームで働くという

経験をする．対象である患者は多様な年齢層であり，患

者を理解・支援するためのコミュニケーション２２）２３）を通

して人間関係づくりを鍛えられる．これらは，教育実習

では得難い経験ではないだろうか．昨今，さまざまな課

題を抱える児童生徒の対応を考えるときに，校内のみな

らず地域でのチーム支援や他職種との連携は重要性を増

し２４），そのコーディネータ的役割は養護教諭の力量に委

ねられているといっても過言ではない．

３）【四大系】の特徴について

� 学校規模要因について

自信得点（心のケア因子）は，中規模校では【四大系】

は【短大系】よりも有意に得点が低かった．大規模校で

は，【短大系】【看護系】よりも【四大系】は有意に自信

得点が低いことが明らかになった．

� 勤務経験年数要因について

重点得点（保健教育因子）は，経験年数６～１５年で【短

大系】より【四大系】の得点が有意に低かった．自信得

点（身体管理因子）は，２６年以上で【看護系】より有意

に得点が低かった．経験年数が増加するにつれて，自信

得点も高くなっていくが，５年以下の自信得点は最も低

かった．

個別対応時の配慮（専門知識・情報因子）は，全ての

経験年数で【看護系】と【短大系】の間であった．

【四大系】は，教育学部系，家政学部，栄養学部，保

健学部等の多様な学部が含まれているため，特色を集約

することに限界があると考えられる．

２．養成課程別クロス集計結果から

Ａ，Ｂ，Ｃ県の出身養成課程の特徴については，地元

にある養成課程の種類によるものと考えられる．主に，

Ａ県は私立短期大学，Ｂ県は公立医学部看護学科，Ｃ県

は国立教員養成大学で養護教諭が養成されていると考え

られる．養護教諭養成機関の偏在化２５）がうかがえる．

勤務経験年数との関係では，経験年数の多い者は【短

大系】が多く，経験年数２６年以上は８３．５％，１６～２５年で

は７３．０％を占めていたが，漸次減少し，５年以下では

【看護系】が３２．４％，【四大系】が３９．２％で，【短大系】

は２８．４％と逆転している．これは，採用者学歴別内訳２）

とほぼ同じ割合であった．養護教諭免許状の認定課程を

有する大学等６）の推移による変化とも重なり，５年以下

の養護教諭は多様な養成課程を卒業した者が混在してい

る状況と理解される．採用後の研修の重要性が増してい

ると考える．

�．本研究の限界と今後の課題

本研究では，養成課程によって，異なる職務意識や要

因間の関連が明らかになった．しかし，養護教諭の職務

全般に関する養成課程と職務意識に関する部分のみに焦

点を当てたので，扱わなかった項目が多数ある．また，

現職の養護教諭が自らの養成課程を振り返っての調査を

行わなかった点，及び現職での継続的な研修経験に関す

る調査を行わなかった点について不十分であったと考え

る．

本研究では特に教育学部系の養成課程に焦点を当てな

かったが，先行研究が数多く行われている教育学部系と

近年設置された養成課程との基礎教育の差は大きいと推

測され，養成教育プログラムの視点２６）から，今後の研究

課題と考える．

本調査結果では，【看護系】の２６年以上の重点得点（保

４３７久保：養成課程による養護教諭の職務意識の差異



健教育因子）と自信得点（身体管理因子）が高くなると

いう差異が明らかになった．ただし，基礎教育として学

んだことや実習を通して培われた経験が，勤務経験年数

２６年以上を経過しても影響があるかどうかは定かではな

い．

�．結 語

養護教諭養成の歴史的変遷をふまえ，現職の養護教諭

を【看護系】【四大系】【短大系】の３群に分け，勤務経

験年数別に，その職務意識の差異を明らかにすることを

目的とした．３県の養護教諭を対象に質問紙調査を行い，

４９３の有効回答を得た．職務について因子分析によって，

職務内容を整理し，職務についての「負担感」「重点」「自

信」「個別対応時の配慮」について分析をした．３群の

養成課程に関する分散分析の結果，次のことが明らかに

なった．学校規模要因では，「心のケア」に関する自信

得点は【短大系】は規模に関わらず得点が高く，【看護

系】は大規模校で得点が高くなり【四大系】は大規模校

になると得点が低下した．「保健教育」に関する重点得

点は，勤務経験年数５年以下では【短大系】の得点が高

く，２６年以上では【看護系】が高かった．個別対応時の

配慮（専門知識・情報因子）については，全ての経験年

数において【看護系】【四大系】【短大系】の順に得点が

高かった．
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�．はじめに

近年，朝食欠食や孤食，偏った食物摂取など子どもた

ちの食生活の乱れが多く指摘されている１）．子どもの頃

に形成された食習慣は，成人期以降に継続されることか

ら２），幼少年期に健康的な食習慣を形成することは，生

涯の健康管理に欠かせない．そのため，子どもたちが食

に関する正しい知識や望ましい食習慣を身につけること

ができるよう，学校教育において食育を推進することは

急務となっている．

平成２０年改訂学習指導要領総則には，「学校における

食育の推進」が明記され，食育を学校教育活動全体を通

じて行うことの必要性が示された３）．これは，学校にお

ける食育を様々な教科学習と関連付けて行うことを提唱

している．現行の食に関する指導は，学級活動や給食の

時間，家庭科学習において実施されることが多く，教科

学習における食に関する指導は十分に実施されていな

い４）．学校においては，食育を実施するための授業時数

を確保することも難しく，教科学習における食に関する

指導と学級活動や給食の時間を中心とする食に関する指

導を有機的に結び，効果的に食育を推進することが課題

となっている．

食に関する指導と関連の深い教科の一つに体育科保健

領域が挙げられる．６学年体育科保健領域には，生活習

６学年体育科保健領域と学級活動における
食に関する指導の試み

―健康的な生活習慣の形成を目指した授業実践―

坂 本 達 昭＊１，萩 真 季＊２，小 出 真理子＊３，春 木 敏＊１

＊１大阪市立大学大学院生活科学研究科
＊２大阪市立南大江小学校
＊３三好市立三野中学校

A Trial of Incorporated Nutrition Education into Sixth-Grade Health Education
and Classroom Activity: A Case Study for Developing Healthy Lifestyles

Tatsuaki Sakamoto＊１ Maki Hagi＊２ Mariko Koide＊３ Toshi Haruki＊１

＊１Graduate School of Human Life Science, Osaka City University
＊２Minamioe Elementary School, Osaka City
＊３Mino Junior High School, Miyoshi City

Objective: We examined the feasibility and learning outcomes of incorporating a nutrition education pro-

gram into sixth-grade health education to ensure that children follow a healthy lifestyle.

Methods: Forty sixth graders of an elementary school in Osaka, Japan, participated in this program. We in-

corporated a nutrition education program into a health education class on disease prevention, through team

teaching based on collaboration between a class teacher and a nutrition education teacher. This program

aimed to help children understand the necessity of developing a healthy lifestyle. Moreover, the program fo-

cused on identifying unhealthy behaviors and setting behavioral goals to form a healthy lifestyle. After the

program, self-monitoring was conducted for five days to evaluate the achievement of the behavioral goals. We

evaluated the improvement in lifestyle behaviors due to goal setting and the status of goal accomplishment

immediately after the class and one month later. The program was also evaluated using the teacher’s report.

Results: After the class,３８．９％ of children set several goals, and５５．５％ of the children accomplished the

goals５days in the given period（５days）. One month later, the proportion of children who set several goals

decreased to１６．７％, and６３．９％ of the children accomplished their goals５days in the given period（５days）.

The teacher reported that the children actively participated in the class, which could complement health edu-

cation.

Conclusions: These results suggest that this program is feasible and could form a healthy lifestyle.

Key words：nutrition education, health education, behavioral goal setting, self-monitoring, ele-

mentary school children

食に関する指導，体育科保健領域，行動目標設定，セルフモニタリング，小学生

実践報告
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慣病予防に関する学習が位置づけられており，健康によ

い生活習慣を身につける必要性を理解できるようにする

ことを目標としている５）．小学校学習指導要領解説体育

編には「保健の内容のうち食事，運動，休養及び睡眠に

ついては，食育の観点も踏まえ健康的な生活習慣の形成

に結び付くように配慮する」６）７）と新たに記され，日常の

生活実践へとつなげる学習を推奨するものと解すること

ができる．これにより，体育科保健領域における食に関

する指導においては，生活習慣病の予防について理解す

ることと併せて，健康的な生活行動を形成し習慣化する

学習へと展開することが求められている．

そこで，児童の不健康な生活行動を改善し，健康的な

食行動を形成することを目的として，６学年体育科保健

領域と学級活動における食に関する指導を試行した．本

研究では，６学年体育科保健領域における食に関する指

導において，学習した知識を日常生活へとつなげるため

の行動目標設定やセルフモニタリングを実施し，食に関

する指導の観点から，その実施可能性と学習成果につい

て検討した．

�．方 法

１．体育科保健領域と食に関する指導の学習内容の照合

２００９年４月に「栄養教諭を中核とした食育推進事業」

の研究指定を受けた大阪市立Ａ小学校において，担任教

諭，栄養教諭，研究者らにより６学年体育科保健領域に

おける食に関する指導を検討した．体育科保健領域のね

らいに即した食に関する指導内容を抽出し，以下の手順

をふまえ両学習の内容を照合し，表１のように整理した．

１）体育科保健領域の学習内容から食に関する指導と関

連する内容を設定

５・６学年の体育科保健領域の学習は，“心の健康”，

“けがの防止”，“病気の予防”から構成されている８）．

食に関する指導と関連の強い学習内容として“病気の予

防”を取りあげ，その下位項目から“ウ：生活行動がか

かわって起こる病気の予防”を設定した．

２）保健学習と関連する食に関する指導の学習目標の設

定

選定した体育科保健領域の病気の予防“ウ：生活行動

がかかわって起こる病気の予防”では，“望ましい生活

習慣”，“偏りのない食事”，“口腔の衛生を保つこと”に

ついて学習する８）．そこで，食に関する指導の六つの目

標９）から“心身の健康”を選定し，「自分の食生活を見つ

め直し，よりよい食習慣を形成しようと努力すること」

を学習目標とした．

３）体育科保健領域の学習と対応する食に関する指導の

学習内容の検討

食に関する指導の手引１０）を参考に，病気の予防“ウ：

生活行動がかかわって起こる病気の予防”の学習目標・

内容と食に関する指導の学習内容を照合し両学習の内容

をまとめた．なお筆者らが検討した学習内容に＊を付し

追記した．次に，各々の学習内容と食に関する指導の六

つの目標との関連性を検討し，内容がよくあてはまるも

のに◎，あてはまるものに○を付した（表１）．

２．体育科保健領域と学級活動における食に関する指導

の授業計画

「新・みんなの保健５・６年」１１）の「生活のしかたと病

気」の単元を用い，授業を計画した．選定した単元の学

習内容および食に関する指導の内容と授業計画を表２に

示す．

第１次は，保健学習として生活習慣病やむし歯につい

ての学習とした．第２次は，「生活のしかたと病気」の

単元の授業時数を補うために，学級活動の時間を用いて，

望ましい食生活の形成をねらいとした脂肪や塩分の摂り

すぎに留意した食生活に関する学習を行った．第３次は，

健康によい生活習慣を身に付ける必要があることを理

解５）したうえで，不健康な行動を修正し，健康によい行

動を定着させる支援の方法として行動目標設定およびセ

ルフモニタリング１２）を取り入れた健康的な食生活管理に

関する学習を体育科保健領域における食に関する指導と

して位置付けた．

１）第１次「生活のしかたと病気�」体育科保健領域（１

時間）

第１次の授業は，学級担任が主体となって栄養教諭と

のティームティーチングにより実施した．ここでは，生

活習慣の改善を目的とした第３次「生活のしかたと病気

�」を効果的に行うために，生活習慣とかかわりのある

病気について学習した．はじめに，児童は生活習慣病に

ついてインターネットや教科書を用いて調べ学習を行っ

た．次に担任教諭の指導により，生活習慣病やむし歯の

原因となる不健康な生活習慣について学習した．さらに，

栄養教諭の指導により，心身の成長や健康の保持増進の

うえで望ましい食事について学習した．

２）第２次「脂肪や塩分のとり過ぎに気をつけよう」学

級活動における食に関する指導（１時間）

第２次の授業は，栄養教諭が主体となって担任教諭と

のティームティーチングにより実施し，食習慣改善の意

欲を高め，望ましい食習慣の形成につなげることをねら

いとした．児童は事前に行った食事記録から日常の食生

活を振返り，嗜好を優先し偏った食事になっていること

に気付き，生活習慣病予防のための食事管理について学

習した．

３）第３次「生活のしかたと病気�」体育科保健領域に

おける食に関する指導（１時間）

第３次の指導案を表３に示す．授業は担任教諭を主体

とする栄養教諭とのティームティーチングにより行った．

はじめに担任教諭の指導により，生活習慣病とその原因

について学習した．児童の理解を深めるために視覚的な

教材として血管モデルやDVD教材「血液サラサラ健康

生活」１３）を用いた．次に，栄養教諭が給食献立を例にバ

ランスのとれた食事について説明し，児童は給食の献立

４４１坂本ほか：６学年体育科保健領域と学級活動における食に関する指導の試み



と比較しながら自身の食事を評価した．続いて，日常生

活の問題行動を特定するために，生活習慣セルフチェッ

クを実施した．生活習慣セルフチェックは，対象児童に

該当しそうな問題行動をワークシートに記載し（表４），

「自分の生活を振り返って，あてはまるものに◯をつけ

ましょう」という問いかけにより行った．これより問題

行動を抽出し，特定した問題行動について各自が複数の

改善策を検討したうえで健康によい生活習慣を身につけ

るための行動目標設定を行った．ここでは，目標設定の

四つのポイントとして「少しの努力で達成可能であるこ

と」，「具体的であること」，「達成できたかどうか確認が

できること」，「家族の協力が得られること」を示し，児

童が行動目標を自由に考え記述した．さらに，行動目標

達成への意欲を高めることをねらいとして，目標を達成

した時の結果の予測を行った．

授業終了後，行動目標の達成状況を把握するために，

５日間のセルフモニタリングを実施した．行動目標達成

への支援として，家族の協力を得るために，事前に保護

表１ 体育科保健領域の目標および内容と対応する食に関する指導

体育科の目標

心と体を一体としてとらえ，適切な運動の経験と健康・安全についての理解を通して，生涯にわたって運動に親しむ資質や

能力の基礎を育てるとともに健康の保持増進と体力の向上を図り，楽しく明るい生活を営む態度を育てる．

食に関する指導の目標

１．食事の重要性，食事の喜び，楽しさを理解する．

２．心身の成長や健康の保持増進の上で望ましい栄養や食事のとり方を理解し，自ら管

理していく能力を身に付ける．

３．正しい知識・情報に基づいて，食物の品質及び安全性等について自ら判断できる能

力を身に付ける．

４．食物を大事にし，食物の生産等にかかわる人々へ感謝する心をもつ．

５．食事のマナーや食事を通じた人間関係形成能力を身に付ける．

６．各地域の産物，食文化や食にかかわる歴史等を理解し，尊重する心をもつ．

学習：学習指導要領解説

手引：食に関する指導の手引

＊：食に関する指導に追加したもの

◎：よくあてはまる

○：あてはまる

学 年
小学校学習指導要領解説

体育編における目標および内容

体育科保健領域の学習と対応する

食に関する指導の学習内容

�
食
事
の
重
要
性

�
心
身
の
健
康

�
食
品
を
選
択
す
る
能
力

�
感
謝
の
心

�
社
会
性

�
食
文
化

５・６年

学習

� 病気の予防

について理解で

きるようにする．

ウ 生活習慣病

などの生活行動

が主な要因と

なって起こる病

気の予防には，

栄養の偏りのな

い食事をとるこ

と，口腔の衛生

を保つことなど，

望ましい生活習

慣を身につける

必要があること．

生活行動が関

わって起こる病

気として，心臓

や脳の血管が硬

くなったりつ

まったりする病

気，むし歯や歯

ぐきの病気など

を取り上げ，そ

の予防には，糖

分，脂肪分，塩

分などを摂りす

ぎる偏った食事

や間食を避けた

り，口腔の衛生

を保ったりする

など，健康に良

い生活習慣を身

につける必要が

あることを理解

できるようにす

る．

手引：糖分，脂肪分，塩分などを摂りすぎる偏った食

事や間食をさけたり，口腔の清潔を保つなど，健康に

良い生活習慣を身につける必要があることを学習する．

その際，糖分，脂肪分，塩分などに気をつけた学校給

食献立を例に考える．

＊：動脈硬化や糖尿病などの生活習慣病の病態につい

て学習し，糖分や脂肪，塩分を摂りすぎる偏った食事

や間食が生活習慣病の原因のとなることを学習する．

手引：食事などの生活行動が主な原因となって起こる

生活習慣病を教材として取り上げ，専門的な立場から

資料の提供や具体的な対策等の指導を行う．

手引：日常の問題ある食生活の積み重ねが，生活習慣

病を引き起こすことがあることを事例や図表等を示し

たり，生活行動を改善する具体的な手だてを児童に示

したりする．

＊：自らの生活習慣や食事内容を振り返り，不健康な

生活習慣を特定し，生活習慣を改善するための目標設

定を行う．

○

◎

◎

○

４４２ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



者へ学習内容を伝達し協力を依頼した．授業終了１ヵ月

後に再度，行動目標の設定を行い，同様に５日間のセル

フモニタリングを実施し，目標行動の定着または新たな

行動目標の実行を促した．

３．研究対象および授業実施時期

大阪市立Ａ小学校の６学年４０名（男子１８名，女子２２名）

を研究対象とし，授業は２００９年５月に実施した．

４．授業評価について

学習成果を検討するために，授業時および授業１ヵ月

後の児童のワークシート記述内容を用いて評価を行った．

また，授業者が体育科保健領域における食に関する指導

を行うことについて評価した．児童のワークシート記述

内容は，研究者３名の話し合いにより，記述内容の類似

する項目をまとめカテゴリ化した．

１）行動目標の設定

授業時および授業１ヵ月後に児童が記述した行動目標

の内容および行動目標設定数を集計し，行動目標設定に

関する学習を評価した．行動目標に記載された“ジュー

ス”，“清涼飲料水”などは，同類語として扱いカテゴリ

化した．また授業時，授業１ヵ月後に１名のみが目標設

定した項目は，その他の項目として一つにまとめた．

２）行動目標の達成状況

授業直後および授業１ヵ月後における５日間のセルフ

モニタリング結果を集計し，児童の行動目標の達成日数

を評価した．また行動目標別に達成日数を評価した．

３）授業１ヵ月後の児童のセルフモニタリングの感想

ワークシートに「私の感想」という記述欄を設け，授

業１ヵ月後のセルフモニタリング終了時に「生活習慣改

善に取り組んだ感想を書きましょう．」と声をかけた．

記述内容別に分類し評価した．

４）授業者による評価

担任教諭，栄養教諭に「体育科保健領域における食に

関する指導を行うことについての意見，感想をお聞かせ

ください．」と依頼し，自由記述形式で回答をもとめた．

５．解析方法

行動目標の設定数，行動目標達成日数の分布は，偏り

が見られたためWilcoxonの符号付順位検定を用いて解

析を行った．分析は，統計プログラムパッケージSPSS

Statistics１７．０J for Windowsを使用し，統計上の有意水

準は５％とした．

６．倫理的配慮

本研究の授業および評価内容は，校長，担任教諭，栄

養教諭と共に検討を行い，校長から研究実施，研究への

使用に関する同意を得た．研究者らは，児童個人を特定

する情報は一切扱わず，ID番号により管理し児童の個

人情報保護に配慮した．

�．結 果

１．ワークシートの回収状況

ワークシートの回収状況は，授業時３９人（回収率：

９７．５％），授業１ヵ月後３６人（回収率：９０．０％）であっ

た．授業１ヵ月後は，欠席児童が４名おり回収率が低下

した．その結果，授業時と授業１ヵ月後における前後比

較が可能な３６名を対象に解析を行った．

２．行動目標の設定

授業時，授業１ヵ月後に児童が設定した行動目標を表

５に示す．授業時には，「夜食や間食を控える」ならび

に「野菜をよく食べる」１１人（３０．６％），「肉と魚をバラ

表２ 病気の予防（ウ：生活行動がかかわって起こる病気の予防）の授業計画

体育科保健領域

の学習目標

生活習慣病などの生活習慣が主な要因となって起こる病気の予防には，栄養の偏りのない食事や口腔の衛

生など，望ましい生活習慣を身につける必要があることを理解できるようにする．

１）塩分・脂肪の摂りすぎ，運動不足など健康によくない生活の積み重ねは，生活習慣病を引き起こすこ

とがわかる．

２）生活習慣病の予防には，望ましい生活習慣を身につけることが必要であることを理解する．

３）自分の生活を振り返り，主体的に生活習慣の改善に取り組む．

“食に関する指

導”の目標

心身の成長や健康の保持増進の上で望ましい栄養や食事の摂り方を理解させ，自ら管理していく能力を身

につける．自分の食生活を見つめ直し，よりよい食習慣を形成しようと努力する．【心身の健康】

時 間 単 元 学 習 活 動 授 業 者

第１次

（１時間）

体育科保健領域

「生活のしかたと病気�」

・生活習慣病の原因を予想する．

・生活習慣病による血液・血管の変化を理解する．

・生活のしかたとむし歯との関係を考える．

主：担任教諭

副：栄養教諭

第２次

（１時間）

学級活動における食に関する指導

「脂肪や塩分のとり過ぎに気をつ

けよう」

・自分の食生活を振り返り，脂肪や塩分の摂りすぎに留意し

た食生活を考える．

主：栄養教諭

副：担任教諭

第３次

（１時間）

体育科保健領域における食に関す

る指導

「生活のしかたと病気�」

・生活習慣病の原因について考える．

・健康によい生活行動の実践が必要であることを理解する．

・自分の生活を振り返り，行動目標の設定を行う．

主：担任教諭

副：栄養教諭

４４３坂本ほか：６学年体育科保健領域と学級活動における食に関する指導の試み



ンスよく食べる」８人（２２．２％）と食生活に関する目標

に次いで，生活習慣に関する目標「早寝早起きをする」

８人（２２．２％）と続いた．以下，「清涼飲料水を控える」

７人（１９．４％），「脂っこいものを控える」４人（１１．１％），

「運動をする」３人（８．３％）と続き，その他の項目を

設定した児童は４人（１１．１％）であった．授業１ヵ月後

には，「夜食や間食を控える」１１人（３０．６％），「野菜を

よく食べる」９人（２５．０％）が上位であり，「肉と魚を

バランスよく食べる」は２人（５．６％）に，「脂っこいも

のを控える」，「運動をする」は１人（２．８％）に減少し

た．その他の項目を設定した児童は３人（８．３％）であった．

授業時において単一の行動目標を設定した児童は，２２

表３ 第３次「生活のしかたと病気�」の指導案

体育科保健領域の目標
生活習慣病などの生活習慣が主な要因となって起こる病気の予防には，望ましい生活習慣を身

につけることが必要であることを理解し，自分の生活を改善しようとすることができる．

“食に関する指導”の目標 自分の食生活を見つめ直し，よりよい食習慣を形成しようと努力すること

学 習 活 動
○指導者の指導・支援

T１：担任教諭 T２：栄養教諭
●評価（準備物）

１．生活習慣病には，どんな病気がある

か思い出す．（導入）

○生活習慣病とは，どんな病気であるか

思い出させる． T１
○食事，運動，休養などの生活習慣が深

く関係して起こる生活習慣病について

指導する． T１

（電子黒板）

●生活習慣病の症状・原因などを思い出

すことができたか．【知識・理解】

２．ビデオや資料を見て，サラサラ血液

とドロドロ血液について知る．（展開）

３．生活習慣病の原因について話し合う．

４．給食献立と自分たちの食事内容とを

比較し，望ましい食事について考える．

○生活習慣病になる人たちの血液は，ド

ロドロ血液であることを視覚から理解

できるようにする． T１

○血液ドロドロの原因を以下の観点でま

とめていく．

・適度な運動 ・十分な睡眠 T１
・バランスのとれた食事

○自分の食事内容と給食献立を比較する

ことで，自分の食生活について考えら

れるようにする．

T２
・野菜の量 ・油の量

・食塩の量 ・魚と肉のバランス

（血管モデル，DVD「血液サラサラ健

康生活」）

●生活習慣病についてビデオや資料を見

て，自分の生活を振り返ったりするな

どの学習活動を進んで取り組もうとし

ている．【関心・意欲・態度】

●生活習慣病の原因について，学習した

ことを運動，睡眠，食事と関連付けて

話し合いをしている．【思考・判断】

●望ましい食生活とは何かを理解するこ

とができたか．【知識・理解】

５．自分の生活を振り返る．（まとめ）

６．血液サラサラ生活になる（生活習慣

病を予防する）ためには，どのような

生活をすればよいのか考え，行動目標

を設定する

○自身の生活習慣セルフチェックを行い，

生活の振り返り，問題行動に気づくこ

とができるように支援する． T２
○問題行動に対する改善策を複数検討す

る．

○血液サラサラ生活をめざして実践でき

るよう，行動目標を設定しワークシー

トに記入する．

「少しの努力で達成可能であること」，

「具体的であること」，「達成できたか

確認ができること」，「家族の協力が得

られること」を目標設定のポイントと

して示す．

○行動目標を実行したときの結果の予測

を行う． T１

（給食の写真，夕食記録シート，ワーク

シート）

●生活習慣病について学習したことをふ

まえ，自分の生活を振り返り，課題の

解決を目指して，行動目標設定を行う

ことができる．【思考・判断】

備考：行動目標の達成状況を把握するためにセルフモニタリングを５日間実施する．事前に学習内容を保護者に伝え協力を

求める．

授業１ヵ月後にも，再度生活習慣セルフチェック，行動目標設定を行い，５日間セルフモニタリングを実施する．

４４４ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



人（６１．１％），二つ行動目標を設定した児童は９人

（２５．０％），三つ設定した児童は４人（１１．１％），四つ設

定した児童は１人（２．８％）であった．授業１ヵ月後に

は，３０人（８３．３％）が単一の行動目標を設定し，二つの

行動目標を設定した児童は６人（１６．７％），三つ以上行

動目標を設定した児童はいなかった．授業時と比較し１

人当たりの行動目標数は有意に減少した（p＝０．００６）．

３．行動目標の達成状況

授業直後，授業１ヵ月後における５日間のセルフモニ

タリングによる行動目標達成状況を表６に示す．授業直

後，１ヵ月後共に行動目標を５日間達成した児童が最も

多かった．授業直後は，５日間全て行動目標を達成でき

た児童は２０人（５５．５％），４日間達成した児童は６人

（１６．７％）であった．授業１ヵ月後では，５日間全て達

成できた児童は２３人（６３．９％），４日間達成した児童は

９人（２５．０％）であり，授業直後，授業１ヵ月後におけ

る有意な差はなかった．

次に，行動目標別の目標達成日数を表７に示す．授業

直後は，「夜食や間食を控える」，「野菜をよく食べる」

などの食生活に関連する目標を設定した児童の半数以上

は，５日間全て目標を達成した．また，授業１ヵ月後も

「脂っこいものを控える」を除く，全ての目標において

表４ 問題行動を特定するための生活習慣セルフチェック項目

１ （ ） 夜ふかしをする

２ （ ） 朝ごはんを食べない日がある

３ （ ） 運動をあまりしない

４ （ ） 清涼飲料水をよく飲む

５ （ ） 野菜をあまり食べない

６ （ ） 肉をよく食べ，魚をあまり食べない

７ （ ） あぶらっこいものをよく食べる

８ （ ） 夜食や間食が多い

表５ 授業時，授業１ヵ月後に設定した行動目標

行 動 目 標＊

授業時

（ｎ＝３６）

授業１ヵ月後

（ｎ＝３６）

人数 （％） 人数 （％）

夜食や間食を控える １１ （３０．６） １１ （３０．６）

野菜をよく食べる １１ （３０．６） ９ （２５．０）

肉と魚をバランスよく食べる ８ （２２．２） ２ （５．６）

早寝早起きをする ８ （２２．２） ８ （２２．２）

清涼飲料水を控える ７ （１９．４） ７ （１９．４）

脂っこいものを控える ４ （１１．１） １ （２．８）

運動をする ３ （８．３） １ （２．８）

その他 ４ （１１．１） ３ （８．３）

＊児童の自由記述の内容をカテゴリ化した．

表６ 授業直後，授業１ヵ月後における行動目標達成状況

実 施 時 期
行動目標達成日数 人数 （％） 前後比較＊

p値０ 日 １ 日 ２ 日 ３ 日 ４ 日 ５ 日

授業直後 （ｎ＝３６） １（２．８） ２（５．６） ２（５．６） ５（１３．９） ６（１６．７） ２０（５５．５）
０．１０１

授業１ヵ月後 （ｎ＝３６） ０（０．０） １（２．８） １（２．８） ２（５．６） ９（２５．０） ２３（６３．９）

＊ 前後比較にはWilcoxonの符号付順位検定を用いた．

表７ 行動目標別にみた目標達成状況

行 動 目 標
セルフモニタリング

実施時期
人数

行動目標達成日数 人数（％）

０～２日＊ ３ 日 ４ 日 ５ 日

夜食や間食を控える
授業直後 １１ １（９．１） ２（１８．２） ２（１８．２） ６（５４．５）

授業１ヵ月後 １１ １（９．１） ０（ ０．０） ４（３６．４） ６（５４．５）

野菜をよく食べる
授業直後 １１ ２（１８．２） １（ ９．１） ２（１８．２） ６（５４．５）

授業１ヵ月後 ９ ０（０．０） １（１１．１） １（１１．１） ７（７７．８）

肉と魚をバランスよく食べる
授業直後 ８ １（１２．５） １（１２．５） １（１２．５） ５（６２．５）

授業１ヵ月後 ２ １（５０．０） ０（ ０．０） ０（０．０） １（５０．０）

早寝早起きをする
授業直後 ８ ２（２５．０） ２（２５．０） ２（２５．０） ２（２５．０）

授業１ヵ月後 ８ ０（０．０） １（１２．５） ３（３７．５） ４（５０．０）

清涼飲料水を控える
授業直後 ７ ０（０．０） ０（ ０．０） ２（２８．６） ５（７１．４）

授業１ヵ月後 ７ ０（０．０） ０（ ０．０） ３（４２．９） ４（５７．１）

脂っこいものを控える
授業直後 ４ １（２５．０） ０（ ０．０） ０（０．０） ３（７５．０）

授業１ヵ月後 １ ０（０．０） １（１００．０） ０（０．０） ０（ ０．０）

運動をする
授業直後 ３ １（３３．３） １（３３．３） １（３３．３） ０（ ０．０）

授業１ヵ月後 １ ０（０．０） ０（ ０．０） ０（０．０） １（１００．０）

＊：達成日が０～２日は該当者が少数であり集約した．

４４５坂本ほか：６学年体育科保健領域と学級活動における食に関する指導の試み



半数以上の児童が，５日間全て目標を達成した．

４．授業１ヵ月後のセルフモニタリング終了時における

児童の感想

授業１ヵ月後のセルフモニタリング終了時における児

童の感想を表８に示す．「健康によい生活習慣を継続す

る意欲」を１８人（５０．０％），「目標達成の喜び」を１１人

（３０．５％）が記述した．

５．体育科保健領域における食に関する指導についての

授業者の評価

１）担任教諭（１名）の評価（原文）を以下に示す．

『生活習慣病の学習を進めるに当たり，DVDや電子黒

板，血管モデルを用いて，視覚的に捉えやすくしたので，

児童は病気のイメージをもちやすかったため，興味を

持って学習できていたと感じた．食に関する指導を実施

することで，知識学習に偏りやすい側面や，生活実践に

つなげにくいといった側面など，保健領域の学習を補い，

児童が生活とつなげて考えることができるという効果が

期待できる．』

２）栄養教諭（１名）の評価（原文）を以下に示す．

『家庭での食事調査をもとに，生活習慣病予防の観点

から児童自身の食事内容について考えさせたので，興味

を持ち意欲的に学習に取り組むことができた．体育科保

健領域の学習は食に関する指導と深くかかわっており，

食に関する指導との連携が必要であると感じた．次年度

からは，今年度に実施した指導案をもとに改良していく

ことができるので，指導案を検討する時間的な負担が少

なくて済み，継続可能なものになる．』

�．考 察

１．体育科保健領域における食に関する指導の進め方

教科学習における食に関する指導を行うにあたっては，

学習指導要領に示された各教科の目標や単元のねらいを

達成するとともに，教科の特性を考慮し，食に関する指

導を進める必要がある１４）．そこで，授業計画および指導

案の作成に先行して，両学習に共通するねらいを確認し，

保健学習と食に関する指導の学習目標ならびに学習内容

の照合を行った．これらを踏まえることにより，健康に

よい生活習慣を身に付ける必要性を理解５）したうえで，

自身の生活行動の問題点に気付き，不健康な生活行動を

修正し健康的な生活習慣の形成を目的とした指導計画，

指導案を検討することができた．また，第３次の給食献

立をモデルとするバランスのとれた食事管理についての

学習を栄養教諭が行うことで，専門性を生かした教師間

の連携１５）を行うことができた．これらより，保健学習に

おける食に関する指導を実施するための一つの手順を示

すことができたと考える．

２．体育科保健領域における食に関する指導の実施可能

性と学習成果

実施した授業について食に関する指導の観点を中心に，

児童のワークシートの記述内容から行動目標設定および

達成状況について評価し，健康的な生活習慣形成を目指

した体育科保健領域における食に関する指導の実施可能

性と学習成果について検討した．

第３次授業における行動目標設定に関する学習直後は，

「バランスの良い食生活を送る」など抽象的な目標や，

「清涼飲料水を飲まない」など実行困難な行動目標を設

定する児童もみられた．ここで再度，授業者が行動目標

設定の方法を助言することにより具体的かつ実行可能な

目標設定を促すことができた．

授業時には，不健康な行動をより多く改善しようと考

え，３８．９％の児童は複数の行動目標を設定した．授業１

ヵ月後には，複数の行動目標を設定した児童は，１６．７％

に減じ，８３．３％の児童が単一の目標を設定した．行動目

標達成日数は，授業直後と授業１ヵ月後において有意な

増加は認められなかったが，行動目標を５日もしくは４

日達成した児童が若干増加しており，児童は授業１ヵ月

後においても行動目標を継続的に実施できたことが推察

される．これは，セルフモニタリングを通じて行動修正

の難しさを知り，児童自身の努力では達成が難しい「肉

と魚をバランスよく食べる」を行動目標に設定した児童

は，授業時の８人から授業１ヵ月後は２人に減るなど，

児童が行動目標を精選したことによると考えられる．望

ましい食習慣の形成には継続的な指導が必要であり１６），

今回のように一定期間後に継続した指導を行うことによ

表８ 授業１ヵ月後のセルフモニタリング終了時の児童の感想

ｎ＝３６

感想の内容 項 目 感想の記述例 人数 （％）

健康によい生活習

慣を継続する意欲

続けたい これからもよい生活習慣を続けたい １０ （２７．８）

がんばりたい 順調に続けられているので，これからもがんばりたい ８ （２２．２）

目標達成の喜び
できてよかった 目標が達成できてよかった ７ （１９．４）

嬉しい １ヵ月前よりできてうれしい ４ （１１．１）

そ の 他

大切だと思った 体によい生活を送ることは大切だと思った ２ （５．６）

できなかった あまりできなかった ２ （５．６）

難しかった 何とかできたけど意外と難しかった ２ （５．６）

残念だった 最後の１日ができなくて残念だった １ （２．８）
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り，健康によい生活習慣の定着を促すことができると考

える．

行動目標別の達成状況をみると，授業直後，授業１ヵ

月後共に，それぞれの行動目標達成日数は４日，５日を

中心に分布していた．このことから，多くの児童は第３

次の体育科保健領域学習の目標である「望ましい生活習

慣を身につける必要があることを理解したうえで，自分

の生活を改善しようとする」ならびに食に関する指導の

目標とした「自分の食生活を見つめ直し，よりよい食習

慣を形成しようと努力する」という両学習のねらいを達

成できたといえる．

本学習は，児童自ら生活習慣上の課題を見つけ，不健

康な生活習慣を改善するための行動目標を設定し，健康

的な生活習慣を形成することを目指している．このプロ

セスは，生きる力をはぐくむために重視されている「児

童自ら課題を見つけ，自ら考え，主体的に判断し，課題

をよりよく解決する資質や能力１７）」の形成の一助となり，

健康な生活を自ら実践するために欠かせないものと考え

る．

行動目標設定および達成状況から，試行した６学年体

育科保健領域における食に関する指導は，実施可能であ

ることが確認された．担任教諭の評価からも，食に関す

る指導を併せて実施することにより，保健領域の学習を

補い，学習した知識を生活実践へとつなぎ，児童の健康

的な生活習慣形成の一助となる可能性が示唆された．ま

た，児童の感想から本研究は，学習成果として健康によ

い生活習慣を続けるための意欲を高め，行動目標達成に

よる喜びや達成感を得られることが示唆され，健康な生

活を実践することのできる資質や能力の育成に寄与する

ものと考えられる．

３．本研究の限界および今後の課題

本研究の限界として，１校のみの授業実施であり対象

者が少なく，授業実践に関する評価が十分でないことが

挙げられる．本研究は，保健領域における食に関する指

導の実施可能性を検討するために，食に関する指導の観

点を中心に評価を行っており，保健学習の評価は十分に

できていない．そのため，保健学習の成果を評価するた

めに，児童の生活習慣病予防に関する知識・理解等につ

いても併せて評価することを今後の課題としたい．また，

授業１ヵ月後において，行動目標を十分に達成できな

かった児童への対応と併せて保護者との連携方法につい

ても検討する必要がある．

体育科保健領域における食に関する指導の実施におい

て，栄養教諭から指導案検討に要する時間的な負担につ

いて指摘があった．栄養教諭は，日々の給食管理業務も

あり教諭と共に指導案検討の時間を十分に取ることが難

しい．本研究をより多くの学校で実施可能となるよう授

業改善を重ね，検討した指導案を汎用性の高いものに改

良していく．

�．ま と め

６学年体育科保健領域と学級活動における食に関する

指導を行い，体育科保健領域の学習において行動目標の

設定ならびにセルフモニタリングを取り入れた食に関す

る指導を実施した．児童の多くは，適切に目標設定を行

い，生活習慣を修正するための行動目標を達成すること

ができたことから，保健学習における食に関する指導は

実施可能であることが確認された．また，食に関する指

導を併せて実施することにより，保健領域の学習を補い，

児童の健康的な生活習慣形成の一助となる可能性が示唆

された．
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１．はじめに

自分の研究成果を世に問うていくためには，いくつか

必要な知識や技術があり，その中には統計解析の知識・

技術が含まれる．統計解析の基本的な知識・技術を持つ

ことで，先行研究の論文を深く読みこなすことやデータ

によって自分の仮説を検証すること，さらに自分の主張

を他の人に納得してもらうことが可能になる．統計解析

は科学的なコミュニケーションの道具であると言えるの

ではないだろうか．しかも，この道具は大変な優れもの

である．

コンピュータ統計ソフトが大変便利になり，さまざま

な統計的手法を手軽に使えるようになった一方で，統計

の誤用も増えてきたように感じる．統計解析を研究の道

具として活用できるようになるためには，統計解析法の

考え方を正しく理解し，正しく選択し，結果を正しく解

釈することが大切である．そのための基礎として，ここ

では統計解析について，基本的な考え方や手順，手続き

の意味等に力点を置いて解説したい．

２．標本と母集団の捉え方

学校保健分野の研究では，一つまたは複数の学校や学

級の協力を得て，児童生徒の測定・調査を通してデータ

を収集し，統計的仮説検定を実施している研究がよくあ

る．さて，そのような研究では「標本」と「母集団」を

どのように捉えているのだろうか．

もし，母集団に含まれるすべての人を対象に調査する

全数調査が可能であれば，母集団イコール標本であり，

データから求めた結果が母集団の結果になる．しかしな

がら，調査の労力，時間，費用等，多くの限界によって，

全数調査は困難なことがほとんどである．そこで，ほと

んどの研究では，サンプリングされた一部の標本を対象

に測定・調査を行い，そのデータをもとに背後にある母

集団について推測しようとする．つまり，研究の中心は

「標本を通して，母集団の特性を明らかにする」ことで

ある．標本と母集団の関係は，後で述べる統計的仮説検

定の基本となるのでおさえておきたいポイントである．

しかし，母集団を明確にすることは簡単ではない．統

計学では，まず母集団をしっかり定義し，その特性を反

映する標本を抽出する手続きを大切にしている．抽出誤

差注１）を最小限にするために無作為抽出（ランダムサンプ

リング）を行うのである．しかし，現実には，無作為抽

出して標本を得ることは難しく，やむを得ず，地域を

限ったり，協力が得られそうな集団や個人を標本とした

りするなどの苦肉の策をとらざるを得ないことが多い．

抽出誤差の可能性は「標本を通して，母集団の特性を明

らかにする」際の大きな課題となる．

研究の対象者を募ったり，調査を依頼したりする際に

は，このような研究上の課題があることを常に意識し，

どのような母集団を想定し，標本（調査等の対象）がど

の程度母集団を代表しているのかを真摯に考え，抽出誤

差の可能性を最小限にするための努力を行うことが大切

であろう．

注１：抽出した標本の特性が母集団と異なることによる

系統誤差のこと．

３．「データ尺度」から統計解析法が絞られる

質問紙調査で次のような質問をしたとする．「あなた

の性別をお答えください」，「あなたの趣味は何ですか」．

ここから得られる「男性」・「女性」，または「スポーツ」・

「音楽鑑賞」・「ショッピング」などの回答は，いずれも

個人の属性やカテゴリーとしての意味を持つのみである．

仮に，スポーツに「１」，音楽鑑賞に「２」，ショッピン

グに「３」と数値を付しても，データ自体に大小関係も

数値としての意味も存在せず，同じかどうかの情報を有

するのみである．このようなデータの性質を「名義尺度」

という．

次に，「持久走大会の順位」（１位，２位，３位……）

や，「あなたは野菜が好きですか」（１：好き，２：どち

らとも言えない，３：きらい）についてはどうだろうか．

持久走大会の順位は長距離走の早さに関する情報を有し

ているが，１位がダントツで早くゴールしたが，２位と

３位はほとんど差がなくゴールした場合など，順位間に

は等間隔は仮定されない．同様に，野菜の好き嫌いにつ

いては，好みの程度で大小関係（順序）があるものの，

■連載 学校保健の研究力を高める
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回答間の間隔は同じとは限らない．このように，順序の

情報を含んでいるが，等間隔ではないデータの性質を

「順序尺度」という．

名義尺度と順序尺度は，質や状態を表す「カテゴリカ

ル・データ」であり，分析ではカテゴリーとして扱われる．

「間隔尺度」と「比率尺度」は「量的データ」であり，

いずれも間隔の等しいスケールで測定したデータとみな

すことができる．比率尺度は絶対的原点としての「０」

を持つが，間隔尺度は原点を持たない点が両者の違いで

ある．両者とも統計解析では数値データとして扱う．間

隔尺度の代表例は温度であり，「０℃」は水の融点とし

て任意に決められている．比率尺度については，時間，

長さ，重さなどで表わされる数値データが代表的であり，

数値の２倍は特性の２倍を示すように，比率の情報も有

している．

なお，四つのデータ尺度の情報量は，高い順に，比率

尺度＞間隔尺度＞順序尺度＞名義尺度である．情報量が

高い方から低い方にデータ尺度を変換するのは可能であ

るが，情報量が低い方から高い方にデータ尺度を変換す

るのは不可能である．測定の際には分析の多様な可能性

を維持するためにも，なるべく高い情報量のデータ尺度

で測定するように心がけたい．

ここで，データ尺度について紹介した理由は，分析し

たいデータがどの尺度で測定されているかが統計解析法

の選択の要になるからである．統計解析法とデータ尺度

は二人三脚の関係にあるのである．

４．各変数の要約と分布を調べる（記述統計的解析）

統計解析の第一歩は，測定した各変数についてデータ

を要約し，分布の性状や統計量（代表値や散布度）を示

すことである．これを記述統計という．各データの中心

的傾向や散らばりを把握し，適切な統計解析法を選択し，

分析の切り口を見出す．学会発表や論文執筆の際には，

測定した変数の情報を圧縮して表に示すことができる．

各データの特徴を把握するには，まず，ヒストグラム

や棒グラフなどの度数分布の図に表わし，視覚的に分布

を確認するとよい．データ全体の分布が一目で把握でき

るだけでなく，外れ値や異常値も検出しやすく，最終的

なデータチェックの機会にもなる．また，変数が比例尺

度や間隔尺度の場合には，分布の形状をひと目で把握す

ることができる．分布が正規分布をしているか，非対称

に歪んでいるかを視覚的に確認することは，特に大切で

ある．

データの中心位置と散布度を示す

各変数の記述統計量を算出してデータの特性を要約す

る．データ分布の中心位置を示す値が代表値である．平

均値，中央値，最頻値等が挙げられる．

一般に，平均値がもっとも馴染み深い代表値だが，ど

のようなデータでも平均値がデータの中心位置を正しく

代表するかというと，必ずしもそうでない．表１に平均

値，中央値，最頻値の長所と短所について示したように

それぞれ一長一短がある．ここでは，代表値としてよく

用いられる，平均値と中央値について述べる．

平均値（Mean）は，各データの総和をデータ数で除

して算出する．間隔尺度や比率尺度のデータで正規分布

の場合にはもっとも適した代表値である．一方，平均値

は外れ値や分布の歪みの影響を強く受けるという特徴が

あるため，分布に大きな歪みがあったり，極端な外れ値

があったりするデータでは中心位置を反映しないことが

ある．

正規分布する間隔尺度や比率尺度のデータでは，平均

値と標準偏差によってデータを要約する．この二つの情

報からデータ分布をほぼ再現できるのである．「平均値

±標準偏差」として示す（例：身長１３３．５±５．７cm）．

中央値（Median）は，データの中央に位置する一つ，

もしくは二つのデータのみの情報から求める数値であり，

分布の歪みや外れ値の影響を受けないので，外れ値や分

布に歪みのある場合に代表値として適している．中央値

は，データを昇順にならべた際に，ちょうど中央（５０％）

に当たる値である．データ総数ｎが奇数の場合には「（ｎ

＋１）／２番目」に大きい値，データ総数ｎが偶数の場合

は「ｎ／２番目の値」と「（ｎ＋１）／２番目の値」の平均

値として求められる．順序尺度によるデータでは中央値

を代表値として用いることが多い．

分布の歪みや外れ値のある数値データや，等間隔性を

仮定していない順序尺度のデータは，中央値と四分位範

囲で要約される．四分位範囲は，データを昇順にならべ

た際の１／４（２５％）から３／４（７５％）に当たる数値の

範囲であり，データの５０％がその範囲に含まれる．中央

値と四分位範囲によって歪みの影響を受けにくい要約が

可能になる．標記の仕方は「中央値（四分位範囲）」の

ように示すことが多い（例：BMI２２．５（６．２））．

なお，順序尺度のデータでも，カテゴリー間に等間隔

性を仮定できる場合には，間隔尺度として扱うことがあ

るが，データの特性をよく検討して判断する必要がある．

表１ 各代表値の長所と短所

代表値 長 所 短 所

平均値

（Mean）

・データの情報をすべ

て使用する

・標本の分布の重心を

反映する

・分布に外れ値や歪み

がある場合，その影

響を強く受ける

中央値

（Median）

・分布に外れ値や歪み

があっても，その影

響を受けない

・データの情報の多く

が未使用となる

最頻値

（Mode）

・度数分布表によって

容易に求められる

・分布にピークが複数

ある場合，その特性

を反映しうる．

・データの情報の多く

が未使用となる

・代表値が複数出現す

ることもある（多峰

性の場合など）
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表２ 統計的仮説検定の一般的な流れ

� 目的に合った検定方法を選択する

� 帰無仮説を設定する

� 棄却域を設定する

有意水準（α）の設定
両側・片側検定の選択

� 検定統計量を算出し，有意差を判定する

表３ ２群の平均値の差の検定

対応の有無 母 分 散 用いる方法

対応のない

（独立した）

２群間の比較

・母分散が未知

・等分散を仮定する

（Ｆ検定が有意でない）

対応のない平均値

の差の検定（等分

散を仮定）

・母分散が未知

・等分散を仮定しない

（Ｆ検定が有意）

対応のない平均値

の差の検定（等分

散を仮定しない）

ウェルチ法など

対応がある

２群間の比較

対応のある平均値

の差の検定
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５．統計的仮説検定

１）統計的仮説検定とは

多くの研究の目的は，研究仮説が正しいと言えるかど

うかを検証することであり，個々の変数の要約に続いて，

研究仮説の真偽を明らかにするための統計解析を行って

いく．その手続きが「統計的仮説検定」であり，標本の

結果を手がかりに母集団について研究仮説が正しいと言

えるかどうかを検証していく．

研究仮説は，「グループ間である変数に差がある」「変

数間に関係が認められる」「ある変数から他の変数を予

測できる」のように，統計解析によって検証できるかた

ちで設定することが大切で，それに合わせてさまざまな

仮説検定が用意されている．

表２に，統計的仮説検定の一般的な流れを示す．ここ

では，多くの研究で活用されている「平均値の差の検定

（ｔ検定）」と「独立性の検定（χ２検定）」を例に，表

２の流れに沿って，統計的仮説検定の基本的な考え方や

手続きの意味，手順，結果の解釈等について述べていく．

２）「平均値の差の検定（ｔ検定）」の考え方

� 目的に合った検定方法を選択する

平均値の差の検定を用いることができる研究仮説の例

を二つ挙げる．まず，研究上の疑問（リサーチ・クエス

チョン）として表現し，さらに〔 〕内に研究仮説とし

て表現した．

例１）地域１と地域２では児童の身長発育に差があるの

ではないか．〔研究仮説：地域１（群１）と地域

２（群２）間の身長の平均値には差がある．〕

例２）実施した教育プログラムには効果があるだろうか．

つまり，実施前（群１）と実施後（群２）で知識

の得点は向上するだろうか．〔研究仮説：実施前

（群１）と実施後（群２）の知識の得点の平均値

には差がある．〕

平均値の差の検定（ｔ検定）の目的は，標本（群１と

群２）の測定値を手がかりに，母集団（群１と群２）の

平均値（μ１，μ２）に差があるかどうかを検討すること

である．

平均値の差の検定を用いるうえで重要な条件として，

従属変数である測定値（Ｙとする）が数値変数（比率尺

度，間隔尺度）である必要がある．上の例では，「身長」

も「知識得点」も数値変数である．一方，独立変数とな

る要因はカテゴリカル変数（順序尺度，名義尺度）で，

かつ，カテゴリーの数は二つ（２水準）である．このよ

うな場合に平均値の差の検定を用いることができる．

また，例１は，２群間（地域間）のデータがペアになっ

ていない「対応がない（独立した）」例であり，例２は

ペアになっている「対応がある」例である．対応がある

例としては，介入の前後で測定値の変化をみる場合のよ

うに，同一対象者を介入前と介入後の２群として分析す

るケースがある．

平均値の差の検定（ｔ検定）には表３のような種類が

あり，ｔ値の算出方法が異なるので，適切な方法を選択

することが大切である．

� 帰無仮説（H０）を設定する

「二つの母集団（群１と群２）間の測定値Ｙに差があ

る」という研究仮説を検証するためには，まずそれとは

反対の「両群間のＹには差がない」という仮説を設定す

る．このような検証したい研究仮説とは反対の「差がな

い」という前提を帰無仮説という．一方，そもそもの研

究仮説である「両群間のＹには差がある」を対立仮説と

いう．なぜ，わざわざ帰無仮説を立てるのかというと，

仮説検定は，帰無仮説を立てるからこそ可能になるから

である．

仮説検定では「ある前提（帰無仮説）のもとではめっ

たに起こらないことが起こっているなら，その前提が間

違っていると考え，帰無仮説を棄却する．そして，対立

仮説を採択する（有意な差があると判断する）．」つまり，

棄却することを前提に設定するのが帰無仮説である．

では，「めったに起こらないことが起こっているか否

か」を判断するうえで，帰無仮説はどのような役割を

持っているのだろうか．「二つの母集団間（群１と群２）

の測定値Ｙには差がない」とは，言いかえると，「母平

均の等しい二つの母集団である群１と群２からそれぞれ

標本を抽出した」ことを意味する．このような前提（帰

無仮説）のもとでは，検定統計量ｔ値注２）が，ｔ分布注３）と

いう確率分布に従うことが分かっている．つまり，ｔ値

がどのような確率で，どのような範囲の値をとるかが分

４５１戸部：第５回 データを分析する�
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かっているのである．そこで，ｔ分布を利用すれば，実

際に測定した標本データから求めたｔ値が「めったに起

こらない値」かどうかを確率的に判断できるのである．

同様に，多くの仮説検定では，検定統計量（ｔ値，χ２

値，Ｆ値など）が，確率分布（ｔ分布，χ２分布，Ｆ分

布など）に従うことを前提にしている．仮説検定に広く

用いられる考え方なので，押さえておきたい．

注２：検定統計量のｔ値は，「二つの標本の平均値の差

を標準化した値」を意味する値である．二つの標

本の平均値，不偏分散，標本の大きさなどから算

出することができるが，前述したように，「対応」

の有無，２群間に等分散を仮定できるか否かなど

によって算出方法が異なる．関連書籍で確認頂き

たい．

注３：ｔ分布は自由度によって異なるので自由度に応じ

たｔ分布を用いる必要がある．自由度は分析の種

類によって「n１＋n２－２」や「Ｎ－１」等，標本

の大きさから求められる（n１，n２，およびＮは標

本の大きさ）．さまざまな自由度のｔ分布におけ

る有意水準αに対応するｔ値について，関連図書
で確認願いたい．

� 棄却域を設定する

有意水準（α）の設定
では，仮説検定では，どのような基準によって「めっ

たに起こらないこと」と判断するのだろうか．慣例的に

は，検定統計量であるｔ値が，「５％（または１％）よ

り低い確率でしか生じない値をとった」場合にそのよう

に判断する．この確率を有意水準（α）といい，αを５％
とした場合に「α＝０．０５」，１％とした場合に「α＝０．０１」
と表す．αの基準を満たすｔ値の範囲を「棄却域」とい
う．つまり，有意水準（α）を設定することで，帰無仮
説（……差はない）を棄却して対立仮説（……差がある）

を採択するための検定統計量ｔ値の棄却域を導くことが

できる．

なお，有意水準は「第１種の過誤」を犯す確率とも言

える．その意味は，「めったに起こらない」を「稀には

起こる」と言い換えてみれば理解しやすい．有意水準を

α＝０．０５に設定することは，「帰無仮説が正しいにも関
わらず，間違って棄却してしまう可能性」も５％の確率

で存在することを示している．これを「第１種の過誤」

という．第１種の過誤を小さくしたければ，有意水準を

α＝０．０１などに厳しく設定する．αを０．０５にするか０．０１
にするか，それ以外の値にするかは，基本的には研究者

の判断に任されているのである．

両側検定・片側検定の選択

ｔ検定の場合には，棄却域を決定するためには両側検

定か片側検定のどちらを採用するかを決める必要がある．

図１は，両側検定と片側検定の違いを示している．有意

水準αを０．０５とした場合，α＝０．０５をｔ分布の両サイド
に０．０２５ずつ割り当ててｔ値の棄却域を設ける方法を両

側検定という．一方，片側検定ではｔ分布の片側に０．０５

の棄却域を設ける．

例えば，身長の平均値の差を検討する際に，地域１の

平均値（μ１）の方が大きくなる可能性も，地域２の平

均値（μ２）の方が大きくなる可能性も両方考えられる

場合には，ｔ値はプラス値とマイナス値の両方をとる可

能性があるため，両側検定を採用する．ｔ分布の両サイ

ドにα／２（０．０２５）ずつ棄却域を設定するのである．

それに対し，どちらかの集団の方が必ず大きな値をと

ることが分かっている場合には，ｔ値はプラス値かマイ

ナス値のどちらかになるので，取り得る符号に合わせて

ｔ分布の片側に０．０５の棄却域を設ける．これを片側検定

という．両側検定と片側検定のいずれを選択するかに

よって棄却域が変わるので慎重に選択しなければならな

い．現実には片方の群が必ず大きな値をとることが分

かっている場合は少なく，両側検定を選択することが推

奨される．

以上，有意水準を設定し，両側または片側検定を選択

することで，ｔ分布における棄却域を確定することがで

きる．

� 検定統計量（ｔ値）を算出し，有意差を判定する

検定の最終段階として，標本の測定値からｔ値を求め，

棄却域に入るかどうかを確認する．もし，ｔ値が棄却域

に入れば帰無仮説を棄却し，対立仮説を採択する．つま

り「有意な差がある」と判定する．一方，ｔ値が棄却域

から外れたなら，帰無仮説を採択し「有意な差はない」

と判定する．

多くの統計ソフトが出力する「ｐ値」は，標本におけ

図１ ｔ検定における両側検定と片側検定の棄却域
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表４ 平均値の差の検定の具体例

研究仮説
地域１と地域２間の小学校４年生の身長には差

がある．

測 定 値

地域１ １３０．５±５．７cm（標本３０名）

地域２ １３３．８±６．２cm（標本３０名）

※Ｆ検定の結果は有意でない．（母分散は等

しいと仮定）

帰無仮説

を 設 定
帰無仮説：μ１＝μ２（対立仮説：μ１≠μ２）

棄 却 域

を 設 定

α＝０．０５．両側検定を採用．
自由度：３０＋３０－２＝５８のｔ分布を用いる．

棄却域は｜ｔ｜＞１．９６に決定．

標本のｔ

値の算出

ｔ値＝２．１４，ｐ＝０．０３６

※対応のないｔ検定（等分散を仮定）を用い

る．

判 定

・ｔ値は棄却域に入っているので，帰無仮説

（μ１＝μ２）を棄却し，対立仮説（μ１≠μ２）

を採択する．

・５％水準（α＝０．０５，ｐ＜０．０５）で，地域１
と地域２間小学校４年生の身長には有意な差

があると判定する．

るｔ値の出現確率であり，有意差判定の目安になる．仮

にα＝０．０５の場合，ｐ＜０．０５であればｔ値は棄却域に
入っていることを示しており，帰無仮説を棄却して「有

意差あり」と判定する．一方，ｐ≧０．０５の場合は帰無仮

説を採択して「有意差なし」と判定する．α＝０．０１の場
合には，ｐ＜０．０１であれば有意差ありと判定する．

表４に，平均値の差の検定の具体例を示した．児童の

身長は，地域１では１３０．５±５．７cm（標本３０名），地域２

では１３３．８±６．２cm（標本３０名）だったとする．母集団

の平均身長（それぞれμ１，μ２）に差があるといえるだ

ろうか．なお，母分散は等しいと仮定できる．一連の流

れを確認して頂きたい．

なお，時々，ｐ値が小さいほど「差が大きい」と解釈

している例を見るが，これは間違いである．あくまでも，

帰無仮説（差がない）が棄却されるか，されないかのみ

を判定する．ｔ検定では，「差があるか否か」は判定で

きるが，「差が大きいか小さいか」は判定できないので

ある．

３）「独立性の検定（χ２検定）」の考え方

� 目的に合った検定方法を選択する

統計学では，「独立」は「関連がない」ことを意味す

る．独立性の検定は，カテゴリカル変数（順序尺度や名

義尺度）どうしに関連性があるかどうかを検討する統計

的仮説検定の代表的な方法である．質問紙調査などでは

カテゴリカル変数が多く，クロス集計と独立性の検定を

用いて関連性を検討することがよくある．応用性の高い

検定方法である．例えば，次のような研究仮説の検討で

用いることができる．

例３）中学生の男女では，自覚的健康度（良い・どちら

とも言えない・悪い）の回答（％）に差があるの

ではないか．〔研究仮説：中学生では，性別と自

覚的健康度間に関連がある．〕

例４）高校生では部活動参加状況（運動部・文化部・不

参加）と毎日の充実度（充実している・どちらか

というと充実している・どちらかというと充実し

ていない・充実していない）に関連があるのでは

ないか．〔研究仮説：高校生では，部活動参加状

況と毎日の充実度間に関連がある．〕

例３は性別（２カテゴリー）×自覚的健康度（３カテ

ゴリー）のカテゴリカル変数どうし，例４は部活動参加

状況（３カテゴリー）×充実度（４カテゴリー）のカテ

ゴリカル変数どうしであり，それぞれ２×３，３×４の

クロス表として表現できる．

もともと数値変数（比率尺度，間隔尺度）として測定

されている変数でも，階級にまとめてカテゴリーにする

ことが可能である．例えば，数値変数である肥満度を

「－２０％以下」，「－２０～２０％」「２０％以上」等のいくつ

かのカテゴリーにまとめる場合などである．これを性別

とクロスすることで，男女の肥満度の様子を分かりやす

く表現することができる．数値データがいくつかのカテ

ゴリーにまとめられるので変数の持つ情報量は低下する

が，学校現場のように，教職員や保護者，児童生徒など，

多くの人に理解しやすいかたちで関連性を表現できる意

義は大きい．クロス表と独立性の検定は，研究分野のみ

でなく，教育実践のなかでも大変有効に活用できる方法

である．

以下，例３のケースで考えてみよう．仮に，男子１００

名，女子１００名，計２００名を対象として自覚的健康度を調

べたとする．記述統計では，自覚的健康度について，計

２００名が，「良い」１００名（５０％），「どちらとも言えない」

６０名（３０％），「悪い」４０名（２０％）と回答したものとす

る．つまり，全体でみると，「よい」「どちらとも言えな

い」「悪い」が５：３：２の比率になっている．

� 帰無仮説を設定する

まず帰無仮説を立てることから始める．性別と自覚的

健康度間に関連があるかどうかを検証するのであるから，

それと反対の「性別と自覚的健康度間には関連はない」

が帰無仮説になる．「自覚的健康度の回答の比率は，男

女で変わらない」と言い換えることもできる．

これに対し，対立仮説は「性別と自覚的健康度間に関

連がある」または「自覚的健康度の回答の比率は，男女

で違いがある」と設定する．

仮にこの帰無仮説が正しいとしたら，男子と女子の各

回答の比率はどのようになるか考えてみる．男子であっ

ても，女子であっても，全体と同じ比率（「良い」「どち

４５３戸部：第５回 データを分析する�



図３ χ２分布の形状と，自由度２のχ２分布における棄却域

（α＝０．０５）

らともいえない」「悪い」に，５：３：２の比率）で回

答が見られるはずである（図２）．つまり，男女とも各

１００名の標本なので，男女とも５０名，３０名，２０名が各回

答に分布するはずである．このように，帰無仮説が正し

いと仮定すれば，男女の回答にどのような人数が配分さ

れるはずかを理論的に導くことができる．これを「理論

度数（または期待度数）」という．

それに対して，調査によって実際に得られたデータを

「実測度数」という．実測度数が理論度数とまったく同

じ値になることはほとんどなく，多かれ少なかれ「ずれ」

が見られるのがふつうである（図２）．しかし，そのず

れの程度が「めったに起こらないほど大きい」場合には，

前提においた帰無仮説（性別と自覚的健康度間には関連

はない）が間違っていた可能性が高いと判断して帰無仮

説を棄却し，対立仮説（関連がある）を採択する．つま

り，二つの変数間の関連性によってそのずれが生じたと

判断する．図２の実測度数を見ると，一見，男子の方が

「良い」と回答する者が多く，女子では「悪い」と回答

する者が多いように見えるが，帰無仮説の前提のもとで

このようなずれが起こる確率はどの程度あるのだろうか．

このときに，実測度数と理論度数のずれの大きさを表

す検定統計量が「χ２統計量」である．簡単に言うと，

各セルについて「（実測度数－理論度数）２／理論度数」に

よって求めた値がセル毎のずれの程度を表す値であり，

それをすべてのセルについて合計した値がχ２統計量で

ある．今の例では，性別（２カテゴリー）×自覚的健康

度（３カテゴリー）の六つのセルについて合計した値に

なる．そして，求めたχ２統計量は自由度２のχ２分布注４）

に従う．このように，帰無仮説を正しいと仮定した場合

にはχ２統計量がχ２分布に従うことを利用して検定する

のである．

注４：一般に，ａ×ｂのクロス表で表される分析では，

χ２統計量は自由度＝（ａ－１）（ｂ－１）のχ２分布

に従う．χ２分布は自由度によって分布の形状が

大きく変化するため，有意水準αに対応するχ２

値も自由度によって大きく異なる．この点につい

ては関連図書で確認して頂きたい．

� 棄却域を設定する．

有意水準（α）の設定
慣例的に，有意水準はα＝０．０５か０．０１に設定すること

が多い．平均値の差の検定と同様の考え方である．

なお，平均値の差の検定ではｔ分布のプラス側とマイ

ナス側の両側に棄却域を設けるのが一般的であると述べ

た．独立性の検定では，実測度数と理論度数のずれが大

きくなること，つまりχ２統計量が大きい側に着目して

棄却域を設定するので，χ２分布の右側だけに棄却域を

設けることになる．自由度２のχ２分布におけるα＝
０．０５の棄却域を求めると，χ２値＞５．９９である（図３）．

� 検定統計量（χ２統計量）を算出し，有意差を判定

する．

標本のデータからχ２値を求め，棄却域（χ２値＞５．９９）

に入るか確かめる．もし，χ２値が棄却域に入れば，帰

無仮説を棄却し対立仮説を採択する．つまり「性別と自

覚的健康度間に関連がある」と判定する．一方，χ２値

が棄却域に入らなければ，帰無仮説を採択し「関連はな

い」と判定する．

図２の例では，χ２値＝５．２５となる．棄却域のχ２値＞

５．９９には届かない．ｐ値を見るとｐ＝０．０７２であり，こ

図２ ２×３のクロス表における理論度数と実測度数のずれ

４５４ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



表５ 独立性の検定の具体例

研究仮説
性別と自覚的健康度間には関連がある．

自覚的健康度の回答の比率は男女で異なる．

測 定

性 別：男子１００名，女子１００名

自覚的健康度：良い（１００名），どちらともいえ

ない（６０名），悪い（４０名）

実測度数：図２を参照

帰無仮説

を 設 定

帰無仮説：性別と自覚的健康度間には関連はな

い．または，自覚的健康度の回答の

比率は男女で変わらない．

棄却域を

設 定

α＝０．０５．
自由度２のχ２分布より，棄却域はχ２値＞５．９９

に決定．

標本のχ２

値の算出
χ２値＝５．２５，ｐ＝０．０７２

判 定

・χ２値は棄却域に入らないので，帰無仮説を

棄却しない．つまり，性別と自覚的健康度間

には関連があるとは言えない．

のようなずれが生じる可能性は５％以上あるという結果

である．つまり，帰無仮説は棄却されず，性別と自覚的

健康度には関連性があるとは言えないという判定になる．

表５に流れをまとめた．

なお，独立性の検定では，関連の有無を判定できるが，

関連の方向性（どのような関連があるか）や関連の強さ

については判定できない．「有意な関連がある」という

判定結果であれば，じっくりデータを見て，どのような

関連性があるかを検討する必要がある．この時，各セル

のずれが統計的に有意か否かを判定する残差分析を行う

と，客観的な基準を参考にして検討することができる．

関連の強さは，独立性の検定に加え，クラメールの連

関係数Ｖやφ係数を用いるとよい．また，サンプルサイ

ズがとても大きい時には検出力が高くなるため，ごく小

さな関連も統計的に有意な関連として判定することがあ

る．有意な関連や有意な差は，必ずしも「重要な意味の

ある関連や差」とは限らないことを心に留めて結果を読

んでいきたい．

なお，カテゴリー変数どうしの分析であっても，χ２

検定を用いないケースがあることを押さえておきたい．

２×２のクロス表の分析や，理論度数が小さいセルがあ

る場合には，χ２統計量を使うのではなく，フィッ

シャーの直接検定を行う．

４）さらに理解を深めるために

平均値の差の検定（ｔ検定）においても，独立性の検

定（χ２検定）においても，「差があるか否か」や「関連

があるか否か」は判定できるが，差や関連の大きさや強

さは判定できないことを強調した．では，どのようにし

たら当該の研究分野において「意味のある差や関連」を

踏まえた分析ができるだろうか．それは，「効果量」を

踏まえた検討を行うことであろう．

また，調査や測定の対象者について「どのくらいの人

数が必要か」という質問をしばしば受ける．これは，「検

出力」の問題として捉えることができる．「第２種の過

誤」（母集団には差があるにも関わらず，その差を検出

できない誤り）をどの程度見込むかという問題とも関わ

る．効果量や検出力を考慮してサンプルサイズを決定す

る方法を活用することができる．

比較的やさしい参考文献を挙げておきたい．参考文献

１）と２）は，統計解析をこれから学ぼうとしている人

や数式が苦手な人に向いている超入門書である．３）で

は，数式をあまり使わず，広く深い知識が解説されてい

る．ここで解説できなかった内容にもしっかり触れてい

る．４）は，初学者向けとは言えないが，解説が丁寧で，

統計解析をよく分かっている人にとっても参考になる内

容が豊富である．５）は，研究の実施において押さえて

おきたい内容を医学研究の視点から総合的に解説してい

る．サンプルサイズと検出力について例を挙げて説明し

ている．

その他，統計学の良書はたくさんあるので，自分に

合ったものにじっくり取り組むことが大切だと思う．

終わりに

筆者の経験でもあるが，統計解析の学習に取りかかっ

て間もない頃は，母分散，不偏分散，確率分布，α，帰
無仮説，統計量……など，日常生活とはかけ離れた思考

を求められ，かなりの混乱に陥るものである．ただ，一

旦その思考に慣れてしまえば，さまざまな統計解析法に

は共通のプロセスがあることに気づく．ここでは，統計

的仮説検定を中心に，共通のプロセスを数式を使わずに

表現しようと試みた．数式ではシンプルに表現できるこ

とも冗長になった点は否めないが，初学者にとっては手

続きの意味の理解が難しいので，敢えてその点に力点を

置いた．すでに統計解析を十分に活用されている方には，

復習を兼ねて一読して頂けたら幸いである．

文 献

１）松井敬：統計解析のきほん．日本実業出版社，東京，

２００９

２）涌井良幸：統計解析がわかった．日本実業出版社，東京，

２００９

３）出村愼一，山次俊介：健康・スポーツ科学のためのやさ

しい統計学．杏林書院，東京，２０１１

４）南風原朝和：心理統計学の基礎―統合的理解のために．

有斐閣，東京，２００２

５）スティーブン Ｂ．ハリー，スティーブン Ｒ．カミン

グス他：医学的研究のデザイン第３版．（木原雅子，木原

正博訳）メディカル・サイエンス・インターナショナル，

東京，２００９
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会 報 平成２４年度 第２回日本学校保健学会理事会議事録

日 時：平成２４年７月１６日（月：祝）１３：００～１５：３０

場 所：名古屋市千種区末盛通２―１１ 愛知学院大学歯学部附属病院（南館７階講義室１）

出席者：佐藤�造（理事長）・植田誠治・川畑徹朗・後藤ひとみ・宮下和久・村松常司（常任理事）・宮尾 克（事務

局長）・佐々木胤則・横田正義・数見隆生・面澤和子・衞藤 隆・岡田加奈子・高橋浩之・瀧澤利行・野津

有司・中川秀昭・中垣晴男・石川哲也・春木 敏・森岡郁晴・鈴江 毅・友定保博・照屋博行・山本万喜

雄・住田 実（理事：順不同）

鎌田尚子・門田新一郎（監事）

下村淳子・山田浩平（幹事）・辻本悟史（年次学会事務局長）・山西行政書士・森田一三（会場係）

委任状提出：朝倉隆司・近藤 卓・三木とみ子・渡邉正樹・大澤 功・西岡伸紀・松本健治

今回議事録署名人の指名：野津有司・面澤和子

理事長挨拶（佐藤�造理事長）

今回議事署名人の指名とともに，前回議事録の確認があり了承された．

１．審議事項

１）日本学校保健学会法人化について

植田誠治渉外・国際・法人化担当常任理事より法人化に関わる審議経緯が説明され，最終的な定款案（資料２）

が提示された．新たな修正点は，�役員の任期（３０条）は現行の体制を継続するものとした，�事業年度（４４条）

は「毎年９月１日に始まり翌年８月末日に終わる．」とした，�公告の方法（５０条）を電子公告により行うこと

にした，の３点である．さらに，理事の解任に関する条文の追加記載の是非や名誉会員の総会出席に関する条文

（第１９条２）について質問が出されたが，原案通り承認された．また，第２７条「監事は，総会の議決によって代

議員の中から選任する」の条文は，「代議員」を「正会員」に改めることにした．また，「特別決議」に関する表

現を統一するとともに，第２７条２「監事の選任」は「監事は本学会の会員以外からも選任することができる．」

の条文を追加記載することになった．第３０条３と第１６条３において「補欠」と「補充」の文言が混在しているこ

とや，「会計年度」と「事業年度」の違いが分かりづらいとの指摘がされたことから，次回理事会までに植田常

任理事が山西行政書士と調整の上で再提案することになった．

その後，佐藤理事長より，今後の予定について説明があった．第５９回日本学校保健学会総会（平成２４年１１月１０

日）にて可決後，直ちに理事長・常任理事・事務局長ら数名の役員により新法人設立の手続きを行い，その後，

現行の理事会体制に移管することの説明があり，了承された．

２）平成２４年度学会共同研究（二次審査）について

宮下和久学術担当常任理事より，資料３に基づき伊藤常久氏による研究テーマ「地域の連携・協働を考慮した

安全・安心な学校づくりに関する研究―東日本大震災の教訓から―」（継続申請：２年目）を採択したとの報告

があり了承された．新規テーマについては，現在１件の申請があるものの，審査途中であることから，次回の理

事会で了解を得ることが確認された．

３）学会賞・学会奨励賞選考について

学会賞選考委員会の森岡郁晴委員長より，資料４に基づき以下の２点について提案があり審議した．

�委員長の退任に伴う役員の変更

これまで学会賞選考委員会の委員長であった衞藤隆氏が国際交流委員会の委員長に就任したことに伴い，副

委員長の森岡郁晴氏が委員長，副委員長が衞藤隆氏となったことの報告があり，了承された．

�平成２３年度学会賞および学会奨励賞の選考結果について

森岡委員長より，平成２３年度学会賞の選考経緯が報告され，菱田一哉氏（神戸大学）による「いじめの影響

とレジリエンシー，ソーシャル・サポート，ライフスキルとの関係（第２報）―新潟市及び広島市の中学校８

校における質問紙調査の結果より―」が選出されたことの報告があった．

学会奨励賞候補論文については，選出された候補者が昨年度受賞者であったことから，今年度の候補者は該

当者なしとした．選考方法に改善を求める意見や理事会で推薦論文を確認すべきとする意見も出されたが，審

議の結果，今年度は学会賞選考委員会の原案の候補者を日本学校保健学会賞受賞者と決定した．
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４）第５９回日本学校保健学会（平成２４年度 神戸）について

辻本悟史事務局長より，資料５に基づき準備状況の報告があった．現在のところ，一般演題３０４件，参加申し

込み者１４６名であり，その他にもランチョンセミナー４テーマ，企業団体展示８件，書籍展示８件，広告１１社の

協賛が得られているとの報告があった．

５）第６０日本学校保健学会（平成２５年度 東京）について

衞藤隆年次学会より第１回実行委員会を開催したことの報告があった．学会開催期日は平成２５年１１月１５日（金）～

１７日（日）で，会場は聖心女子大学を予定している．

６）第６１回日本学校保健学会（平成２６年度 金沢）について

村松常司総務担当常任理事より，学会開催地に関する説明がなされた後に，平成２６年開催の第６１回日本学校保

健学会は中川秀昭氏（金沢医科大学教授）が学会長に内定したことが報告された．佐藤理事長から学会長選考の

経緯について説明後，中川第６１回年次学会長予定者よりご挨拶があった．

７）健やか親子２１推進協議会平成２３年度取組実績及び平成２４年度行動計画の提出について

佐藤理事長より，資料６に基づき「健やか親子２１推進協議会」より「平成２３年度取組実績及び平成２４年度行動

計画」の依頼があったことの報告があった．子どもの育成につながるような取組や提言があれば，直接「健やか

親子２１推進協議会」に提出いただきたいとの要請があった．

８）大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）の情報更新について

宮尾克事務局長より，本学会のホームページのサーバーを借りている大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）

に対して，本学会の情報を更新したことの報告があった．

９）児童生徒にトイレ掃除をさせる際の感染症予防の推進のお願いについて

佐藤理事長より，長野県軽井沢町の保護者から「児童生徒にトイレ掃除をさせる際の感染症予防推進のお願い」

というメールが届いたことから，文部科学省などの関係方面に働きかけと問い合わせを行うことを検討していく

との報告があった．

１０）大阪弁護士会スポーツ・エンターテイメント法実務研究会アンケート回答について

佐藤理事長より，大阪弁護士会スポーツ・エンターテイメント法実務研究会よりアンケート依頼があったこと

の報告があった．

１１）相互リンク（九州学校保健学会）の依頼について

佐藤理事長より九州学校保健学会の石村事務局長から相互リンクの依頼があったことの報告があり，常任理事

会で了承したことの報告があった．宮尾事務局長より，それぞれの地方学会にホームページを開設していれば積

極的に相互リンクを行って，会員に対する便宜を図りたいとの意向が述べられた．

１２）今後の理事会開催予定について

佐藤理事長より，次回の平成２４年度第３回常任理事会・理事会は平成２４年１０月８日（月）愛知学院大学歯学部

附属病院にて開催することが提案され，了承された．

１３）その他

� 宮尾事務局長より，前事務局で保管されていた既刊の学校保健研究を現事務局に移動し，データ保存したと

の報告があった．

� 佐藤理事長より，秋田大学の加美山茂利会員がご逝去されたことの報告があった．学校保健研究第５４巻第４

号（平成２４年１０月発行予定）に追悼記事を掲載することが確認され，佐藤洋先生（国立環境研究所）にご依頼

することとなった．

� 宮尾事務局長より，「教育シューズ」から受けている助成金の成果を年次学会のシンポジウム等で行うこと

が提案されたが，審議途中であることから，次回の常任理事会で再度検討してから理事会に提案することに

なった．

� 佐藤理事長より，平成２３年度の会費の納入状況が悪化していることの報告があった．学会事務局支部より未

払い者に対して督促を行う予定となっている．

報告事項

１）委員会報告

� 法・制度委員会

村松常任理事より，報告資料１に基づき第１回法・制度委員会において�法人化に向けた検討，�法人化に伴

う選挙制度の見直しに関する検討を行ったことの報告があった．�の選挙制度については，種々議論を尽くした

ものの，現行通りに進めることが最も望ましいとの結論に至ったことが報告された．
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� 学会誌編集委員会

川畑徹朗編集担当常任理事より，報告資料２に基づき編集小委員会の報告があった．２回の小委員会の話し合

いによって，年１回は海外の研究者に巻頭言を依頼すること，新規投稿論文の受付までのプロセスを強化するこ

と，School Healthのホームページの修正案を検討した，の３点について報告された．

� 学術委員会

宮下和久学術担当常任理事より，第１回学術委員会の報告があった（報告資料３）．特別研究の進め方の確認

と第５９回日本学校保健学会で開催する学術委員会企画シンポジウムの概要が報告された．

� 国際交流委員会

衞藤隆国際交流委員会委員長より本日（７／１６）第１回国際交流委員会を開催するとの報告があった．

２）「学校保健研究」のPDFデータの取り扱いについて

宮尾事務局長より，既刊の「学校保健研究」をスキャナで取り込んでPDFファイルとして保存したことの報告

があった．これらのデータを学校保健の研究のために有効活用していきたいとの提案があり，具体的な方法につい

ては引き続き検討していくこととなった．

３）教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（審議のまとめ）について

後藤ひとみ学校保健活動担当常任理事より，報告資料５に基づき，学会としてパブリックコメントを提出したと

の報告があった．これらの内容は，学会活動の記録の観点も考慮に入れ，「学校保健研究」第５４巻第４号（平成２４

年１０月発行予定）に掲載することが提案され了承された．

４）佐藤理事長より，宮尾事務局長のご尽力により，全国各種団体名鑑２０１３に本学会の情報掲載の手続きを終了した

との報告があった．

５）佐藤理事長より，文部科学省学校健康教育課学校保健対策専門官の異動があったと報告された．

理事会終了後，各種委員会が分散開催された．

以上
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会 報

団 体 名 日本学校保健学会

中央教育審議会「教職生活の全体を通じた教員の
資質能力の総合的な向上方策について」
に対する意見提出について（報告）

中央教育審議会では，２０１０年６月３日に教員の資質能力の総合的な向上方策についての諮問を受けて「教員の資質

能力向上特別部会」を設置し，「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」の検討を行っ

てきました．本学会では，以前より教育養成における「学校保健」の必修化などを要望してきましたので，昨年１月

３１日に公表された「審議経過報告」に対しても意見提出（資料１）を行いました．また，本年５月１５日に公表された

「審議のまとめ」に対しては，文部科学省初等中等教育局教職員課から理事長への意見照会がありましたので，学校

保健や学校安全，健康教育の履修・研修に関する意見提出（資料２）を行いました．「審議のまとめ」に対するパブ

リックコメントは７７３通９１１件，３４関係団体に及んでおり，全意見が文部科学省HPで公表され，８月２８日には「教職

生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（答申）」が発出されました．ここに，本学会の提

出意見をご報告致します．

２０１２年１０月末日

日本学校保健学会理事長 佐藤祐造

同学会学校保健活動担当常任理事 後藤ひとみ

資料１ 「審議経過報告」（２０１１．１．３１公表）への意見

教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（審議経過報告）に対する意見

※御意見は，４枚以内にまとめていただきますようご協力お願いいたします．なお，御意見を補足的に説明する資料

が必要な場合には，この様式とは別に作成し添付してください．（御意見のない項目については，空欄で構いません．）

１．教員養成の在り方

� 教員養成の改革の方向性について

・修士レベル化について

・教職大学院や既在の修士課程等の在り方について

教職大学院や既設の修士課程においても，教員の資質向上を図るためのカリキュラムを構成する際には，教

職科目のような必修科目として「健康」や「安全」を主題とした「学校保健」に関する科目の開設を検討して

いただきたい．教育現場では，多様化し深刻化する現代的な健康課題への対応や防災・危機管理といった安全

面の対応が急務である．したがって，学部教育での学修はもちろんのこと，大学院の履修科目においても，教

員を目指すすべての人に「学校保健」の学修機会を与えていただくことが重要である．

・教員養成のカリキュラムについて

現行の教員養成カリキュラムでは，「学校保健」に関する科目の履修が規定されているのは養護教諭免許状

と中学校及び高等学校の保健体育・保健の免許状のみである．しかしながら，子どもたちの健康課題が多様化

し深刻化し，また防災・危機管理といった安全面の必要性が増大している現在は，学校教育の円滑な実現に果

たす「学校保健」の役割は大きく，養護教諭，保健体育・保健の教員のみならず，すべての教員が「学校保健」

の資質能力を持つことが必要である．その際には，健康と安全の課題への対応において必要となる家庭や地域

との連携についても具体的な場面を想定した実践的な学修が欠かせない．さらに，教師自身がストレスをはじ

め心身の健康課題を抱えている現状に鑑み，教師になる上での健康管理能力の育成を図る内容も含めるべきと

考える．よって，これらの実現のために，教員養成のカリキュラムにおいて，「学校保健」に関する科目の必

修化を実現していただきたい．

・教育実習の在り方について

教員の資質能力を高めるために，学校現場での臨地による教育実習の充実が図られることは望ましい．実習

先の確保や現場で指導する教員の負担などの課題は残されるが，子どもたちの健康づくりを推進するためにも

学校現場での実体験を深めることに努めてほしい．その際，教育活動の基盤となる心身の健康に着目するOJT
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を展開し，積極的に保健室来室者の実態から学ぶ機会を設けるなどして，学校保健安全法において新たに規定

された「健康相談」や「保健指導」等に生かすことのできる実践力を高める学修場面にしていただきたい．

・その他

本学会はまもなく設立６０年を迎えるが，この間，数回にわたって，「学校保健」の必修化や「教科としての

保健」の充実について要望してきたが実現に至っていない．中教審答申（平成２０．１．１７）が指摘しているよう

に，子どもたちの現代的な健康課題に向き合うことのできる教員を育てることは，教師教育の質保証とともに

学校教育の質保証にもつながるものと考える．是非，「学校保健」に関する科目の新設を実現してほしい．

� 教育課程の質の保証について

教員養成を行う教育課程の質を保証するものである「課程認定」制度において，特に養護に関する専門科目の

読み替え申請が多々行われてきた．「大学における教員養成」および「開放制」の原則を踏まえつつも，一定の

質保証のためには専門科目に関しても担当者の適性を図るような厳密な認定制度としていただきたい．

２．教員免許制度の在り方

� 教員免許制度の改革の方向性について

� 教員免許状の種類について

専門免許状の区分については，例示として学校経営，生徒指導，進路指導，教科指導などが挙げられているが，

この区分に学校教育の基盤である「学校保健」を加えていただきたい．

� 教員免許更新制について

� 教員免許状の区分について

３．採用と学校現場への多様な人材の登用の在り方

「学校保健」について学ぶことなく教師になることができる現行制度は，有能な保健主事の育成を遅らせている．

その一方で，学校保健技師の配置やスクールヘルスリーダーの派遣が進められており，子どもたちの心身の健康と

安全を担う人材育成の制度は体系化されていない．学校教育と学校保健は密接につながっていることから，名実と

もに「学校保健」に関する資質能力を有する教師集団を育て，登用していただきたい．

４．現場研修の在り方

� 初任者研修について

養護教諭と保健体育以外の教員は，現行教免法で履修が義務づけられていないため，初任者研修で初めて「学

校保健」や子どもたちの心身の健康課題に向き合うことになる．よって，これらの教員に対する研修は，教育活

動の中で行われる具体的な内容や事例に基づく研修でなければならない．とくに，大幅改正された学校保健安全

法において掲げられた「健康相談」や「保健指導」への取組については具体的な研修計画の樹立が必要である．

初任時からの実践力育成をなすことのできる実施計画の作成をお願いしたい．

� 国や任命権者が行う様々な研修の在り方について

� 校内研修や自主研修の活性化について

５．教育委員会・大学等の関係機関の連携・協働について

ヘルスプロモーションの考え方による健康づくりが推進されており，地域の人的資源や物的資源を生かした連携

と協働が実現しつつある．このような中で，健康や安全を核とした取組が教育委員会と大学との協力関係のなかで

進められることが必要である．このような取組について，日本学校保健学会はヘルス・プロモーティング・スクー

ルなどの実績に貢献してきたことから，今後も健康と安全を核とした支援を行う所存である．

６．当面取り組むべき課題について

� 管理職の資質能力の向上について

中教審答申（平成２０．１．１７）において述べられているように，学校保健活動も校長のリーダーシップによって

活性化されることは言うまでもない．子どもたちの健康と安全はもとより，教職員の健康と安全にも留意して環

境等の整備にあたることができる管理職養成が必要である．そのためには，教職大学院や既設大学院の科目に

「学校保健」を置くこと，管理職対象の研修や登用前の研修で「学校保健」にも十分な時間を充てていただきたい．

� 幼稚園教諭の取扱いについて

� 特別支援教育の取扱いについて

７．その他

先の中央教育審議会答申（平成２０．１．１７）において，児童生徒等の健康問題への対応は学校全体で取り組むとさ

れ，学校保健に関する学修は必須のものと言える．よって，教員全体が健康と安全に関する資質向上を図ることが

できるよう，養成段階（大学院教育を含む）でのカリキュラムや現職教育内容の充実を図る必要がある．このこと

は，子どもたちの心身の健康と安全はもちろんのこと，教師自身の心身の健康管理についても学ぶものとなること
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から，教員養成カリキュラムにおける「学校保健」の必修化には大きな意義があると考える．

資料２ 「審議のまとめ」（２０１２．５．１５公表）への意見

平成２４年６月１日

文部科学省初等中等教育局教職員課 御中

日本学校保健学会

「審議のまとめ」に対する意見

今回の提言に対して，本学会は概ね賛同の意を表したいと思います．特に，「学び続ける教員像」の確立という方

向は，日頃より養護教諭等の教員に対して，学ぶ場を提供している日本学校保健学会と致しましては，大いに推進す

べきことと考えます．

全体を通して，教員免許制度の改革や修士レベル化にむけた教職大学院等の拡充が主となっており，教員養成段階

における教科指導，生徒指導，学級経営等の実践力育成が強調されていると理解しました．ただし，総合的な向上方

策というのであれば，様々な現代的課題に対応した資質能力とその育成に関する解説にもっと広がりをもたせるべき

ではないかと思います．

そこで，下記のような意見を述べさせていただきますので，是非とも，ご検討下さいますようお願い申し上げます．

【１】「�．現状と課題」の前文と，「１．これからの社会と学校に期待される役割」について

P.１には，「２１世紀を生き抜くための力を育成するため，これからの学校は，基礎的・基本的な知識・技能の習得

に加え，思考力・判断力・表現力等の育成や学習意欲の向上，多様な人間関係を結んでいく力や習慣の形成等を重視

する必要がある．これらは，様々な言語活動や協働的な学習活動等を通じて効果的に育まれることに留意する必要が

ある．」とありますが，言語活動や協働的な学習活動等への留意のみではなく，多様な人間関係を結ぶ力や習慣の形

成等にあたっては，心身の健康をテーマとした活動も重要と考えます．一人ひとりの生命やそれぞれの生活の在り方

や生き方を尊重できる子どもの育成が２１世紀を生き抜く力の根底に必要と考えるからです．言語活動や協働的な学習

以外に，心身の健康や人々の生活を大切に思う教育の姿にもふれていただきたいと思います．

また，前文には「一方，いじめ・不登校等の対応，特別支援教育の充実，ICTの活用など，諸課題への対応も必要

となっている．」とありますが，これらに加えて，子どもの心身の健康問題への対応，自然災害・犯罪被害・交通事

故などへの対応も急務です．よって，ICTの活用の後ろに，「子どもの心身の健康問題への対応・自然災害や犯罪被

害などへの対応」という文言をぜひ加えていただきたいと思います．

【２】「３．取り組むべき課題」について

P.３における，「学び続ける教員像」の確立にむけて，「優れた教員の養成，研修や確保は，大学や学校の中だけで

行うのではなく，学校支援に関わる関係者をはじめとする広く社会全体の力を結集して取り組んでいくことも必要で

ある．」との指摘は重要です．しかしながら，「以上のことを踏まえ，教育委員会と大学との連携・協働により，教職

生活全体を通じて学び続ける教員を継続的に支援するための一体的な改革を行う必要がある．」と述べられており，

広く社会全体の力を結集して取り組むことが教育委員会と大学に特化しています．医師をはじめとした我が国の専門

職は，学会参加などを免許や資格を維持していくための研修要件としています．よって，これまで，管制研修を中心

に行われてきた教員研修について，機会の拡大や最新の学びを保障する場として「関係学会での研修」も位置付けて

ほしいと思います．特に，本会が扱う学校保健に関するテーマは，優れた教員の養成や研修としてふさわしいもので

あると考えます．

【３】「�．改革の方向性」の「１．教員養成の改革の方向性」について

P.５には，「いじめ・不登校等生徒指導上の諸課題への対応，特別支援教育の充実，外国人児童生徒への対応，ICT

の活用の要請をはじめ学校現場における課題が高度化・複雑化しており，初任段階の教員がこれらの課題などに十分

対応できず困難を抱えていることが指摘されている．このため，初任の段階で教科指導，生徒指導，学級経営等の職

務を的確に実践できる力を育成することが求められている．」とあります．初任段階の教員が直面する困難は，養成

段階での学びと深くかかわるものであり，これらの課題に対応した養成カリキュラムの検討が急務と言えます．しか

しながら，職務として例示されている教科指導，生徒指導，学級経営等だけでよいのかという懸念をもちます．これ
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らは，これまでも学級担任や教科担任の職務として重視されてきました．よって，新たな課題に対応する力の育成は，

これまでとはひと味違う職務の強調によって担保できるのではないかと考えます．ここでは，是非，学校経営にも通

じるものとして「学校保健」の視点も重視していただきたいと思います．

【４】「２．教員免許制度の改革の方向性」について

P.７の前文では，「専門免許状（仮称）」の創設に関して，「特定分野に関し，実践の積み重ねによる更なる探究に

より，高い専門性を身に付けたことを証明する「専門免許状（仮称）」を創設する（分野は，学校経営，生徒指導，

進路指導，教科指導（教科ごと），特別支援教育，外国人児童生徒教育，情報教育等）．」とあります．上記【１】～

【３】の指摘をふまえて，専門免許状の分野に「学校保健」や「健康教育」の例示を要望します．教員の中には養護

教諭や栄養教諭が含まれます．教諭のみならず，これらの職への適用を勘案した制度設計であることを望みます．

P.８には，�「一般免許状（仮称）」のカリキュラムに関する記述の中で，「『ICTの活用，特別支援教育，国際教育

等新たな分野に関する知識・技能』，『児童生徒のカウンセリング・相談技能』など近年の学校現場を取り組まく状況

を踏まえた高度な専門性を併せて身に付ける．」とありますが，「児童生徒のカウンセリング・相談技能」の後に，「学

校保健・学校安全の知識・技能」という文言をぜひ加えていただきたいと思います．

P.９には，�「基礎免許状（仮称）」のカリキュラムに関する記述の中で，「『教育の基礎理論に関する理解』に加

え，『生徒指導，教育相談，進路指導』，『ICTの活用，特別支援教育等の現代的教育課題に関する基礎的素養』につ

いて学ぶ．」とありますが，「ICTの活用，特別支援教育」の後に，「学校保健・学校安全」という文言を加え，「ICT

の活用，特別支援教育，学校保健・学校安全等の現代的課題に関する基礎的素養」について学ぶ……としていただき

たいと思います．

【５】「２．教員免許制度の改革の方向性」の「�その他」について

P.１０では，「今後，詳細な制度設計を行う際には，学校種，職種の特性に配慮することが必要である．」とあり，

幼稚園教諭や中・高等学校教諭についてふれられています．とりわけ，学校保健活動において中核的な役割を果たし

てきた養護教諭については，職種の特性をどうとらえるかが未来の養護教諭像を規定していくと考えます．教諭に関

するプランが整った後には，養護教諭のプランの検討に入ることと思います．その際には，養護教諭の養成組織のみ

ならず，とりわけ現職教育を支えてきた本会をはじめとした関係学会の意見を十分に反映してくださいますようお願

い致します．

【６】「�．当面の改善策」の「��教員養成カリキュラムの改善」について

P.１２では，「修士レベル化の前提として，学部段階で，教職実践演習を中心に，必要な資質能力の育成を徹底する

ことが重要である．」として，「教科に関する科目については，学校教育の教科内容を踏まえて，授業内容を構成する

ことが重要である．」と述べられています．教育職員免許法に位置付けられている「保健」免許においても，教科に

関する科目としての在り方を積極的に検討すべきと考えます．特に，学部段階では「保健」や「健康に関する指導」

の力は養護教諭の資質能力として育成されるべきものと言えます．修士レベル化の推進に際しては，前提である学部

段階の教育制度として整備されていない点を是正するような取組，例えば，養護教諭の専門科目に「健康に関する指

導」または「保健科教育法」を位置付けることなどを進めていただきたいと思います．

以上です．何卒，よろしくお願い申し上げます．
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会 報

原稿の種類 内 容

１．総 説

Review

２．原 著

Original Article

３．研究報告

Research Report

４．実践報告

Practical Report

５．資料

Research Note

６．会員の声

Letter to the Editor

７．その他

Others

学校保健に関する研究の総括，解説，提

言等

学校保健に関する独創性に富む研究論文

学校保健に関する研究論文

学校保健の実践活動をまとめた研究論文

学校保健に関する貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字

以内）

学会が会員に知らせるべき記事，学校保

健に関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成２４年４月１日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，日本学校保健

学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．

３．原稿は，未発表のものに限る．なお，印刷中もしく

は投稿中の原稿の投稿も認めない．

４．投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿

原稿に関するチェックを行い，投稿者の記名・捺印の

上，原稿とともに送付する．

５．本誌に掲載された原稿の著作権は，日本学校保健学

会に帰属する．

６．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．

７．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

「総説」，「原著」，「研究報告」，「実践報告」，「資料」，

「会員の声」以外の原稿は，原則として編集委員会の

企画により執筆依頼した原稿とする．

８．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，

掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

９．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くこと．

１０．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．

１１．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．

１２．投稿の際には，査読のための費用として５，０００円を

郵便振替口座００１８０―２―７１９２９（日本学校保健学会）に

納入し，郵便局の受領証のコピーを原稿とともに同封

する．

１３．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７

勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１

その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１４．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が

受理されるまでは受付けない．

１５．掲載料は，刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分

は著者負担（１頁当たり１３，０００円）とする．

１６．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す

こと．「至急掲載」原稿は，査読終了まで通常原稿と

同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）

を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．

「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１７．著者校正は，１回とする．

１８．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿

を取り下げたものとして処理する．

１９．原稿受理日は，編集委員会が審査の終了を確認した

年月日をもってする．

原稿の様式

１．原稿は，和文または英文とする．和文原稿は，原則

としてMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字

×３５行（１，４００字）横書きとする．ただし査読を終了

した最終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけ

て提出する．

２．文章は，新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，

カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英語は，１字分に半角２文字を収める．

４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．

５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を原稿中に指定する．

なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は，書

替えまたは削除を求めることがある．（専門業者に製

作を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には，４００語以内の英文抄録と日本語訳を

つける．ただし原著，研究報告以外の論文については，

これを省略することができる．英文原稿には，１，５００

字以内の和文抄録をつける．また，すべての原稿に

は，５つ以内のキーワード（和文と英文）を添える．

これらのない原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して

十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究

方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを

記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿

枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必

要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者負担

とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，キー

ワード（以上和英両文）のみとする．
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９．文献は，引用順に番号をつけて最後に一括し，下記

の形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」ま

たは，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著

者もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の

３名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発

行年

［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監

修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，

発行年

―記載例―

［定期刊行物］

１）�石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究

４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル

フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．

学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.: School to-

bacco policies in a tobacco-growing state. J Sch

Health７５:２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（�石昌弘，

出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），１４１―

１５３，南山堂，東京，２００８

５）Hedin D, Conrad D: The impact of experiential

education on youth development. In: Kendall JC and

Associates, eds. Combining Service and Learning: A

Resource Book for Community and Public Service.

Vol１,１１９―１２９, National Society for Internships and

Experiential Education, Raleigh, NC,１９９０

［インターネット］

６）American Heart Association: Response to cardiac

arrest and selected life-threatening medical emer-

gencies: the medical emergency response plan for

schools. ２００４. Available at: http:／／circ.ahajournals.

org／cgi／reprint／０１.CIR. ００００１０９４８６. ４５５４５. ADv１.

pdf. Accessed April６,２００４
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投稿時チェックリスト（平成２４年４月１日改正）

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付して下さい．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．

□ 投稿に当たって，共著者全員の承諾を得たか．

□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．

□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは研究報告として投稿する和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳を，英文原稿には１，５００字以

内の和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録および英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．

□ キーワード（和文と英文，それぞれ５つ以内）を添えたか．

□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

したか．

□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規定の「原稿の様式」に沿っているか）

□ 本文にはページを入れたか．

□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．

□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．

□ 本文，表および図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．

□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．

□ 表題（和文と英文）

□ 著者名（和文と英文）

□ 所属機関名（和文と英文）

□ 代表者の連絡先（和文と英文）

□ 原稿枚数

□ 表および図の数

□ 希望する原稿の種類

□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ

の他の項目等は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）

□ キーワード（和文と英文）

□５，０００円を納入し，郵便局の受領証のコピーを同封したか．

□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．

年 月 日

氏名： 印
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〈参 考〉

日本学校保健学会倫理綱領
制定 平成１５年１１月２日

日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文

日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．

（責任）

第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．

（同意）

第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．

（守秘義務）

第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．

（倫理の遵守）

第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．

３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．

４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．

５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）

第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．

附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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地方の活動 第５５回東海学校保健学会の開催報告

第５５回東海学校保健学会が平成２４年９月８日に三重県の鈴鹿短期大学において岡本陽子会長（藍野大学・鈴鹿短期

大学）のもとに開催されました．学会は一般口演，ポスター発表に加えて記念講演，特別講演および講義が行われ，

多くの学会員が参加し成功裡に終了しました．その概要を以下に記します．

記念講演「あなたの時間・わたしの時間―宇宙のからくりから人生の意味を考える」

講師 鈴鹿短期大学学長 佐治晴夫先生

特別講演「生きる力を培うための生き生きスクールの推進―豊かな心・絆づくりを―」

講師 日本ウェルネススポーツ大学教授 大津一義先生

講 義「環境のなかの子どもたち」

講師 三重県子ども政策アドバイザー・三重聖十字病院 川瀬昌宏先生

三重子どもわかもの育成財団理事長 太田栄子先生

一般口演（かっこ内は発表者）

１．放課後児童クラブにおける異年齢交流に関する研究

―参与観察と放課後児童クラブの規模による比較を中心に―（石川拓次）

２．女子大学生の運動行動変容の段階と健康度・生活習慣及び生きがい感との関連（山田浩平）

３．中学生の正しい姿勢づくり（廣瀬琢也）

４．大学生のレジリエンスと攻撃性および攻撃受動性に関する研究（廣 美里）

５．小学生の学校における経験がレジリエンスに及ぼす影響についての検討（原 郁水）

６．ネパールと日本の高校生の生活と意識に関する調査研究（御村ひさ子）

７．医学部４年生への『学校保健』教育―愛知県医師会の試み―（稲坂 博）

８．ニュージーランドにおけるスクールソーシャルワーク

―Child, youth and familyへのインタビュー調査を踏まえて―（宮嶋 淳）

９．保健室における精油を用いたハエの駆除に関する一考察―養護教諭へのインタビューより―（後藤由貴）

１０．高等学校生徒における生活状況と疲労の関係―食生活・休養・運動との視点から―（近藤まゆみ）

１１．定時制高校生の食習慣について―学校栄養士と養護教諭による食育授業―（中村麻央）

１２．女子中学生のやせ志向と骨密度，体組成，栄養摂取状況との関連（西 紀彦）

１３．幼稚園における発達障害のある幼児に対する養護教諭の役割（上田ゆかり）

１４．保育所における園医・看護職の役割，意識に関する一考察

―Ａ市におけるアンケート調査結果より―（梶 美保）

１５．養護教諭も関わった特別支援教育のチーム援助体制づくり（後藤勝弘）

１６．色覚特性児童・生徒に出遭ったら（高柳泰世）

１７．大学生における口腔保健に関する意識（古川絵理華）

１８．高校生の歯の健康と食生活に関する調査研究（in Nepal）（藤岡光子）

ポスター発表（かっこ内は発表者）

１．地域連携による学校保健活動の取り組み―ハートライフの活動報告から―（大野泰子）

２．思春期自傷行為と否定的自己イメージの因果モデルに関する研究（山口 豊）

３．三重県の放課後児童クラブの現在―おやつの実態と食育活動―（伊藤亜里紗）

４．看護学生の精神健康度に関する実態調査（高瀬加容子）

５．養護教諭が経験したヒヤリ・ハットの事故分析（所 小夜子）

６．アレルギー疾患のある児童生徒に対する養護教諭の役割

―アナフィラキシーの対応：先行研究とエピペン講習の結果から―（河室陽子）

○印の４演題には村松常司理事長から学会奨励賞として賞状と記念品が授与された． 以上
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地方の活動 第６０回九州学校保健学会の開催報告

第６０回九州学校保健学会は，平成２４年８月１９日（日）に，九州大学医学部百年講堂において開催されました．

午前

一般演題発表� 座長 照屋 博行（九州看護福祉大学看護福祉学部）

１．裁判例にみる学童の交通事故の概況

○澤口 聡子（帝京平成大学地域医療学部） 澤口 彰子（東京福祉大学）

２．ADHD児のサマートリートメントプログラム７年間の実践―成果と課題―

○山下祐史朗 家村 明子 中島 正幸 松石豊次郎 藤田 史恵（久留米大学小児科，同看護学科）

向笠 章子（福岡県臨床心理士会） 原田 敏夫（久留米市教育委員会）

３．大学生の喫煙における因果的要因の探索的検討―九州地区教員養成系大学学生を対象とした検討―

○玉江 和義（宮崎大学教育文化学部）

竹之下朋典（宮崎大学教育文化学部 現：日向市役所）

一般演題発表� 座長 石川 司朗（福岡市立こども病院・感染センター）

４．学校現場での事前の対策が機能し，後遺症なく蘇生された肥大型心筋症の１例―学校現場からの報告―

○福田 裕生 井上 淳子（鹿児島市立中山小学校）

徳永 正朝（総合病院鹿児島生協病院） 奥 章三（かごしまこども病院）

江口 太助 野村 裕一（鹿児島大学病院小児科）

５．保育園，中学校で発生した小児心肺停止の２症例―教育現場でのBLSの重要性―

○平田悠一郎 李 守永 賀来 典之 馬場 晴久（九州大学病院救命救急センター 九州大学病院小児科）

永田 禅 山村健一郎（九州大学病院小児科）

漢那 朝雄（九州大学病院救命救急センター 日本臨床救急医学会「学校へのBLS教育導入検討委員会」）

杉森 宏 前原 喜彦（九州大学病院救命救急センター）

原 寿郎（九州大学病院小児科）

学会長講演 NPO こども相談センター 竹下 研三先生

『学習障害LDに気づいてほしい―治療教育が成功する唯一の発達障害である―』

座長 原 寿郎 九州大学医学研究院成長発達医学分野（小児科）

評議員会

総会

シンポジウム 「学校給食はいま」

座長 竹下 研三（NPO こども相談センター）

徳井 教孝（産業医科大学健康予防食科学研究室）

シンポジスト

中村学園大学栄養科学部教授 三成 由美

「食育と学校給食」

産業医科大学健康予防食科学研究室特任教授 徳井 教孝

「子供の食生活と健康」

福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課指導主事 鍋藤 君江

「学校給食の現状と将来」
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地方の活動 第６９回北陸学校保健学会の開催報告

第６９回北陸学校保健学会は，平成２４年１０月２７日（土），金沢大学人間社会第１講義棟において開催されました．

午前の部
座 長：河田 史宝（金沢大学 准教授）

１．喫煙飲酒防止教育におけるNormative Educationの実際～米国健康教育教材の分析から～

○岩田 英樹（金沢大学人間科学系）

２．中学１年生の喫煙実態調査―「将来の喫煙意思」関連要因の検討について―

○中島 素子，櫻井志保美，浜崎 優子（金沢医科大学看護学部地域看護学）

北川 純子（金沢医科大学 学生保健室）

森川 裕子，櫻井 勝，中川 秀昭（金沢医科大学医学部公衆衛生学）

座 長：岩田 英樹（金沢大学 教授）

３．小学３，４年生における睡眠の質に関連する要因について

○荒木 裕子（入善町保健センター），金 聡美（川崎市社会福祉事業団れいんぼう川崎），

十二 由光（厚生連高岡病院），舘森 芽子（国立がん研究センター中央病院），

水口 葉月（岐阜県総合医療センター），宮野 晴香（長崎県県央保健所），

河村 瑞穂（富山県中部厚生センター），若杉 央（富山県立総合衛生学院），

立瀬 剛志（富山大学医学部），山上 孝司（北陸予防医学協会健康管理センター）

４．実践意欲を高める保健指導を目指して～手洗い指導の取り組みから～

○高木 亜紀（富山市立柳町小学校）

５．新設校における保健主事としての学校保健活動のマネジメント

○濱谷 昌代（富山市立新庄北小学校）

午後の部
理 事 会

総 会

特別講演 子どもの健康と生き方

講 師：安保 徹 先生（新潟大学）

〈連絡・問い合わせ先〉

北陸学校保健学会 事務局

金沢大学人間社会研究域保健教室（岩田）

〒９２０―１１９２ 金沢市角間町

Tel ：０７６―２６４―５５６６

Fax：０７６―２３４―４１１７

E-mail：iwata@ed.kanazawa-u.ac.jp
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お知らせ

お知らせ

健康教育・ヘルスプロモーション世界連合（IUHPE）

第２１回ヘルスプロモーションに関する世界会議のご案内
国際交流委員会

国際交流委員会より学会員の皆様に国際会議のご案内を申し上げます．現在，学校保健を含む様々な保健領域の学

術や実践に関する国際的交流を可能にする場として，健康教育・ヘルスプロモーション世界連合（International Un-

ion for Health Promotion and Education, IUHPE）があり，３年に１回，世界レベルの会議が開催されています．次

回は２０１３年８月２５～２９日にタイのパタヤで開催されます．テーマは「健康への最良の投資（The best investments for

health）」です．

日本学校保健学会はIUHPEの機関会員（Institutional member）となる手続きを進めており，学会員の皆様は２０１３

年の会議にIUHPEメンバーとして割引価格で参加登録が出来る見込みです．既に８月２０日より事前登録および演題

抄録の申込み受付が始まっており，事前登録の締切は２０１３年４月３０日，演題抄録の締切は２０１２年１２月２０日です．どう

か多くの学会員の皆様のご参加をお願いします．

主な開催要領は以下の通りです．

国際会議名称：The２１st IUHPE World Conference on Health Promotion

開催地：タイ王国パタヤ特別市（首都バンコクの東南約１５５km）

開催期間：２０１３年８月２５～２９日

会議テーマ：The best investments for health

公用語：英語，フランス語，スペイン語

会議ホームページ：http：／／www.iuhpeconference.net／
IUHPE本部ホームページ：http:／／www.iuhpe.org／

なお，日本からの事前登録者が３００名を超えると大会場での日本語の同時通訳が入る可能性があります．

以上

第２２回日本健康教育学会学術大会（千葉）のご案内
第２２回日本健康教育学会学術大会 大会長 高橋 浩之

（千葉大学教授）

学校は，すべての人が学び人格形成がなされる場です．したがって，そこでの学びは，学校を卒業した後の健康な

社会づくりにつながるものである必要があります．また，学校は決して閉じられた場ではなく，地域や職域からの支

援を受け入れたり，刺激を受けたりすることにより，さらに発展が期待できます．

残念ながら，学校における健康教育やヘルスプロモーションへの社会の関心は必ずしも高くはありません．また，

学校は閉鎖的で連携は行いにくいと考えている保健関係者も少なからず存在します．逆に，学校保健関係者の中には，

学校外の方は学校教育への理解があまりに不足しているため協力を求めることを躊躇するという方もいます．

そこで，本大会では，下記のように「学校からはじめる健康な社会づくり」をテーマに，学校から社会へ，社会か

ら学校へと活発な交流を図りたいと考えております．日本学校保健学会会員の皆様におかれましては，是非，ご参加

を賜り，交流に加わって下さるようお願い申し上げます．

記

１．会 期 平成２５年６月２２日（土），６月２３日（日）

２．場 所 千葉大学西千葉キャンパス（〒２６３―８５２２ 千葉市稲毛区弥生町１―３３）

３．テーマ 学校からはじめる健康な社会づくり

４．一般演題申込み等の日程

演題申し込み：平成２５年１月１日（火）～平成２５年３月１７日（日）

抄録原稿提出締切日：平成２５年４月３０日（火）

５．問い合わせ先

〒２６３―８５２２ 千葉市稲毛区弥生町１―３３ 千葉大学教育学部養護教諭教室 担当：横田

TEL：０４３―２９０―２６２６ E-mail：info@nkkg２２.net 学会ウェブサイト：http:／／nkkg２２.net／
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お知らせ

お知らせ

第１０回日本教育保健学会（通算２０回記念大会）

開催のご案内

１．テーマ：教育保健学会の２０年 その実践的探究と理論的蓄積の検証

２．期 日：２０１３年３月３０日（土）・３１日（日）

３．会 場：國學院大學 たまプラーザキャンパス（横浜市青葉区新石川３―２２―１）

東急田園都市線たまプラーザ駅南口 徒歩５分

４．日 程：

３月３０日（土）

○シンポジウム�「学校における子どもの健康・発達保障と教育保健

～教育保健学の実践的・理論的構築に向けて～」

報告者：藤田和也，富山芙美子，学会研究部 指定討論者：森昭三ほか

○課題別セッション

� 教職必修科目としての「学校保健（教育保健）」構想とその制度化

� 教育保健がめざす養護教諭の実践と養成

� 保健で育てる能力と学力

� 特別支援教育と教育保健

３月３１日（日）

○シンポジウム�「東日本大震災から２年 その後の学校と子どもたち

～はかどらない復興，進まない補償，長引く仮設・避難生活～」

コーディネータ：藤田和也，指定討論者：数見隆生

○一般発表

教育保健に関する演題（申し込み締め切り１１月，抄録原稿締め切り１２月末を予定）

５．参加費：会員，非会員とも４，０００円，学生２，０００円（予定）

６．連絡・問い合わせ先

国士舘大学文学部教育学科 鈴木裕子（大会事務局長）

�０３―５４５１―８１６１（研究室） Mail：suzukiyu@kokushikan.ac.jp

第１６回日本地域看護学会学術集会のご案内

会 期：２０１３年８月３日（土）～４日（日）

会 場：ホテルクレメント徳島（〒７７０―０８３１ 徳島市寺島本町西１―６１）

会 長：多田 敏子（徳島大学大学院ヘルスバイオサイエンス研究部地域看護学分野教授）

メインテーマ：地域の人々を支える力の共有

内 容：会長講演，理事会セミナー，シンポジウム，教育講演，示説発表，ワークショップ，市民公開ポスター（学

会員以外でも示説報告ができます），市民公開シンポジウム

参加申込方法及び参加費：

第１６回日本地域看護学会学術集会ホームページの「参加申し込み」画面にて，オンラインによるご登録をお願い

します．詳細はホームページをご参照ください．（http:／／jachn.umin.jp／meeting／m１６／gre.html）
振込先口座番号：０１６２０―８―１３２２９０ 日本地域看護学会第１６回学術集会

＊全ての参加費に講演集代が含まれます．

＊事前申込の受付期間：２０１３年６月２８日（金）締切 ※締切後は，当日受付

問い合わせ先：第１６回学術集会事務局

〒７７０―８５０９ 徳島市蔵本町３丁目１８―１５ 徳島大学大学院ヘルスバイオサイエンス研究部 地域看護学分野

Mail：tokushimachiiki@gmail.com Tel・Fax：０８８―６３３―９０３３
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編 集 後 記

今年の夏の第３０回ロンドン五輪は無事終了した．結果
的に，日本選手団は金７，銀１４，銅１７の合計３８個のメダ
ルを獲得．これでアテネ五輪を１つ上回る史上最多の記
録となった．当然，日本勢のメダルラッシュに日本全体
が沸き返った．なでしこ（サッカー女子）の銀，バレー
ボール女子の銅，体操男子では団体総合の銀に続き内村
航平選手の個人総合金，重量挙げ女子４８キロ級の三宅宏
実選手の銀，卓球女子団体の銀，フェンシング男子フ
ルーレ団体の銀，その他，柔道，競泳，レスリング，バ
ドミントン，アーチェリー，ボクシング等々．何はとも
あれ，日本選手の大健闘に拍手を贈ると共に，次回のリ
オデジャネイロにも期待したい．
一方，今回のロンドン五輪には反省あるいは見直しし
なければならないことがあると思っている．ご記憶の方
も多いと思うが，男子の柔道（６６キロ級の準々決勝）で
の審判団の旗判定に異議を唱えたジュリー（jury：審判

委員）の件がその１例である．結果，初期の旗判定（０
―３）が１８０度逆転して日本の海老沼匡選手の勝ちとなっ
た．日本のお家芸の一つである男子柔道だっただけに，
私など審判団の“だらしなさ”に失望すると共に，審判
員らのレベルの低さに憤慨した．同じような審判がボク
シングにもあった．いずれも不可解な審判であるが，平
和の祭典中での出来事だけに，今後はこうした不手際な
ど一切無いよう十二分に反省し，改善すべきである．
翻って，我々編集委員としても今回のような誤った審
判（判定）例を看過してはならず，むしろこれを逆縁と
して，今後共に丁寧且つ公正・公平な査読を遂行してい
かなければならない．本誌が全会員の皆様方から愛され
且つ歓迎される専門誌であり続けるためにも，川畑編集
委員長中心にこうした意識を持ち続けて参りたいと決意
している．

（土井 豊）
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